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5章 現地における基礎的生活環境 

I.  南ア編 

1. 社会的・経済的環境 

(1) 都市と交通網 

(ｱ) 主要都市と人口規模 

南アは行政上、9つの州から構成される。首都機能は3都市に分権しており、プレトリアが行政府とし

て、ケープタウンが立法府として、ブルームフォンテーンが司法府としての機能を担っている。人口が最

も多い州はクワズール・ナタール州であるが、商業の中心地はハウテン州である。ハウテン州には行

政府であるプレトリアの他に、ヨハネスブルグとサントンという巨大商業都市を有する。 

かつては南アの中心商業地区はヨハネスブルグであったが、その治安の悪さから、ヨハネスブルグ

の北東 11km に位置する街、サントンへオフィス機能や住居を移転させる企業や白人富裕層が増加し

た。今ではサントンはネルソンマンデラ・スクエアを擁するサントン・シティなどのショッピングセンターが

立ち並び、またヨハネスブルク証券取引所をはじめ、投資銀行や経営コンサルティング事務所など数

多くの企業が本社を置く一大商業都市となっている。 

ヨハネスブルグおよびサントンに次いで大きな商業都市は西ケープ州のケープタウンである。南アが

オランダの植民地であった時代にケープタウンは貿易の要として栄え、ヨハネスブルグやダーバンが発

展するまでは南アで最大の都市であった。また、ケープタウンは欧米では観光地として人気があり、夏

季には海外および南ア国内の各地からも観光客が訪れる。また喜望峰やテーブルマウンテンなどの

世界的にも有名な観光名所も多い。 

また近年、南ア政府は、外資の投資を誘致するため、産業開発特区（Industrial Development 

Zone:IDZ）を設けている。主要な産業開発特区としては国際空港に接続された OR 国際空港産業開発

特区、湾岸に接したリチャーズ・ベイ産業開発特区、イーストロンドン産業開発特区、クハ産業開発特

区の 4 ヶ所がある。これらの産業開発特区は、工業団地となっており、固定資産に対する関税や付加

価値税、輸入税の適用が免除される保税区域（CCA）となっている。 
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図表 1 南ア国 各州の人口（百万人） (2006 年)および産業開発地区 

 

●：主要都市■：産業開発地区(Industrial Development Zone) 

（出所：www.southafrica.info/より PwC 作成） 

(ｲ) 主要交通網と都市間の関連 

南アでは道路の整備が進み、現在は自動車が輸送の主要な手段となっている。輸送の中心である

高速道路が 16 本あり、主要都市間は全て幹線道路で結ばれている。また、道路整備が進む以前は鉄

道が輸送の中心を担っていたこともあり、主要都市間も鉄道で結ばれている。2010 年の FIFA ワールド

カップ開催以前はヨハネスブルグ近郊の鉄道は非常に治安が悪かったために、現地に住む白人にす

ら利用されることが稀であったが、2010 年にヨハネスブルグと OR タンボ国際空港を結ぶハウトレインと

呼ばれる新しい鉄道路線が開通し、白人や観光客でも安心して利用できるようになっている。 

 

(ｳ) 都市と交通網における課題 

都市間および都市内の交通においてまず課題となるのは治安であろう。ヨハネスブルグ近郊は特に

であるが、現在でもカージャックや車上荒らし等の犯罪が頻発する。2010 年に発生したカージャックの

件数は約 1 万件であり1、一日あたり約 30 件発生している計算となる。今でもタウンシップ（旧黒人居住

                                                   
1 South African Police Service “Crime Report 2010/2011“ 
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区）や、スラム街）に高級車で立ち入るのは危険である。鉄道に関しては、先述の通り、以前は都心部

における利用は特に危険とされていたが、FIFA ワールドカップ開催時の政府による対策以降、路線を

適切に選択すれば問題のない程度には改善している。 

また、輸送の多くを自動車に依存することに関する弊害もある。その一つは、プレトリアやケープタウ

ンに見られるような、都市圏の郊外への拡大に伴う通勤距離・時間の長期化である。南アは道路インフ

ラが良く整備されており、かつ郊外型住居が一般的であることから、今後も自動車利用の優位性は保

たれ、自動車の所有率が下がることは考えづらい。2 

もう一つの弊害は、輸送手段を自動車に依存しすぎることによる、他の交通インフラ整備の未成熟

化である。南アでは高所得者層による自動車の所有率が高く、また中・低所得者層においてもバス利

用の普及率が高い。自動車以外の交通手段へのニーズが低いため、鉄道などの交通インフラがなか

なか発展しない可能性は指摘できよう。 

 

(2) エネルギー・資源  

(ｱ) 電力 

ここでは全ての産業において重要となる電力インフラの整備状況について説明する。 

また、電力インフラの整備状況、特に電力の安定性や全国の世帯の電化率などは対象国の市民の

生活レベルをイメージしやすくするための材料でもある。本項ではまず、南ア全体の電力量やそのエネ

ルギー源の構成、電力の需給バランスなどについて説明する。次に、国全体の世帯の電化率や電力

料金、安定性などを説明し、最後に電力インフラに関する課題と今後の展望について言及する。 

 

① 電力需給の現状 

南アはアフリカの中で最大の電力供給源となっており、南ア国内においては、南アの電気料金は世

界的に最低水準といわれるほど、非常に安価な電力を国民に提供している3。しかし、これだけの電力

を有する南アであるが、ここ数年で急増した電力需要に対し、自国の電力供給量が追いつけない状態

となっている。南アは 1994 年の民主化以降、経済発展が急激に進んでおり、工場や店舗、オフィスや

住居が新しく建設され、電力への需要が高まり続けているためである。2008 年はに電力需給が逼迫し、

大規模な停電が発生している。 

 

南アの発電事業は国有電力会社である Eskom 社が同国内で消費される全電力の約 95%を発電して

おり、事実上の独占状態となっている。また、Eskom 社は国内への供給だけでなくサハラ以南を中心に

周辺諸国への電力輸出も積極的に行っており、アフリカ大陸全体で消費される全電力の 45%を生産す

る。 

南アにおける最大電力量およびその構成の推移を図表 2 に示す。大量の電力を発電する南アであ

                                                   
2 海外鉄道技術協力協会 南アフリカ共和国ケープタウン市新交通システム建設計画予備調査報告書

（1996）に詳しい 
3 出所：ARC 国別情勢研究会「ARC レポート 南アフリカ共和国 2011/12 年版」(2011) 
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るが、そのエネルギー資源は石炭に大きく偏っている。南アには推定で 2.24 億 t の石炭が埋蔵してい

る（世界で第 5 位）。南アは石炭によって同国全体の発電量の約 77%を発電している。同国で発掘され

る石炭のうち、発電に利用されるのは約 53%である。約 25%は国外へ輸出され、これにより南アは世界

第 3 位の石炭輸出国となっている。残りの石炭は国内の様々な産業へ配分されている。 

同国の電力源には、石炭のほかに（自流式）水力発電、揚水発電、火力発電、原子力発電、風力発

電が存在する。南アはアフリカ大陸で唯一の原子力発電所を有する国である。ケープタウン郊外に位

置する Koeberg 原子力発電所には原子炉が 2 機建設され、1 号機が 1984 年、2 号機が 1985 年にそ

れぞれ運転を開始した。原子量発電が南アの総発電量に占める割合は約 5%である。 

 

図表 2 南アにおける最大電力とその構成の推移 

 

 （出所：Eskom） 

 

図表 61 は主要国・地域における国民一人当たりの消費電力量（2011 年）を比較したものである。南

アは OECD の平均には及ばないものの世界平均を超えており、BRICS 諸国の中ではロシアに次ぎ 2

番目の消費電力量を誇る。 
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図表 3 主要国・地域における国民一人当たりの消費電力量（2011 年） 

 

 
（出所：International Energy Agency “Key World Energy STATISTICS” 2011） 

 

冒頭で述べた通り、現在の南アの経済は、電力需要に供給量が追いつかないほど成長を続けてい

る。Eskom はこの経済成長の様子を注意深くモニタリングしており、増加する需要を賄うために必要な

供給量を計算している。国際的な水準として、国内の総電力需要に対し 15%の予備電力容量を保持し

ておくことが電力の安定供給を実現するためには必要とされているが、南アの総予備電力容量は 2008

年以降低迷しており、約 6%～12%の値で推移している。 

 

図表 4 Eskom の供給予備率の推移 

 
 （出所：Eskom） 
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現在のこうした電力不足の理由には、南ア政府及び Eskom 社が南アの経済成長のそれに伴う電力

需要の増加量を低く見積もったことが指摘されている。 

1997 年から 2000 年にかけ、過剰な発電設備を抱えていた Eskom 社は、過剰設備の廃棄または売

却による処理を進め、計 34 ヶ所（合計出力にして 4,814MW）の発電設備を廃止した。当時、すでに中長

期的には南アの電力需要が高まることは予想されていたが、新たな発電所の建設には長い期間を要

すること、また Eskom 社の意思決定に時間がかかり、設備投資への取り掛かりが遅れたことにより、新

規発電所の建設計画は実行されなかった。南ア政府は1998年のエネルギー白書の中で、独立発電事

業者（Independent Power Producer: IPP）の市場への進出を推奨したが、同国の電気料金は Eskom に

より非常に安価に設定されていることもあり、IPP の進出はほとんど進んでいない。現状は、古い発電

設備を改修し、再稼動することで電力不足への対応を図っている。 

 

② 電化率 

南ア国内において、電力へのアクセスを持つ世帯数は、1994 年には 50,9％（450 万世帯）であったが、

2010 年には 74,9％（940 万世帯）まで向上した4。 

 

③ 電力インフラの展望 

2010 年 10 月、エネルギーに関する関係閣僚委員会（Inter-Ministerial Committee on Energy）が総合

資源計画（Integrated Resource Planning: IRP）草案を承認した。この草案にはエネルギー資源の分散

化および地方の雇用創出という目的が盛り込まれ、2030 年までに国内で生産する電力のエネルギー

源の割合を、石炭火力発電 48%、原子力発電 14%、再生可能エネルギー16%、ピーキング5・ガスタービ

ン火力発電 9%、ピーキング揚水式発電所 6%、ミッドメリット式6ガスタービン発電 5%、ベースロード7水力

発電（輸入）2%、とすることが計画されている8。なお「再生可能エネルギー」については、同年 12 月にそ

の具体的な内容が、太陽光発電、太陽熱発電および風力であると明示された。 

IRP は南アにおける今後 25 年間の発電量および電力輸送設備の開発のための持続可能な電力投

資戦略を構築するために策定された。この投資戦略には、需要サイドの管理や、電力料金の価格設定、

そして Eskom 社および IPP の発電能力が全て含まれている。 

 

(ｲ) 燃料（ガソリン・ガス） 

① ガソリン 

先述の通り、南アではエネルギーのほとんどを石炭に頼っており、石油はほぼ全て国外から輸入し

ている。現在の南アのハウンテン州におけるガソリン平均単価はハイオク（オクタン価：95）10.95ZAR、

                                                   
4 Eskom 
5 電力需要のピーク時にのみ発電する応答性の優れた発電方法をピーキング発電という 
6 電気料金が高騰した時は稼動し、低落した時には停止する発電方式のこと 
7 最低量を固定した稼動状態のこと 
8 南アフリカ共和国エネルギー省「INTEGRATED RESOURCE PLAN FOR ELECTRICITY 2010-2030」

（2011）http://www.doe-irp.co.za/content/IRP2010_2030_Final_Report_20110325.pdf 
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レギュラー（オクタン価：93）10.77ZAR である（2012 年 2 月 1 日時点）9。南アも近年の世界的な原油高

の影響を受け、ガソリン価格は上昇の傾向にある。 

 

② ガス 

天然ガスがほとんど採取できない南アにおいては、LP ガスや都市ガスは家庭で使用される燃料とし

ては一般的ではない。バーベキューなどの用途のために LP ガスが購入されることはあるが、それ以外

の目的で日本のように炊事や給湯に利用されることはない。 

 

③ 非電化地域のエネルギー 

南アでは電力以外の燃料としてバイオガスおよびバイオマスが普及している。特に電力へのアクセ

スがない世帯においては、これらの燃料は生活の中心的なエネルギーである。 

バイオガスは供給電力の代替エネルギー源としてよく農業に利用される。動物の排泄物から発生す

るガスは、燃焼することにより、牛や豚などの家畜の飼養場用の暖房として利用されたり、簡易な電力

に変換して利用されたりする。 

バイオマスは家庭内で利用されることが多い。ここでいうバイオマス燃料とは、薪や藁、木材、動物

の糞、植物質、農業廃棄物などを含み、発酵させてアルコールを取り出すか、もしくはそのまま燃焼さ

せて、調理熱や家庭内の照明として利用する。電力の供給が行き届いていない南アの農村部の多くは

バイオマスに頼って生活している。 

 

 

  

                                                   
9 「世界の燃料価格リスト」国際自動車連盟（FIA） www.jaf.or.jp/inter/fuel/pdf/pdf_fueleng.pdf 
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(ｳ) 水 

南アで利用される水量の主要産業別割合を図表 63 に示す。農業・灌漑用水に全水量の 60%が利

用されており、人々の生活用水を含む政府・地方自治体用水が 27%を占め、これらだけで全水量の 9

割近くを占めている。 

 

図表 5 南アにおける主要産業別の水使用量の割合（％） 

 

(出所： Creamer Media (Pty) Ltd South Africa’s water sector 2011) 

 

① 飲料水 

南ア水利省10によれば、南アの国民約 5 千万人のうち、1.65 万人が上水道へのアクセスを持たず、さ

らに 1.98 万人が政府の作成した復興開発計画で定められるサービス水準を満たしていない11。南ア政

府が策定した復興開発計画では、国民が住居から 200m 以内で一人最低 25 リットル／日の衛生的な

水を利用でき、かつ 7 日間以上にわたって水の供給が途絶えることのない状態を目標としている。 

 

② 農地用水（灌漑） 

南アでは、図表 5 南アにおける主要産業別の水使用量の割合（％）で示したとおり、同国内におい

て利用可能な総水量のうち、60%が灌漑用水として利用されており、南アで生産される果物や野菜、ワ

インの 90%が灌漑を利用した農地で生産される。しかし、南アの耕地面積および永年作物地面積はそ

れぞれ 1450 万 ha、95 万 ha 前後で尐なくとも 2000 年以降はほとんど変化がない。このうち、灌漑農地

の面積はわずか 100 万 ha 強とされており12、非常に限られている。そのため、南ア農林水産省は灌漑

スキームの改修および新規開発を優先政策と位置づけている。 

                                                   
10 South African Department of Water Affairs (DWAF) 
11 201１Creamer Media “2011 Real Economy Insight: Wate” 
12 JICA 研究所 「南部アフリカ援助研究会報告書 ［第 2 巻］南アフリカ・本編」 (2000 年) 
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(ｴ) エネルギーにおける課題 

① 電力供給不足 

南アでは 1970～80 年代に設置した発電施設の老朽化が進むにも関わらず、1990 年代に電力設備

への投資が控えられてきた。そのため、南ア国内および近隣諸国の経済成長に伴う電力需要増加に

電力の供給が追いついていない状況となり、2008 年に南アに大停電をもたらすほど電力の需給は逼

迫した。2012 年現在では需給のバランスが多尐落ち着き、停電が発生することはないものの、今後の

南アおよび周辺国の需要増加に備えるための設備投資が急務となっている。 

 

② 石炭依存のエネルギー構造からの脱化 

南アのエネルギー源に占める石炭の割合国際エネルギー機関(IAE)の発表13によると、2009 年度時

点で 68%であり、南アはエネルギーの大部分を石炭に依存していると言える。しかし、石炭火力発電は、

その発電施設の増設に多大な資金と時間を要すること、また二酸化炭素排出量が非常に多く地球温

暖化に影響を及ぼしかねないことなどがデメリットとしてあげられる。2010 年に南ア政府がまとめた総

合資源計画では、2030 年までに国内で生産する電力のエネルギー源に占める石炭火力発電の割合

を 48%まで引き下げることが目標として盛り込まれている。 

 

 

図表 6 南アにおけるエネルギー供給源の内訳 

 

③ 国内の電化率 

南アは他アフリカ周辺国に比べ国内の電化世帯率が非常に高いとは言え、2010 年時点でもまだ

25.1％（315 万世帯）の世帯が電力にアクセスできない状態にある14。今後国内の送電・配電施設を増

強し、これらの世帯に安定的に電力を供給することが求められる。 

 

                                                   
13 IEA ホームページ http://www.iea.org/stats/balancetable.asp?COUNTRY_CODE=ZA 
14 Eskom 
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3% 
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http://www.iea.org/stats/balancetable.asp?COUNTRY_CODE=ZA


 現地における基礎的生活環境 

 

(3) 物流網 

(ｱ) 道路網 

南アの道路はよく整備されており、その多くがアスファルトで舗装されている。また日本に比べても高

速道路が広く、幹線道路は双方向合わせて 8-１０車線を持つことも珍しくない。 

 

(ｲ) 鉄道網 

アフリカでは植民地時代に一次産品を運び出す手段として鉄道建設が進んだ。その中でも南アは、

特に内陸国の鉱物資源を港へ搬出する手段として鉄道建設を進め、今ではアフリカ大陸ではもっとも

整備された地域鉄道網を有している。南アの鉄道網は南ア製品の輸出搬送ルートとして利用されるだ

けでなく、アフリカにおける域内経済交流が活発化した現在では、南ア経由での内陸国からの鉱物資

源輸出も増加している15。昨今では道路網の整備が進んだことにより、鉄道の旅客数は減尐しており、

貨物利用の割合が増加している。 

南アの鉄道は主に運輸公社トランスネット(Transnet)の鉄道部門子会社スポールネット(Spoornet)に

より運用されている。スポールネットは鉄道インフラ整備と機関車の増強を図りつつ、鉄道網と港湾を

結びつけることによって輸送コストの削減を図り、物流の円滑化、経済発展の手段とすることを目指し

ている。 

経済産業省「平成 23 年度民活インフラ案件形成等調査 南アフリカ共和国・ヨハネスブルグ～ダー

バン間高速鉄道調査報告書」16によると、南アの都市間の旅客輸送は航空及び自動車に依存している

ため、持続的な経済成長のために、高速鉄道計画が重要な課題であるとされている。また、同報告書

において、すでに 2010 年 2 月にズマ大統領が国会において、鉄道を含むインフラ開発を重点分野と

位置付け、南アフリカ共和国運輸省（DOT）も 2050 年を目標年次とする全国交通マスタープラン

（NATMAP）であるの中で高速鉄道３路線の整備が提案されているなど、政府内でもその必要性は認

識されており、既に経済産業省が当該エリアの支援に向けて調査を開始している。 

 

(ｳ) 港湾 

南アには主要な商業港が 7 港存在し、これらは全て公共企業省傘下の TRANSNET における一部

門である PORTNET によって運営されている17。取扱重量（トン）で見れば南アで最大の貨物量を取り

扱うのは、世界最大の石炭積出量を誇るリチャードベイであるが、最大のコンテナ取扱量を誇るのはダ

ーバン港である。 

  

                                                   
15 JETRO アジア経済研究所 （関隆夫 編）「企業が変えるアフリカ－南アフリカ企業と中国企業のアフリカ

展開－」(2006) 
16 www.meti.go.jp/meti_lib/report/2012fy/E001973-1.pdf 
17 JICA 研究所 「南部アフリカ援助研究会報告書 ［第 2 巻］南アフリカ・本編」 (2000) 
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図表 7 南アの主要な商業港 

 

（出所： Business Monitor International “South Africa Shipping Report Q1 2012”） 

 

 

図表 8 南アのコンテナ取扱貨物量上位 3 港の 2008 年～2010 年の取扱貨物量 

 
（出所： Business Monitor International “South Africa Shipping Report Q1 2012”） 
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図表 9 南アの主要港の位置 

 

（出所：PwC 作成） 

 

(ｴ) 空港網 

南アには小空港を含めて 200 余りの空港が存在する。このうちヨハネスブルグ、ケープタウン、ダー

バンにある 3 空港が国際空港である。南ア最大の空港はヨハネスブルグ国際空港である。同空港は年

間 1,700 万人に利用され、年間 10 万 5,000 機の航空機が着陸し、アフリカとヨーロッパ、北中米、アジ

アなど世界中の都市とを結ぶハブ空港としての機能を有している。 

ダーバンでは旧来、ダーバン国際空港が旅客および商業用の国際空港として利用されていたが、同

空港を発着する全ての便が 2010 年 5 月 1 日に新しく開港したキング・シャカ国際空港へと移転された。 

 

(ｵ) 物流網における課題 

南アの物流面に関しては、港湾の貨物取扱能力が主要な課題として指摘される。南ア最大のコンテ

ナ取扱量を誇るダーバン港は、近年の南アの経済成長のため、その貨物取扱能力が限界に達してお

り、現在は沖合における船舶の入港待ちが発生している状況である。その結果、現地進出日系企業は、

輸入部品の在庫増や輸出品の保管期間延長を余儀なくされている18。ダーバン港は港湾スペース上、

今後の拡張に制約があるため、南アにおけるリチャーズ・ベイ港の活用とともに、SADC 内貿易を活性

化にもつながるモザンビークのマプト港の開発計画に対し 1997 年 669 百万 USD を投資しており同港

の開発に力を入れていた実績がある。19 

  

                                                   
18 リブロ国別情勢研究会 「ARC レポート南アフリカ共和国」(2012) 
19 JBIC（2000） 「南部アフリカ地域経済圏の交通インフラ整備」 
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2. 生活環境 

LSM 

南アの生活環境を理解する上で便利な指標が LSM（Living Standard Measure）である。LSM とは、商業

的な目的から、南ア国民の生活水準を 10 区分し、各区分の消費行動等を把握するために用いられる指

標である。LSM は人種などの旧来のセグメントではなく、居住する地域の都市化の程度や自動車や家庭

用電化製品の所有状況などから図る「生活水準」をグループ分けの基準としている20。SAARF（South 

African Advertising Research Forum、南アフリカ広告研究基金)によって開発された。南アではほとんどの

会社のマーケティング担当者に知られる有名な指標である。ここではこの指標に従って、各 LSM グループ

の所得、居住地域、人種について説明する。 

 

下図表は、各LSMグループにおける月額収入の内訳を示す。LSM7以上の人の約8割が月額8千ZAR

以上の収入を得ており、LSM4 から 6 の間の人の半数が 2.5 千～8 千 ZAR の月額収入を得ている。一方、

LSM1～3 では約 7 割の人が月額 2.5 千 ZAR の収入で暮らしていることがわかる。 

 

図表 10 南アの LSM グループ別に見る月額収入（ZAR）(2011 年) 

LSM1～3   LSM4～6        LSM7～10 

 

 

（出所：South African Audience Research Foundation） 

 

  

                                                   
20 LSM の基準は 2004 年に改定されたものが最新であり、その判定項目には以下の項目が含まれる；温

水シャワー、冷蔵庫、電子レンジ、水洗トイレ、ビデオデッキ、掃除機、洗面所、PC、電気ストーブ、TV、乾

燥機、電話機、オーディオ、キッチンシンク、ホームセキュリティ、冷凍庫、上水、ケーブルテレビ、食器洗

い機、ミシン、DVD プレイヤー、自動車、携帯電話、メイド、都市に居住しているか、住居の種類。 
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下図表は、は各 LSM グループにおける居住地域の割合を示す。LSM7 以上の人の 6 割以上は主要都

市（人口 25 万人以上）に住み、また都市（人口 4 万人以上、25 万人未満）も含めれば約 8 割が主要都市

もしくは都市に居住している。LSM4～6 になれば、半数近くが郊外、地方、または内陸部住み、LSM1～3

では 9 割以上の人が郊外に暮らしていることがわかる。 

 

図表 11 南アの LSM グループ別に見る居住地域(2011 年) 

LSM1～3   LSM4～6     LSM7～10 

 

 

（出所：South African Audience Research Foundation） 

 

 

図表 68 は各 LSM グループにおける人種の割合を示す。LSM7 以上の人の 3 割以上は白人であり、こ

の LSM レベルを占める人々に占める黒人の割合は半数に満たない。LSM4～6 になれば、9 割以上が黒

人となり、LSM1～3 ではカラードがわずかに存在するが、ほぼ全員が黒人という状態である。 

 

図表 12 南アの LSM グループ別に見る人種の割合（2011 年） 

 

LSM1～3       LSM4～6         LSM7～10 

 

（出所：South African Audience Research Foundation） 
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(1) 住環境（富裕層・中間層・貧困層別） 

(ｱ) 住宅（場所や地域特性、住居そのものの質） 

① 高所得者層 

大きな国土を有する南アでは、およそ LSM 7 以上の高所得者は広い庭付きの一戸建てに住むこと

が多い。また、LSM 4 でしばしば、LSM 5 以上であればほぼ全ての家庭がメイドを雇っていると言われ

ている。 

 

図表 13 LSM 8 または 9 の住居の様子 

     

     

（出所：PwC 撮影 (2012 年)） 

［左上］庭にあるプール 

［右上］キッチン。調理は毎日メイドが行う 

［左下］リビングルーム 

［左下］バスルーム 

上記写真の世帯について 

・住居の概況：一階建て。バスルームが 3 つある。 

・家族構成：夫婦、子供 2 人。メイドを一名雇用している。 

・主人は外資系企業の役員を務める。 

・LSM は 8 または 9、収入は 250～300 万 ZAR（PwC 推定） 
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② 中所得者層 

中所得者層は、都市部ではアパートに、郊外では一戸建てに住むことが多い。 

 

図表 14 LSM 5 または 6 の住居の様子 

     

 

 

上記写真（上段）の世帯について 

・住居の概況：一階建て。バスルームは 1 つ。 

・家族構成：夫婦、子供 1 人。 

・主人は自営業。 

・LSM は 4 または 5（PwC 推定）。収入は不明。 

 

 

  

［左上］一戸建て住宅の外見 

［右上］一戸建て住宅のリビングルーム 

［左下］アパートタイプの住居のキッチン。 

 

（出所：PwC 撮影 (2012 年)） 
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③ 低所得者層 

南アの低所得者層も他のサブサハラ諸国同様、スラム街（またはタウンシップ）に暮らす人々は多い。

しかし、南ア政府が住環境の整備に力を入れていることもあり、その環境は改善されつつある。 

 

図表 15 LSM 1～3 の住居の様子 

     

 

 

上記写真（右上）の世帯について 

・住居の概況：一階建て。トイレが屋外にある。シャワーはなし。 

・家族構成：小学生 2 人。（両親死去のため、子供だけで暮らしている） 

・LSM は 1 または 2。収入は不明。 

  

［左上］家屋の外見 

［右上］キッチン 

［左下］リビングルーム。スラムの中では

比較的裕福な家庭である。南アでは低・

中所得者であっても家具屋の可割賦払

い制度を利用して家電を購入することが

ある 

（出所：PwC 撮影 (2012 年)） 
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(ｲ) 電気・ガス・上下水道、家財道具（家電含む） 

図表 16 所得層別に見る住宅環境の様子 

 高所得者層 中所得者層 低所得者層 

LSM 7～9 4～6 1～3 

年間所得 概ね 5000～20000R 概ね 1000～11000R 概ね 0～5000R 

住宅（場所や

地域特性、住

居そのものの

質） 

多くは広大な庭にプー

ルが付いた一戸建て

に住む。 

都市部であればマン

ション、郊外であれば

一戸建てに住む。 

低所得者層の中でも

ある程度の収入を持

つ人々は都市部のア

パートに住む。低所得

者層の中でも特に貧し

い人々はタウンシップ

またはスラム街に住

む。 

電気・ガス・上

下水道 

全ての住宅に電気と上下水道が行き届いてい

る。 

南アではバーベキューなどの特別な時以外は

ガスを使用しない。 

タウンシップまたはス

ラムによっては電気・

上下水道を利用でき

る。ただし、それらの

地域においては正規

の手続きを経ずに送

電線から直接電線を

引く家庭も見られる。 

家財道具（家

電含む） 

日本を含む先進国の一般的な家庭に見られる

家電製品は一通り利用されており、品質も先進

国と同等である。高所得者層と中所得者層との

間には、所有する家財道具の種類に明確な差

があるわけではなく、日本と同様に、高所得者

層の方がそれぞれの製品の品質がやや高い程

度である。 

タウンシップ内の家庭

であってもテレビや音

響機器、冷蔵庫を有す

る家庭は多い。多くの

場合、それらは中所得

者層以上の家庭で使

用されていた製品の

中古品である。 
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(ｳ) 通信 

南アではインターネットの普及が急速に進み、2009 年に約 500 万人であったインターネットユーザー

数が 2012 年には 800 万人を突破すると見られている。 

 

図表 17 南アのインターネットユーザー数と普及率の推移 

 

(出所：BMI Report South Africa Telecommunications Q1 2012.) 

 

また、南アでは携帯電話の契約件数も伸び続けており、2012 年には携帯電話の普及率は人口数を

越えており、1 人につき複数台所有するものと見られている。 

 

図表 18 南アの携帯電話契約数 

 

｛出所 BMI Report South Africa Telecommunications Q1 2012.） 

 

携帯電話の契約者数が伸びる一方、固定電話の契約数は減尐を続けており、2012 年には 100 世帯
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あたりの契約数は 8.4 件程度になるものと見られている。 

 

図表 19 南アにおける 100 世帯あたりの固定電話の契約数 

 

（出所：BMI Report South Africa Telecommunications Q1 2012.） 

 

 

(ｴ) 安全・防犯 

南アの治安は非常に悪く、特に中心地ヨハネスブルグは世界で最も治安が悪い地域の一つと言わ

れる。外務省の海外安全ホームページによれば、長期滞在する在留邦人や出張者、個人旅行客の強

盗や窃盗被害が複数報告されているという。図表 77 は南ア国における人口 10 万人あたりの殺人事

件の被害者数を他 BRICS 諸国および日本・米国と比較したものである。南アにおける殺人事件の発生

確率は、米国の約8倍、日本の約80倍もの高さである。南アにおける重犯罪の種類と割合を下図に示

す（2010 年度分）。 

 

図表 20 各国の 10 万人あたりの殺人被害者数 

 

（ケニアは 2008 年、インド・日本は 2009 年、他は 2010 年） （出所：UNODC21） 

                                                   
21 http://www.unodc.org/unodc/en/data-and-analysis/homicide.html 
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図表 21 2010 年の南アにおける重犯罪の種類 

 

（出所：Crime Report 2010/2011 South African Police Service22） 

 

このような現状の下、南ア政府が治安改善に注力し、警察官の増員や施設の充実を図っているもの

の、周辺諸国からの不法移民を含む貧困層の流入や外国人を含む組織化された犯罪シンジケートの

活動、大量の銃器の不正流通などは現在も続いている23。 

南アに駐在する日本人会社員に治安に関する話を伺ったところ、ここ数年で日本人が路上で襲われ

たというような話は聞かなくなったが、強盗や自動車盗難はいまだに発生するという。南アに駐在する

場合、必然的に治安の良い場所を選び、信頼できる警備会社に警備を依頼するなどの対策は必須と

なる。 

 

 

  

                                                   
22 http://www.saps.gov.za/statistics/reports/crimestats/2011/crime_situation_sa.pdf 
23 外務省海外安全ホームページ（南アフリカ） 

http://www2.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo.asp?id=122 
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警察の取締により発覚す

る類の犯罪 

放火・器物破損 
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(2) マーケット（広義のマーケットと市場（いちば）など狭義のマーケット） 

(ｱ) マーケットの種類と主な顧客層 

ショッピングセンター 

主な対象客 中所得者～高所得者 

主な経営者 南アの不動産（ディベロッパー） 

市場の特徴 日本の郊外に見られるようなショッピングセンター。映画館やフードコート、ゲ

ームセンター等が併設する複合商業施設であることが多い。センターによっ

ては国際的な高級ブランドも入居している。 

例  Nelson Mandela Square 

 Sandton City 

 Canal Walk 

スーパーマーケット 

主な対象客 低所得者～高所得者 

主な経営者 外資の小売店経営会社24 

市場の特徴 日本で見られるようなスーパーとほぼ同じである。日本に比べると売り場面

積がやや広いことが多く、消費者が一度に購入する量も多い。 

例  Shoprite 

 Woolworths 

 SPAR 

 Pick n Pay 

個人商店・専門店 

主な対象客 低所得者～高所得者 

主な経営者 家族経営、個人 ※インド人が経営していることも多い 

市場の特徴 個人もしくは家族で営む独立型の小型店舗である。日本でいうところのパパ

ママショップである。 

例 個人経営の電器店や衣料品店 

露店・オープンマーケット 

主な対象客 低所得者 

主な経営者 個人 

市場の特徴 観光地やホテル近くの大通り等に、ビニールを敷く、あるいは屋台形式の店

を構えるなどして商品を販売する。観光客向けの土産品や、低所得者層向

けのシャンプー等の日用雑貨が主な取扱製品である。 

例 個人経営の電器店や衣料品店 

 

                                                   
24 ただし例示する企業のうち Pick n Pay は南ア起源の企業。 
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南アでは他アフリカ諸国と同様、インフォーマルビジネスが産業において大きな役割を果たしている。

インフォーマルビジネスとは、政府の許認可を得ずに行う事業を広く指す言葉であり、政府や徴税機関

が把握しきれていない、あるいは管理が追いついていないビジネスのことである。南アにおけるマーケ

ットの約 9 割の企業数がインフォーマル・ビジネス（政府に届けを出していない取引）となっている。 

図表 22 南アのカテゴリ別企業数 

 

（出所：SA Market Summaries “Foodstuffs - Retail and Wholesale”） 

 

(ｲ) 販売している商品の特徴や品質 

先進国で流通している商品の種類は基本的には南アの市場にすでに存在すると考えてよい。ただし、

文房具などの一部の消費財については、日本の商品と比較すると品質面で見劣りする商品が多々見

受けられる。 

図表 80 は南アにおいて、高所得者、中所得者、低所得者層をそれぞれ主な対象とする市場を抽出

し、それぞれの物価水準を比較したものである。本調査では、各市場における消費者が一回の購買で

支払う金額を参考にするためにも、各市場で「最も消費者に人気のある商品はどれか」という店員への

質問に対する返答をもとに商品を抽出している。従って、「金額」の項は必ずしも各市場で同量の商品

を比較しているわけではない点に注意されたい。 

全体の傾向として高所得者層を主な対象とする市場ほど、商品単価は高くなることが読み取れる。

なお、一部の商品、例えばメイズ粉や固形石鹸では低所得者向けの市場の方が高単価となっている

が、これは中・高所得者向けのスーパーマーケットが一時的に行うキャンペーン等によるものである。 
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図表 23 南アの各市場の物価比較 

 

 

（出所：PwC 調べ  調査時期：2012 年 6 月） 
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(ｳ) 商品物流のしくみ 

南アにはバイイング・グループと呼ばれる、卸売り・小売業を統括する独自の組織形態が存在する。

南アの小売業に商品を卸す場合は、これらのグループと交渉を行う必要がある。 

 

図表 24 南アにおける食料雑貨のサプライチェーン 

 

（出所：Thabelo Ravhugoni and Mfundo Ngobese “Disappearance of Small Independent Retailers in 

South Africa: The Waterbed and Spiral Effects of Bargaining Power”より PwC 作成）  

サプライヤー (e.g. Tiger Brands, Unilever, Coca-Cola, SAB) 

卸売り 
(eg. Metro, Makro, Jumbo) 

最終消費者 

バイイング・グループ 
(e.g. Shield, IBS, UMS) 

流通センター 

独立系小売店 
(Freedom, Rhino) 

中・大規模小売店 (Spar, 
Pick n’ Pay, Shoprite)) 
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(ｴ) マーケットの実際（現地写真など） 

① 中・高所得者層向け市場 

南アでは中所得者層と高所得者層向けの市場を明確に区別することは難しい。例えば国際的な高

級ブランドの衣料品を扱う百貨店は存在するが、日本がそうであるように、高所得者層が常にそこで買

い物をするわけでなく、また中所得者層がそのような高級百貨店に足を運ばないわけでもない。以下

は中および高所得者の両方が訪れる市場の様子である。 

     

     

 

 

  

［上段左］ショッピングモール内の様子 

［上段右］ショッピングモール内の家電量

販店に並ぶ電子レンジ 

［中段上左］ショッピングモール 1 階のス

ーパーのレジの様子 

［中段右・下段］街中の道路沿いに店舗

を構えるスーパーの店内の様子 
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② 低所得者層向け市場 

南アでは低所得者であっても百貨店やショッピングセンターを訪れることがあり、中所得者層と低所

得者層向けの市場を明確に区分けすることもまた容易ではない。南アは他のサブサハラ諸国とは異な

り、タウンシップまたはスラム街に住む人々であってもタウンシップまたはスラム街近辺にあるShopRite

などのスーパーで買い物をすることが多い。しかし一方で、以下に示す路面店のような、低所得者は頻

繁に利用するが高・中所得者があまり利用しない市場というのは存在する。 

    

      

 

［左上］通りに並ぶ商店の様子 

［右上・左下］通りの商店に陳列されるシャンプーなどの消費財 

［右下］屋内にてワゴン形式で商品を販売する商店 
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3. 労働者環境 

(1) 労働者を取り巻く環境 

(ｱ) 業種別の主な職業とその割合 

下図表は、南アにおける労働者数の産業別構成比を示している。貿易従事者が最も多いのが南ア

の特徴である。貿易の次に多いのが製造業および金融・その他であり、一般的に途上国に見られる第

一次産業中心の構造ではないことがわかる。また、下表において失業者も含めた全労働者数に占め

る公務員の割合が 16%を占めているが、南アでは先進国と比較して人口当たりの公務員の数が多いと

言われている。南アの失業率は非常に高く、統計上はおよそ国民の 4 人に一人が失業している。 

 

図表 25 南アの労働者数の産業別構成比（2012 年 1 月～3 月） 

 
（出所：Statistics South Africa "Quarterly Labour Force Survey Quarter 1, 2012”） 
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(ｲ) 業界における平均給与（業界水準）や賃金体系 

図表 26 職業別の平均月給（2010 年）（単位：ZAR） 

 

（出所：Monthly earnings of South Africans, 2010） 

 

 

主要業種における賃金に関する動き 

運送業界 

運輸公社トランスネットの労働者の 9 割近くが加盟する合同運輸労働組合(UTATU)と南ア運輸労働

者組合(SATAWU)が 2010 年に主導した大規模なストライキにより、11%の賃上げが実施された。 

 

電力業界 

電力会社エスコムにおいては、ワールドカップ期間中にストライキが実施されるとの話があったが、

結果的にストライキは回避され、9%の賃上げで妥結した。 

 

自動車業界 

2010 年にストライキ。2010 年は 10%の賃上げ、2011 年と 2012 年は 9%ずつの賃上げで妥結した。 
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インフォーマルビジネスについて 

南アでは他アフリカ諸国に比べればインフォーマルビジネスは尐ないものの、それでも全労働人口

のうち 1 割強はインフォーマルセクターに従事している。インフォーマル従事者の所得は全労働者の中

間値で見ればフォーマルセクターの半額以下となるが、農業従事者や個人契約者（メイドなど）に比べ

ると若干高い。 

 

図表 27 南アのインフォーマルセクター従事者の割合（2011 年） 

 

（出所：Statistics South Africa (2011) “Quarterly Labour Force Survey Quarter 2, 2011”25） 

 

図表 28 南アのフォーマル、インフォーマルセクターの所得水準（2010 年） 

 

（出所：Statistics South Africa (201０) “Monthly earnings of South Africans, 2010”26） 

 

                                                   
25 http://www.statssa.gov.za/publications/P0211/P02112ndQuarter2011.pdf 
26 http://www.statssa.gov.za/publications/P02112/P021122010.pdf 
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(ｳ) 福利厚生 

海外職業訓練協会の調査によれば、南アでは、上級の管理職や特別な技術者を除き、一般的に企

業は基本的な福利厚生を持つ。例えば、成果に対する報酬や、中堅の従業員に対する社用者、平均

以上の成果に対する報酬などである。なお、これらは全て課税対象となる。医療費補助も標準的な慣

行として存在する。上級管理職や役員に対しても自社株の供与、全額会社費用負担の旅行やその他、

人材引き留めのための種々のインセンティブがある27。 

 

(ｴ) 労働者（保護）に関する各種法律や規制 

労働者の保護に関する法律として、南アには下記の法律が存在する28。 

 

 雇用条件基本法（Basic Conditions of Employment Act, 1997） 

労働時間や時間外・休日労働の場合の割増賃金、有給休暇、その他の基本的な労働条件の最低ラ

インを定めている。 

 

 労働関係法（Labour Relations Act, 1995） 

労使交渉、ストライキ・ロックアウトの権利、不当労働行為など、労使関係全般について定めている 

 

 失業保険法（Unemployment Insurance Act, 2001） 

失業保険に関する法律である。 

 

 雇用均等法（Employment Equity Act,1998） 

 公共部門と民間部門のすべての事業主に適用される雇用均等に関する条項と、指定事業主にの

み適用されるアファーマティブ・アクションについて定める。一部を除く政府機関および、従業員数が 50

人以上の事業主、または年間収益が業界毎に定められた一定金額を超える事業主が指定事業主とみ

なされる。 

 

 技能開発法（Skills Development Act, 1998）／技能開発税法 （Skills Development Levies Act, 1999） 

 労働者の技能開発促進のためにある技能開発税について定めた法律。上記両法に基づき、年間

給与総額が 50 万 ZAR を越える事業主は、会社の年間給与額の 1％に相当する技能開発税（SDL）の

納付を義務付けられる。 

 

  

                                                   
27出所：財団法人海外職業訓練協会「南アフリカ－職業能力基準、職業能力評価制度」 
28出所：アジア経済研究所 宇佐見・牧野編 『新興工業国における雇用と社会政策：資料編』調査研究報

告書(2006)、および在南アフリカ共和国日本大使館「南アフリカ共和国におけるＢＥＥ政策 -法的枠組み

の全体像-」(2010) 
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 BBBEE 法(2003) 

BBBEE(Broad Based Black Economic Empowerment)法はアパルトヘイトにより大部分の南ア人が技

能へのアクセスや生産的資産の所有から排斥されていた事実を認めており、同法は憲法上の平等権

の達成を推進することにより、そうした負の遺産を克服する枠組みを提供しようとするものである。民間

部門は、同法および同規準による法的拘束を受けないが、BEE の推進を怠った場合には政府調達へ

の応札において不利になるなど、事業に悪影響を及ぼす可能性がある。 

 

BBBEE 政策の対象となるためには、下記の条件のいずれかを満たす必要がある。 

・ 南アで生まれた黒人であること。 

・ 南アで生まれて亡命した先祖を有する黒人であること。 

・ アパルトヘイト終了後に南アで生まれており、アパルトヘイトが現存していたら不利益を受けたで

あろう黒人であろうこと。 

・ 新憲法の発足前に南ア市民となった黒人であること。 

 

すなわち、アパルトヘイト体制の終了後に南アに移民した場合には、BBBEE の対象となる「黒人」に

は含まれない。また、白人女性や白人障害者は、後掲する BBBEE スコアカードの対象とはならないが、

一部の他の法律のもとではアファーマティブ・アクションの対象とされることもある。 

 

BBBEE 政策の法的枠組みの全体像については、在南アフリカ共和国日本大使館作成の資料を参

照して頂きたい。 

在南アフリカ共和国日本大使館 

「南アフリカ共和国におけるＢＥＥ政策 - 法的枠組みの全体像 -」 

http://www.jetro.go.jp/jfile/country/za/invest_11/pdfs/bee_jpn.pdf 
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(2) 労働者の能力 

(ｱ) 学歴やバックグラウンドとその割合 

図表 84 は各 LSM グループにおける最終学歴を示す。LSM7 以上の人は、ほぼ全員が高校へ入学

し、全体の 7 割が高校を卒業、さらに全体の 3 割が大学を卒業していることがわかる。LSM4～6 では高

校中退者と高校卒業者は合わせて 8 割近くを占めるものの、大学等の卒業者は尐なく、全体の約 6%と

なる。LSM1～3 では大学等の卒業者は 1%にとどまり、全体の約 4 割が高校未進学者である。 

 

図表 29 南アの LSM グループ別に見る教育水準（2011 年） 

LSM1～3       LSM4～6         LSM7～10 

 

（出所：South African Audience Research Foundation） 

 

 

(ｲ) 現場研修や職業訓練の有無やその状況 

ある日系製造業に現地で採用した従業員への研修についてインタビューを行ったところ、以下のよう

な回等を得た。「研修については、数ヶ月に一度の頻度で営業や工場の技術に関するものを行う事が

ある。南アの工場で実施する研修は、工場長が一週間程度、製品に関する技術を教える程度で、日本

国内で日本人の従業員に対して行う研修と比較すればごく簡単なものである。しかし、研修を行えば必

ずしも全ての従業員が期待値どおりの技術を身に付けられるわけではない。」（日系製造業現地法人

社長） 

またある別の日系製造業では、「従業員の教育に関し、特に定めた研修は用意していない。」（日系

製造業現地法人ディレクター）という声も聞かれた。 

 

(ｳ) 現地での採用プロセスの実際（実例） 

南アでは単純労働者の数は比較的多いため、採用にあたり応募者数が尐なくて困るということはあ

まりないようである。しかし、「南アにはまだまだ読み書きが出来ない人も多く、そのような従業員を採

用する、あるいは雇用し続けるのは難しい。」（日系製造業社長）という声がインタビューの中でもあが

ったように、単純労働者であっても面接等による能力の見極めは重要となる。 

一方、管理職などのある程度責任が伴う職種については、南アでは人材側の売り手市場となってい
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るために、優秀な労働者の確保が難しい状況にある。この大きな理由の一つは、黒人優遇政策である

BBBEE によるものである。企業には管理職に一定割合の黒人を配置する必要があるため、海外の大

学を卒業した高学歴な黒人はあらゆる企業が欲しいところであり、かつ南アの労働人材市場において

そのような人材の数はまだ多くない。従って優秀とされる黒人の獲得は難しく、待遇も高くなる傾向が

ある。これへの対策として、現地でインタビューを行ったある日本企業では、優秀な大学の学生に、大

学卒業後の一定期間の雇用を拘束する代わりに、奨学金を提供する、いわゆる青田刈りを行うことが

あるという。 

中途で採用する際には、現地の人材派遣会社を通じてリクルートを行う日本企業も見受けられた。

なお、南アでは正社員の解雇は容易ではないため（日系製造業社長へのインタビューより）、正社員の

採用に際しては現地の信頼できる管理職に面接を行ってもらうな慎重に人材を見極める必要がある。 
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(ｴ) 現地労働者の能力基準 

現地の労働者の技能水準を示す材料として、以下、現地の工場の技術レベルを写真で示す。 

 

Tellumat 社のテレビ工場の様子 

南アの Tellumat 社はソニーからの委託を受け、南ア現地の工場にてテレビを生産している。その他、

国内外の企業から受託した ICT 製品や防衛製品の生産も手がけている。 

    

      

［左上］ベルトコンベアで運ばれる電子回路基盤 

［右上］電子部品が組み込まれた電子回路基盤 

［左下］液晶テレビの最終的なアセンブリングの様子 

［右下］アセンブリ後の製品をテストする様子 
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Langeberg and Ashton のフルーツ缶詰工場の様子 

Langeberg and Ashton 社（南ア最大の食品会社タイガー・ブランズの傘下）は、同国で果物の缶詰を

生産している。同社の最大の輸出先は日本である。 

     

［左・右］果物を缶詰にするための加工機器 

 

UTi Pharma 社の薬剤製品流通センターの様子 

南アの医薬品流通業界の大手である UTi Pharma 社は国内外の製薬会社から商品の配送を請け負

っており、南ア国内の病院、薬局、個人へ商品を届けている。 
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［左上・右上］梱包された薬剤がベルトコンベアで所定の棚へ運ばれる様子 

［左下］配送前の薬剤を保管するための倉庫 

［右下］出庫直前の薬剤が保管される棚。薬剤は種類別・配送先別に自動的に仕分けされる 

 

(ｵ) 現地労働者や労働者マーケットの課題 

南アの労働者マーケットにおける最大の課題は BBBEE への対策である。南アの憲法第 217 条にお

いては、アパルトヘイトのもとで不利な立場に置かれてきた人々を優遇する公共調達と公共入札が直

接規定されている。 

※BBBEE については本章 3 (1) (ｴ) 労働者（保護）に関する各種法律や規制（P31）に詳しい。 
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II.  ケニア編 

1. 社会的・経済的環境 

(1) 都市と交通網 

(ｱ) 主要都市と人口規模 

近年、ケニア政府は、外資の投資を誘致するため、輸出加工区(Export Processing Zone:EPZ)を国

内の 40 箇所に設置している。また、2006 年 10 月に発表した「ケニア・ビジョン 2030」の戦略に基づき、

モンバサ、キスム、ラムの 3 箇所に卸および小売の貿易を促進するための経済特区(Special Economic 

Zone)が設立されることが予定されており、貿易促進に向けた製品加工・卸・小売業に従事する外資系

企業に対する経済特区が複数設置されている。 

 

図表 30 ケニアの人口上位 5 都市（人） (2006 年)および産業開発地区 

 

 

（出所：Kenyan Central Bureau of Statistics より PwC 作成） 
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図表 31 ケニアの州別人口 

 

（出所：Kenya Census 2009） 

(ｲ) 主要交通網と都市間の関連 

ケニアにおいては道路輸送が最も重要な交通手段となっている。国際幹線道路が国内に 3,618km

走っており、そのうち 78%がコンクリート舗装もしくは表面舗装されており、20%が砂利道となっている。

鉄道輸送は総延長が2,778kmと道路と比較しても決して小さいわけではないが、インフラが不十分なた

め、定期的な輸送が確保できないことから、輸送手段としては比重が小さくなっている29。 

 

(ｳ) 都市と交通網における課題 

ケニアでは特に都市部において、人口増加に伴う交通量の増加および、環状道路の分断等による

非効率な交通システムが深刻な交通渋滞、交通事故、自動車公害を引き起こしている。今後都市部の

人口はさらに増加すると見込まれており、急速な都市化に対応するための適切な都市計画策定、都市

道路整備、維持管理が喫緊の課題となっている30。 

実際、本調査のためにナイロビに滞在していた間も、非効率的な交通システムと運転手の運転マナ

ーの低さのために発生したと考えられる交通事故を多数目撃した。 

また、ケニアには東アフリカの玄関港とも呼ばれるモンバサ港が存在するが、同港を起点とし、隣接

するウガンダ、ルワンダ、ブルンジへと接続するはずの国際幹線道路は長年にわたり適切な維持管理

                                                   
29 ARC 国別情勢研究会 ARC レポート（ケニア） (2012) 
30 出所：外務省 HP http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/jigyou/pdfs/kenya.pdf 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/jigyou/pdfs/kenya.pdf
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がなされなかったために、現在では総延長の約 40%が道路としての機能を喪失した状態にある31。 

 

(2) エネルギー・資源 

(ｱ) 電力 

ケニアにおける 2011 年の国内総発電量は 7,227GWh で、このうち水力発電が 3,183GWh で 4 割以上

を占めている。残りは火力発電（オイル）が 2,600GWh、火力発電が 1,444GWh となっている。 

 電力はウガンダとタンザニアから 2011 年には 33GWh が輸入されたが、同時にウガンダへ 36GWh

を輸出している。電力需要は年々増加傾向にあり、2008 年には 5,325GWh であったが、2010 年には

6,157GWh となっている。 

ケニアにおける電化率は、全国平均が 20％であり、その内訳としては、都市部： 51%、農村部： 4%と

なっている32。 

図表 87 は主要国・地域における国民一人当たりの消費電力量（2011 年）を比較したものである。ケ

ニアはアフリカ平均よりも低い位置にあり、アジアとの比較で見ればカンボジアと同程度である。 

 

  

                                                   
31 出所：同上 
32 UNCTAD, "An investment Guide to Kenya, opportunities and conditions 2012" (2012) 
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図表 32 主要国・地域における国民一人当たりの消費電力量（2011 年）（再掲）     

 
（出所：International Energy Agency “Key World Energy STATISTICS” 2011） 

 

(ｲ) 燃料（ガソリン・ガス） 

エネルギー資源に乏しいケニアでは、全エネルギー源の 45%を輸入に依存している。燃料のうち 64%

は石油製品が占めるが、石油が採れないケニアでは、石油は全面的に輸入に依存している。 

ケニアでは全国的に家庭用の主なエネルギーは薪炭であり、商業・工業用は石油と水力発電で賄

われる。家庭用の薪は特に地方で使われることが多く、地方の家庭では調理用燃料の 93.5%が薪であ

る。一方、都市部では 30.3%が炭である。 

 

(ｳ) 水 

水資源の現状 

ケニアの再生可能な水資源賦存量33は、年間 20.2k ㎥ 、人口一人当たりに直すと年間 647 ㎥に相

当すると推定されている34。これは人口一人あたりが利用可能な水資源賦存量の世界平均である約

7,800 ㎥ の１割にも満たず、非常に小さいといえる35。UNEP 等の定義によると、年間 1,700 ㎥/人を下

回る状態を「水ストレス」とよび、さらに、年間 1,000 ㎥/人未満になると「水不足」 とされるが、ケニアは

確実に水不足の状態である。 

しかし、水資源の利用可能状況は、時期と地域によって著しく異なる。国土の多くの地域は一般的に、

3月から5月にかけて長期雤季、10月から11月にかけて短期雤季と、年に2回の雤季を持つ。さらに、

ケニアは 3,4 年ごとに人口に影響を及ぼす程の規模の干ばつや洪水を繰り返してきており、最近では

                                                   
33 人間が理論上、最大限利用可能な水資源量のこと。降水量から蒸発散量を引いたものに当該地域の

面積を乗じて求める。 
34 実際の年間総取水量は 2.7k ㎥であり、ケニアに存在する水資源の約 14%を利用していることとなる。 
35 日本は年間 3,300 ㎥ ／人 
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2007年から2009年にかけて大規模な干ばつが発生し、全産業へ多大な被害を与えた。年間平均降雤

量は 630mm であるが、ケニア北部の 200mm 未満のケニア北部地域から、1800 mm 以上のケニア山ま

で地域によって大きく変化する。 

ケニアの上下水道に関する統計情報はあまり整備いないため情報がやや古くなるが、2000 年時点

でケニアの水道普及率は、都市部で 88%、農村部で 42%、全国平均で 57%と推定されている36。 

ケニアは、2002 年の水法第 8 号に基づき、水セクターにおいて大規模な改革を実施した。セクター改

革の結果、それまで国家水道パイプライン公社（National Water Conservation & Pipeline Corporation）

が単独で提供していた水サービスが徐々にではあるが分散されていった。水サービスは現在、8 つの

地域において水道サービス委員会(Water Services Boards : WSBs)によって管理されている。WSBs は

水および衛生に関する公共サービスに責任を有しているが、WSBs が直接サービスを提供することは

なく、水サービス提供事業会社（Water Service Providers: WSPs）と呼ばれる民間企業へ事業を委託し

ている。さらに、都市部および農村部における水道供給サービスは、水サービス規制委員会（the 

Water Services Regulatory Board: WASREB）により規制および監視される。WASREB は 2002 年水法

（2002 Water Act）に基づき、水供給サービスの水準を確保する目的で 2003 年 3 月に設立された。

WSPs が提供する水サービスは、WASREB とのサービス供給契約（service provision agreements: SPA）

によって規制される。 

水サービス提供事業会社は低所得集落へタンクローリーやジェリカンを利用して水を提供するが、こ

れらはしばしば水道水の 5 倍から 10 倍の料金がつけられる。また、低所得集落では女性を中心に結

成された自助グループが水道を引くケースも見受けられる。水サービス信託基金（The Water Services 

Trust Fund）は低所得集落において融資サービスを提供している。 

 

水インフラの整備状況 

ケニアは国民の水資源の確保に関して多くの課題を抱えている。まず、ケニアは水資源の乏しい国

であり、先述のとおり一人当たりの水資源利用および貯水量が国際水準を下回る。このため、水灌漑

省にとっては貯水設備の建設が最重要課題となっている37。 

次に、国民の視点から水インフラの整備状況については、世界銀行がまとめた The Citizen Report 

Card (CRC）2007 が詳しい。CRC2007 は公共事業政策の参考とするために、ケニアの住民団体である

The Kenya Alliance of Residents Associations (KARA)が主体となり、ナイロビ市内の世帯主 1,378 名に

対し、水、公衆衛生および下水の供給サービスについて聞き取り調査を行ったものである。ここでは

CRC より、水の調達方法に関する課題を抽出する。なお、以下の説明はナイロビのみを調査対象とし

た結果であるため、同じ結論がケニア全域に該当するとは限らない点に注意する必要がある。 

ケニアには、自宅に直接水道を引けない貧困層のために、安価で水を販売する水キオスクと呼ばれ

                                                   
36 「2008 年版水道年鑑」水道産業新聞社(2007) 
37 Macro Planning Directorate Office of the Prime Minister Ministry of State for Planning, National 

Development and Vision 2030「ケニアの主要な投資機会の要約」(2008) 
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る施設がある。ナイロビでは貧困層38・非貧困層ともに約 9 割の市民が、水キオスク・公共水道または

自宅の水道にて飲料水を確保できている。 

 

図表 33 貧困層および非貧困層の飲料水の調達方法(%) 

 

 

（出所：Citizen’s Report Card on Urban Water, Sanitation and Solid Waste Services 

in Kenya Summary of results from Nairobi） 

  

                                                   
38 （CRS の中では、貧困層とは CBS: centraal bureau of statistics による所得別分類のうち下位 2 グルー

プを指す） 
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下図表で示した通り、ナイロビでは非貧困層の9割近くが、また貧困層でも6割以上が自宅にて水道

を利用している。またケニアの水道は、普及率だけでなく安定性も高い。また、水道を引く世帯のうち、

水道供給の停止を経験したことがある世帯の数を示す。ここでいう停止とは、24 時間以上にわたり水

道を利用できない状態をさす。なお、料金の不払いによる停止は含めていないため、供給サービスの

安定性を示す指標とみなしてよい。貧困層・非貧困層ともに水道停止を経験した世帯の数は尐ないこ

とから、水道の供給状況は安定していると考えられる。 

 

図表 34 水道の供給が停止したことある経験の有無(%) 

 

（出所：Citizen’s Report Card on Urban Water, Sanitation and Solid Waste Services 

in Kenya Summary of results from Nairobi） 
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(ｴ) エネルギーにおける課題 

水に関する課題 

キオスクなどの場における、（住民同士の）妨害や争議、長蛇の列、および列への割り込みが問題

点として挙げられている。これらの内容から、水インフラの設置数や設備の性能などのハード面ではな

く、むしろマネジメント能力に問題があると考えられる 

 

図表 35 自宅以外の水を調達する際の問題点(%) 

 

 

（出所：Citizen’s Report Card on Urban Water, Sanitation and Solid Waste Services 

in Kenya Summary of results from Nairobi） 

 

燃料に関する課題 

ARC レポートはエネルギーに関する課題を以下のように指摘する。「ケニアでは石油を全面的に輸

入に依存しているため、国際的な原油価格上昇で国内石油製品価格が高騰、天候不順により雤量が

十分でないと水力発電が減尐してエネルギー不足をきたし、エネルギーコスト高が農業を始め製造業、

輸送部門での経済活動に大きな影響を及ぼしている。」39 

 

  

                                                   
39ＡＲＣ国別情勢研究会 ARC レポート（ケニア） (2012) 
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(3) 物流網 

(ｱ) 道路網 

2012 年現在の道路総延長距離は約 17 万 7,800km あり、そのうち国際幹線道路が 3,618km である。

国道や地方道を含め、いわゆる舗装道路は道路総延長距離のわずか 7%である。 

政府は幹線道路を中心に道路の整備に力を入れるものの、ナイロビやモンバサをはじめとする都市

部では交通渋滞や駐車場整備などの課題が多い。ケニアでは石油を全て輸入に頼っているためガソ

リンが高く、給料日直後に車のガソリンを購入する人が多い。そのため月初めの都市部は車の交通量

が増加し、渋滞が悪化しやすい。 

 

(ｲ) 鉄道網 

鉄道輸送は総延長 2,778km あるが、先述したとおりインフラが不十分なため、輸送が安定せず、輸

送手段としてはあまり活用されていない。自動車の普及率が高まるにつれ、輸送手段としての道路活

用の比重が高まっており、2010 年の鉄道による貨物輸送収益は、2009 年の 43 億 Ksh から 41 億 Ksh

へと減尐している40。 

 

(ｳ) 港湾 

 ケニアは東アフリカ最大の港であるモンバサ港を有している。インド洋に面するモンバサ港は、ケ

ニア国内のみならず近隣内陸国の玄関口となっている。輸出入貨物量の取扱量は増えているが、港

湾設備の老朽化や通関手続きが非効率であるため、荷降ろし時間の長さの改善が必要とされる。 

 

(ｴ) 空港網 

ケニアにおいて道路輸送に次いで重要な輸送手段は航空輸送である。貨物、乗客とも航空輸送の

中心はジョモ・ケニヤッタ国際空港で、同空港はアフリカ大陸と西欧諸国とのハブ空港の役割を担って

いる。日本とケニアを結ぶ直行便はないが、2012年7月に韓国とケニアを結ぶ大韓航空の直行便が就

航した。 

 

(ｵ) 物流網における課題 

ケニアが抱える物流網に関する最大の課題は都市部における交通渋滞であろう。これは本調査に

おいてケニア現地で行った複数の企業へのインタビューでもあげられた。平日夕方には帰宅ラッシュの

ためにナイロビ中心部では日常的に交通渋滞が発生する。雤天時などの特に渋滞が激しい日であれ

ば、渋滞がなければ 10 分程度で到着する距離に 2 時間もの移動時間を要するほど深刻である。 

  

                                                   
40ＡＲＣ国別情勢研究会 ARC レポート（ケニア） (2012) 
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2. 生活環境 

(1) 住環境（富裕層・中間層・貧困層別） 

(ｱ) 住宅（場所や地域特性、住居そのものの質） 

① 高所得者層 

南ア同様、ケニアにおいても富裕層は都市部のマンションもしくは都市近郊の一戸建てに住むこと

が多い。ケニアでは停電が頻発するため、富裕層向けの物件には自家発電機が常設されており、最

近ではソーラーパネルの設置が進んでいる。 

     

      

［上段左］外見 ［上段右］キッチン 

［下段左］リビングルーム ［下段中］ダイニング ［下段右］バスルーム 

 

上記写真（上段および下段右）の住居について 

・住居の概況：ナイロビ中心地の一戸建て。発電機が備え付けられている。 

・撮影時は空家であり、家賃は 275,000 Ksh/月。 

上記写真（下段左および下段中）の住居について 

・住居の概況：一階建て。 

・主人は外資系企業の役員を務める。 
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② 中所得者層 

ケニアの中所得者層は都市部近郊、例えばナイロビ中心部から車で 30 分～1 時間程度の距離のア

パートやマンション、もしくは日本でいう団地のような集合住宅に住むことが多い。 

     

     

［左上］外見。ナイロビなど都市部は土地が狭く、多くの市民がアパート（日本でいう団地のような集合住宅）

に住む 

［右上］リビングルーム 

［左下］キッチン 

［右下］都市部郊外に立ち並ぶアパート 

 

上記写真（上段左右、下段左）の住居について 

・住居の概況：ナイロビ中心地の一戸建て。発電機が備え付けられている。家賃は不明。 

・家主は外資企業の会社員。夫婦と子供 2 人の 4 人暮らし。専属のメイドを 1 名雇用している。 
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③ 低所得者層 

ケニアの都市部では多くの場合、低所得者層はスラムに住む。また農村部ではスラムとは呼ばない

ものの、トタンやベニア板を張り合わせた建物に住むことが多く、スラムと家屋の作りはさほど変わらな

い。 

     

     

 
 

 

  

［上段左］都市部の外れに立ち並ぶ家屋の外見 

［上段右］農村部の家屋の外見 

［中段左］農村部の家屋のリビングルーム。電気

を引いていないため、照明にはケロシンラン

プを利用する 

［中段右］農村部の家屋のトイレ 

［下段］郊外のスラム街の様子 
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(ｲ) 電気・ガス・上下水道、家財道具（家電含む） 

 

 高所得者層 中所得者層 低所得者層 

年間所得 3000USD 以上 2000～3000USD 0～2000USD 

住宅（場所や

地域特性、住

居そのものの

質） 

都市中心部のマンショ

ンもしくは都市から尐

し離れた一戸建てに

住む。 

日本で言うところのマ

ンション、団地、もしく

はアパートに住む。ケ

ニアでは急速な都市

開発に伴い、短期間で

立てられたマンション

が多く、素人目に見て

も床が平らでないよう

な程度のものも多い。 

都市部であればスラ

ム、地方であれば、農

村の一戸建てに住む

が、どちらも波板や木

材を寄せ集めたような

造りである。 

電気・ガス・上

下水道 

全ての住宅に電気と

上下水道が行き届い

ている。ここ数年で立

てられた新築住居に

はソーラーパネルが設

置されていることも多

い。 

都市部であれば大方

の住居には電気・水道

が備わっているが、郊

外では電気が通って

いない場所も多い。 

スラムには基本的に

電気や水道などの公

共サービスはない。ま

たスラムでなくとも、地

方の農村部では電気

が行き届いていない

か、もしくは送電線が

村に届いていても契約

時の初期費用を払え

ないために電気を引

いていない場合が多

い。 

家財道具（家

電含む） 

日本を含む先進国の

一般的な家庭に見ら

れる家電製品は一通

り利用されている。但

し、それぞれの製品の

品質は先進国と比べ

ると落ちることが多く、

例えば過去に購入さ

れたブラウン管テレビ

がまだ多くの家庭で利

用されている。 

基本的な家財・家電製

品は備えているが、世

帯によっては電子レン

ジや掃除機を持ってい

ないことも多い。 

電気が通っていないた

めに、家電製品を所有

し て い る こ と は 尐 な

い。照明にはケロシン

ランプなどが利用され

る。水は水キオスクと

呼ばれる施設で安価

に購入できる。 
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(ｳ) 通信 

他の新興国同様、ケニアにおいてもインターネットおよび携帯電話の利用者数は増加傾向にある。 

図表 36 インターネット契約者およびインターネット利用者数（推定） 

 

(出所：Communications Commission of Kenya) 

 

アフリカ諸国の携帯電話契約者数およびブロードバンド回線利用者数を以下に示す。100 世帯あた

りの携帯電話の契約者数の割合はアフリカ全般的に高く、ケニアはその中でも平均的な普及率を有し

ている。またインターネットの固定回線の普及率の指標の一つとなるブロードバンド接続者数について

は、ケニアではほとんど導入が進んでない状況がうかがえる。 

 

図表 37 アフリカ主要国における ICT の普及率（2010 年） 

 

(出所：国際電気通信連合、世界銀行 ) 
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(ｴ) 安全・防犯 

ケニアの都市部は非常に治安が悪い。犯罪発生件数は、緩やかな減尐傾向にあるものの、先進国

や他の新興国と比べても決して良いと言える状況ではない。 

日本の外務省によれば、ケニア国内の 2010 年の犯罪発生件数は、警察が届出を受けたものだけで

57,828 件に上る。そのうち個人の生命に直接危害を及ぼすおそれのある凶悪犯罪（殺人、強盗、性犯

罪）は 8,077 件で、犯罪発生件数全体の約 18％を占め、また、人口 10 万人あたりの発生件数は、日本

に比べて約 2 倍となっている。 

また、偶発的な犯罪が多かったが、現在は犯罪者が組織化し、携帯電話等を利用して犯罪組織員

同士で連絡を取り合うなど、計画的かつ巧妙なものに変化してきている。特にナイロビなどの都市部に

おいては、一般家屋に対する強盗、またカージャク事件は、白昼でも発生しており、日常的な防犯の意

識が不可欠である。 

 

ケニアでは 2010 年に 1181 件の殺人事件が発生しており、人口 10 万人あたりの発生件数は日本の

2 倍以上である。図表 92 は 2010 年の一年間における犯罪の種類別発生件数を示す。同表は警察に

届出があった事件のみを数えているため、実際の数値はこれ以上に大きい可能性はある。なお、発生

件数が最多である「その他の対人犯罪」には主に暴行、騒乱、喧嘩が含まれる。 

 

図表 38 ケニアにおける犯罪の種類別発生件数(2010) 

 

(出所：Kenya Police ”ANNUAL CRIME REPORT FOR THE YEAR 2010”) 
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(2) マーケット（広義のマーケットと市場（いちば）など狭義のマーケット） 

(ｱ) マーケットの種類と主な顧客層 

 

図表 39 ケニアにおける各市場のプレイヤーと特徴 

 

（出所：Kenya Vision 2030 A Globally Competitive and Prosperous Kenya を元に PwC 作成） 
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(ｲ) 販売している商品の特徴や品質 

ケニアでも南ア同様、先進国で流通している製品と同様の種類の製品を市場で入手するこは可能で

ある。しかし、品質面では日本などの先進国と比較すると明らかに見劣りするものが多い。 

図表 96 はケニアにおいて、高所得者、中所得者、低所得者層をそれぞれ主な対象とする市場を抽

出し、それぞれの物価水準を比較したものである。本調査では、各市場における消費者が一回の購買

で支払う金額を参考にするためにも、各市場で「最も消費者に人気のある商品はどれか」という店員へ

の質問に対する返答をもとに商品を抽出している。従って、「金額」の項は必ずしも各市場で同量の商

品を比較しているわけではない点に注意されたい。 

全体としては、低所得者層向けの市場よりも高所得者層向けの市場の方が商品単価は高くなる傾

向にある。しかし興味深いことに、現地で中・高所得者向けとされている Uchumi が、いくつかの商品に

おいて高所得者層向けショッピングセンターとされている YaYa Center よりも高単価となっていることが

わかる。これは、YaYa Center がナイロビ都心部に位置するのに対し、Uchumi が比較的郊外に位置し

ており、他店との価格競争が低いためであると考えられる。 
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図表 40 ケニアの各市場の物価比較 

 

 

（出所：PwC 調べ  調査時期：2012 年 6 月） 
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(ｳ) 商品物流のしくみ 

ケニアはいまだにその国土の大半が農村地帯であるが、農村における商品の物流は先進国のそれ

とは大きくことなる。牛乳や卵、野菜などの生鮮品は各地もしくはその近郊で生産されることもあるが、

衣類や加工食品、家財などは基本的に都市部でしか生産および正式な販売がなされない。地方の農

村では各地の小売店が都市に直接出向き、都市部の小売店で仕入れた商品を地方で最終消費者に

販売するという流れになっている。その分、地方では輸送量および手数料が上乗せされるため、都市

部よりも一般的に物価が上がることとなる。 
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(ｴ) マーケットの実際（現地写真など） 

① 高所得者層向け市場 

 ケニア都心部では近年、大型ショッピングモールが相次いで開業し、海外駐在員や政府関係者な

どの高所得者層を中心に集客を増やしている。これらショッピングモールはケニア国内においては比

較的、高級な市場として位置づけられているが、実際には富裕層のみならず、中所得者層や低所得者

層が訪れることもある。PwC が現地で月収 15,000Ksh 以下の住民 41 名に実施したアンケートによれば、

約半数の 20 名がこれらのようなショッピングモールへ行くことがあると答えている。 

     

 

 

上記写真（3 枚全て）の市場について 

写真はナイロビの中心地にあるショッピングセンターyaya centre である。このショッピングセンターは

4 階建てになっており、1 階にカフェや薬局、八百屋、肉屋、スーパー、2、3 階に主に衣料品店、4 階に

はクリニックや企業の事務所が入居している。 

ケニアの小売店はどこもテロ対策のためにセキュリティが非常に厳しく、店舗の入口には必ず金属

探知ゲートが設置され、ボディチェックが行われる。なお、普段はテロリスト対策のために店内外での

写真撮影は認められいない41。 

  

                                                   
41上記写真はセンターのオーナーに了承を得た上で、センターの警備員同伴で撮影を行った。 

［左上］ショッピングセンターの外見 

［右上］ショッピングセンター内の食料品

売場 

［左下］同食料品売場のレジの様子 
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② 中所得者層向け市場 

 ケニアのショッピングモールの中にも、先述の yaya centre のように高級な商品を取り揃えるテナン

トが集まるモールから、比較的、安価な製品が並ぶモールまで存在する。ただし、その差は日本におけ

る高級百貨店と郊外のショッピングモールとの差ほど大きいものではなく、これらの市場を訪れる顧客

の所得層は交錯する。 

     

     

 

上段の写真はナイロビの中心地からジョモ・ケニヤッタ国際空港へ向かう途中にある大型ショッピン

グセンターCapital centre。1 階がスーパーや食料品、2 階が主に衣料品店となっている。 

ナイロビの中心地には家電や衣料品を販売する専門店が立ち並ぶ（中段・下段の写真）。中・高所

得者層には、衣類などはこのような専門店で購入しながらも、食料品などの生鮮食品は次項に示すよ

うなオープンマーケットで安く購入する人も多い。  

［上段左］ショッピングモールの外見 

［上段左］ショッピングモール内の様子 

［中段左・中段右・下段］都市部の街中の

様子。独立系の専門店が通りに面し

て立ち並ぶ 



 現地における基礎的生活環境 

 

③ 低所得者層向け市場 

 ケニアの低所得者が主に利用するのはオープンマーケット（青空市場）と呼ばれる、地面に直接敷物を

敷く、あるいは商品棚を設置しただけの簡易な市場である。これらの商店で販売される商品は中古品であ

ることが多い。なお、これらの市場では商品の価格帯が非常に安いため、野菜や卵など、スーパーマーケ

ットと品質にさほど差がつかない商品を購入する人は低所得者層に限らず存在する。 

    

    

     

［上段左・上段右］ナイロビの外れにある青空市場。工業地帯やスラム街の近くにはこのような市場が

多い 

［上段左］農村部に立ち並ぶ個人経営の小売店 

［中段左］ナイロビ近郊の Jua Kali と呼ばれる工業地帯。鍋など手作りの金属製品が店頭に並ぶ 

［中段右］農村部小売店（衣料品）の外見         
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［下段左］農村部小売店（食料品）の店内 

［下段右］農村部小売店（衣料品）の店内。盗難防止のために全ての商品が柵の中に陳列されている   

 

3. 労働者環境 

(1) 労働者を取り巻く環境 

(ｱ) 職種別の主な職業とその割合 

ケニアにおいては、フォーマルセクターに従事する人口の割合はごくわずかであり、多くの人々はイ

ンフォーマルビジネスと呼ばれる、政府に事業の申請を行わない形での取引を行っている。全産業のう

ちインフォーマルセクターに従事する人の割合は実に 80%以上と言われている。図表 94 にケニアにお

ける労操車すの産業別構成比を示す。 

 

図表 41 ケニアの労働者数の産業別構成比（2011 年） 

 
(出所：Kenya National Bureau of Statistics “Kenya Facts and figures 2012”) 
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(ｲ) 業界における平均給与（業界水準）や賃金体系  

図表 95 はケニアにおける代表的な職種の国内平均賃金を示す。職種によってばらつきが大きい。

特徴としては機械エンジニアや土木エンジニアが他と比較して高額である点があげられる。ケニア国内

では優秀な人材の確保が難しいため、高い技術を有するエンジニアの労働市場における価値が相対

的に高くなるものと考えられる。 

図表 42 代表的な職種のケニア国内の平均賃金 

 

（出所：Overseas digest "International Salary Report"42） 

 

ケニアでは、最低賃金が地域・職種別に決定されている。まず、労働省が財務大臣による賃金ガイ

ドラインに沿って原案を作成し、政労使の代表による審議会を経て閣議決定し、慣例では 5 月 1 日

のメーデーに新水準が発表される｡ 最低賃金水準の決定にあたっては、労働者の生活水準, 労働生

産性, 物価上昇率が考慮されることになっているものの、実際には物価上昇率を軸に決定されている

と言われている。43 

  

                                                   
42 http://www.overseasdigest.com/salaryexpert.htm 
43 出所：西浦 昭雄 「フィールド・アイ ケニアから」 
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図表 43 ケニア最低賃金（月額）水準の比較（2005 年） 

 

（出所：西浦 昭雄 「フィールド・アイ ケニアから」2010） 

 

(ｳ) 福利厚生 

ケニアでは従業員 50 人以上を雇用する企業は事業所福利厚生委員会の設置が必要であり、10 

人以上を雇用する事業主は就業規則、労働者名簿、賃金台帳を作成しなければならないとしている

44。 

ケニアの休暇に関する制度は以下のように定められている。 

 

図表 44 ケニアにおける休暇に関する規定 

 

（出所：JBIC「雇用機会創出による Pro-Poor Growth－タイとケニアの農産品加工業発展の比較－」） 

 

(ｴ) 労働者（保護）に関する各種法律や規制 

JBIC が 2006 年にまとめた資料45によると、下記のように規定されている。 

ケニアの雇用者と労働者との雇用関係は、憲法、法規制、労働協約、労働協定、及び個別労働契

約によって規定されている。関連法令としては、憲法の他、「雇用法（Employment Act）」（1938 年制定、

1976 年改訂）、「賃金規定及び雇用条件法（Regulations of Wages and Conditions of Employment 

Act）」、「労働者給与法（Workmen Compensation Act）」、「工場法（Factory Act ）」、「企業法

（Companies Act）」、「労働組合法（Trade Unions Act）」、「労働争議法（Trade Disputes Act）」により労

                                                   
44 出所：JBIC 「雇用機会創出による Pro-Poor Growth －タイとケニアの農産品加工業発展の比較－」 

(2006) 
45 出所：同上 
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働者の権利（労働時間、最低賃金等）が定められている。その他「年金法（Pension Act）」、「退職金法

（Retirement Benefits Act）」、「社会保障基金法（National Social Security Fund Act）」などの社会保障

に関連する規定が定められている。このうち憲法では、結社の自由、差別からの解放、奴隷・強制労働

からの解放、組合加入の自由、団体交渉権の保持など、労働者の基本的権利が掲げられている 

 

(ｵ) 労働者環境の課題 

 西浦 昭雄「フィールド・アイ ケニアから」においては、①インフラ整備や食料基盤の強化支援によ

る高コスト体質の改善、②労使協調路線を定着させることによる最低賃金や団体協約の適正水準の

検討, ③生産性向上運動の推進の 3 点が指摘されている。 

その他、インフォーマルビジネス従事者が多い点も課題と考えられる。これは政府にとって徴税の機

会を逃しているという点でも問題であり、また労働者にとっても社会保障等の恩恵や安定した収入を受

けら得られないという点で問題である。 

 

(2) 労働者の能力 

(ｱ) 学歴やバックグラウンドとその割合 

図表 101はケニアの国民の教育水準を年齢層別に示す。工場の働き手となる 20 歳代、30 歳代でも

小学校中退もしくは卒業程度の教育を受けた人が国民の半数以上を占めている。また全ての年代に

おいて中学校卒業以上の教育を受けた人は極端に尐なく、中東教育の普及が労働者育成の面におけ

る今後の課題といえる。 

 

図表 45 ケニアにおける学歴別に見た人口分布（1986 年） 

 
（出所：世界銀行 データベース"edstats" 200346） 

 

                                                   
46 http://go.worldbank.org/ITABCOGIV1 
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(ｲ) 現場研修や職業訓練の有無やその状況 

ケニアには下記の様な公的職業訓練機関が存在する47。 

・初等教育修了レベルを対象とした青年訓練学校（Youth Polytechnics）、 

・初等教育修了レベルを対象とした技術訓練学校（Technical Training） 

・中等教育修了レベルを対象とした技術学校（Institute of Technology） 

・ポリテクニクス（Polytechnics） 

 

(ｳ) 現地での採用プロセスの実際（実例） 

 採用に関して、JBIC「雇用機会創出による Pro-Poor Growth－タイとケニアの農産品加工業発展

の比較－」において、下記のように述べられている48。 

「また従業員の採用に必要な日数は、不熟練工は平均約 8 週間、事業所によっては 20 週を要し

ていた。マネージャーでは平均 37 週間であった。タイに比べて採用に長い時間を要することが明らか

となった。ケニアではインフォーマルな就労者が多いにもかかわらず、採用に時間を要していることか

ら、ケニアの正規雇用者の労働市場が硬直的であり、インフォーマル就労から正規就業への移行は容

易ではないことが伺われる。」 

今後、現地労働者の技術向上に加え、インフォーマルセクター従事者をいかにフォーマルセクターに

進出させるための制度を整えるかが課題となる。 

 

(ｴ) 現地労働者の能力基準の傾向とリスク分析 

現地の労働者の技能水準を示す材料として、以下、現地の工場の技術レベルを写真で示す。 

 

日清食品ホールディングス社の CSR 事業用の製麺設備 

     

［左・右］日清食品ホールディングスの Oishii Project で使用される製麺設備 

※日清食品の CSR 事業の詳細については 3 章を参照 

                                                   
47 出所：JBIC 「雇用機会創出による Pro-Poor Growth －タイとケニアの農産品加工業発展の比較－」 

(2006) 
48 出所：同上 
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ケニアの Biopharma Limited 社の工場の様子 

     

     

 

［上段左］段ボールや布袋に詰めれらた薬品原料 

［上段右・中段左・中段右］薬品を加工する設備の様子 

［下段］塗布剤を箱に詰める作業員 
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輸出加工区（EPZ）Athi-River にある New Wide Garments (EPZ) Kenya. Ltd.社の繊維工場 

     

 

［上段左・上段右］繊維工場内で裁縫に取り組む作業員ら 

［下段］製品を裁断する作業員 
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(ｵ) 現地労働者や労働者マーケットの課題 

現地進出を考える日本企業にとって最大の課題は現地従業員の技術およびマネジメント能力の向

上であろう。ケニアに工場を持つ外資企業はまだ多くないため、ケニアの人々には国際的に通用する

技術を培う機会が不足しているものと思われる。 

次に、ケニア政府にとっての課題は、インフォーマルセクター従事者のフォーマルセクターへの移行

であろう。アジア経済研究所の 2006 年の報告では、「民主化から 10 年、フォーマルセクターのコアに

位置する労働者に適用する労働・雇用法制については、労使合意・妥協により制度構築が一段落した

ように思われる。（中略）現在進行中の労働市場政策の見直しで焦点になっているのは、失業者をい

かに減らすか、そのためにインフォーマルセクターや、フォーマルセクターの周縁部に位置する仕事に

関する労働・雇用法制のあり方をどうするか、である。」49と述べられている。 

インフォーマルセクター従事者数の削減は、政府に徴税を可能とするだけでなく、労働市場の流動

化を促進することで現地企業・外資系企業にも人材の確保を容易にさせ、また労働者当人にとっても

安定した雇用をもたらすという効果が見込まれる。 

またもう一つのケニア政府にとっての課題は、初等教育および中等教育の普及である。ケニアにお

いて初等教育は国民の約半数にしか普及しておらず、中等教育は一部の国民にしか行き届いていな

い状況である。今後の国全体の工業技術を上げるためにはこれら教育の普及は急務と思われる。 

 

                                                   
49 引用 宇佐見・牧野編『新興工業国における雇用と社会政策：資料編』調査研究報告書 アジア経済研

究所 2006 年） http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Download/Report/pdf/2005_04_12_08.pdf 
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6章 日本企業進出可能分野の分析について 

1. 現地ニーズの分析と分類 

本章では、これまで概観してきたアフリカ市場のマクロ経済データおよび現地調査を踏まえ、日本企業

が進出可能な分野の分析を南アとケニア両国について行う。 

 

分析の手法としては、 以下の流れを採用した。 

まず、(1) 現地ニーズの分析と分類において、統計情報や市場データから定量的な分析とともにマーケ

ットリサーチによる定性的な分析と行い、現地ニーズの類型化を行う。現地ニーズについては、日本企業

にとって顧客となり得る消費者のニーズと政府のニーズの両方を分析する。 

次に、(2) 現地進出の可能性分析において、日本企業の国際的な優位性に基づいた進出事業分野の

優先付けを行う。 

さらに(3) 参入障壁およびビジネスリスクの分析とその対策では、現地市場での日本企業の製品および

サービスの参入障壁や不利益について分析するとともに現地でのビジネスリスクを①財務・投資、②マー

ケティング、③製品・サービス開発、④オペレーションの観点から定量的・定性的に分析し、これらの参入

障壁およびビジネスリスクへの対策を検討する。 

 

(1)から(3)までの分析踏まえ、当章においては、現地ニーズと日本企業の国際的な優位性のマッチン

グとリスク対策を立てた上、7 章にて進出可能な事業分野の選定を行う。 

 

 

 

  

進出可能な事業分野の選定
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(1) 統計情報や市場データ等からの定量的分析 

(ｱ) 消費者のニーズ 

アフリカ市場に進出する日本企業にとって顧客となりうる消費者の特定を統計情報や市場データか

ら見てゆく。 

南アでは、依然として白人富裕層が年間購買力の過半を占めている。 

しかしながら近年では、ブラックダイヤモンドと呼ばれる黒人の新中間層が台頭し、その数は現在

300万人にのぼっている。彼らは消費を牽引しており、2008年時点で南ア市場全体の年間購買力の約

40％を占めている。 

2 章で見た通り、南アにおける人口成長は緩やかながらも 2030 年まで増加を続けることが予測され、

また GDP 成長率も 2017 年まで 3%～4%の間で推移することが予測されていることから、ブラックダイヤ

モンドの黒人新中間層はさらに拡大していくことが見込まれる。 

また人口全体におけるLSM別割合の推移を示す下記のデータを見ると、2006年から2008年にかけ

てLSM 5～10までの層が拡大していることが読み取れ、とりわけLSM 6～7の層が 22％から 30％と顕

著に拡大していることが分かる。 

 

図表 1 人口全体における LSM別割合の推移 

 

（出所：TNS Research Survey 2008） 
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さらに、家計の可処分所得の伸びを示す下記のデータを見ると、2014年まで年間5％前後の成長が

続くことが示されている。 

図表 2 家計の可処分所得の実質成長率 

 

（出所：BMI:Business & Marketing Intelligence (Pty) Limited） 

 

これらのデータより、南アでは今後黒人新中間層による家計消費がさらに拡大することは明らかで

ある。従って、日本企業が南アに進出するにあたって顧客対象となるのは、既存の白人富裕層に加え、

台頭著しいブラックダイヤモンド、黒人新中間層であると言える。 

一方、ケニアでは、2章で見た通り首都ナイロビの都市成長率が非常に高く、2025年までに人口と市

場が急拡大すると推測される。また、実質GDP成長率は2010年、2011年ともに 5％台を達成しており、

2017 年まで 5～6％台の成長が続くと予測されていることから、市場として大きな潜在性を有している。 

ケニアの公共政策研究調査機関である KIPPRA が公表している個人消費の成長率予測を見ると、

2012 年は 6%、2013 年は 8％と高成長が続くことが示されている。 

 

図表 3 ケニアにおける個人消費の成長率 

 

（出所：KIPPRA-Treasury Macro Model） 
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個人消費の成長率は 2 章で見た人口の増加率を上回ることから、ケニアでは一人あたりの購買力

が上昇していることが分かる。しかしながらケニアにおける個人消費の動向は、南アのようなライフスタ

イルの多様性を追求したものではないと推測できる。 

その根拠として、2章で同国の年齢別人口構成を見た通り、14歳以下の人口が約 4割を占め、可処

分所得のある 30 代、40 代の人口が圧倒的に少ないことが挙げられる。 

ケニアにおける一人あたり購買力の上昇に伴って、生活必需品である①食品と②消費財の需要が

拡大するとともに、以前は富裕層が中心であった医療への関心が中間層の間でも高まっていることか

ら③医療品・セルフケア製品への需要も今後拡大してゆくと予測される。 

 

しかしながら、基礎的生活用品の量的拡大ニーズに加え、質的向上のニーズも無視できないものと

考える。その理由として、ケニアにおける急速な都市化に伴う、生活環境の変化に着目する必要があ

る。 

ケニアでは、2012 年初時点では約 78％の人口が地方で生活しているものの、今後の都市部におけ

る人口割合と地方における人口割合の予測を見ると、その差は 2050 年までに縮小の傾向があること

が分かる。このような都市化の進行により、消費者の生活環境は大きく変化し、消費ニーズも先進国型

にシフトしていくと推測できる。 

 

図表 4 ケニアにおける人口割合の推移 

 

(出所:国連 経済社会局) 
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(ｲ) 政府のニーズ 

次に、消費者に加え、日本企業にとってもうひとつの顧客となり得る中央政府および地方自治体の

ニーズについて見てゆく。 

南ア政府は、2 章で見た通り、「新成長戦略の枠組み」として 2020 年までに以下の政策目標の達成

を掲げている。 

その政策目標は下記に示す通り、失業率を削減するための雇用創出策として、農業、工業、製造業、

水道/電気/ガス、観光業といった既存産業を継続的に推進することに加え、潜在的な市場として再生

可能エネルギーや知識集約型の産業を活性化するという、より高度な産業育成が特徴となっている。 

また、これらの産業を育成するためにアフリカ経済同盟国内での貿易活性化を図るとともに、必要な

インフラの構築に投資することを掲げている。 

 

「新成長戦略の枠組み」による 2020 年までの政策目標 

1. 500 万人の雇用創出による失業率の 15%削減 

2. 農業、工業、製造業、水道/電気/ガス、観光業等、既存産業の継続的推進 

3. 再生可能エネルギー等、知識集約型産業の活性化 

4. アフリカ経済同盟内での貿易の活性化 

5. インフラの構築 

 

一方、地方自治体では、より地域密着型の施策を進めており、外資を特定の工業地区に誘致するた

めの産業開発特区の制定や、域内産業の競争力強化のめのインフラ整備プロジェクトが進行してい

る。 

以下は、南ア第１、第 2 の貿易港であるダーバンおよびリチャーズ・ベイや経済特区、自動車部品用

工業団地を州内に要するクワズール・ナタール州における産業開発特区や主なインフラ整備プロジェ

クトの状況である。 

 

クワズール・ナタール州の施策 

1. リチャーズ・ベイ産業開発特区： ダーバンに次ぐ、南ア第 2の港湾であるリチャーズ・ベイ

に隣接した工業団地。保税地区が設けられている他、電力料金の優遇等を通じて同州に

拠点を置く輸出産業と国内中小企業を支援 

2. リチャーズ・ベイ改修プロジェクト： 南ア最大の積荷船専用ターミナルで、石炭の積出港で

もあるリチャーズ・ベイ港の老朽化に伴う改修プロジェクト。 

3. ダーバン港拡張プロジェクト：南ア最大のコンテナ船専用ターミナルとなっているダーバン

港の入港可能船舶の大型化を図る目的で、トランスネット社が実施する事業開発。 

4. イングラ揚水プロジェクト： 電力供給量不足と、石炭火力発電への過度の依存から脱却

するための、ダム建設による揚水発電所建設プロジェクト。 
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5. 自動車部品用工業団地： 低コストかつ集約された拠点の提供により、完成車および自動

車部品メーカーの競争力強化のため、主要な組み立て工場とダーバン港に隣接して建設

されている。外資および国内の自動車メーカーのサプライチェーンを支えることを目的とし

ている。 

 

南ア政府、地方自治体共通のニーズとしては、先進国への仲間入りを目指す同国が、さらなる経済

成長を遂げるための高付加価値産業の育成と、それを支える電力、港湾、物流インフラ整備が中心と

なることが分かる。 

 

一方、ケニア政府は 2章でも見た通り、新成長戦略として「ケニア・ビジョン 2030」と題した 2030 年ま

での政策目標を掲げている。 

その政策目標は、下記に示す通り、観光業等、できるだけ既存の資産を活用して外貨を獲得するこ

とを主力目標の一つに掲げている。 

また食糧の安定供給を目指した農業や付加価値向上のためのアグリビジネスを推進している他、労

働集約型の製造業の強化や人件費の安さでコスト優位性をアピールしたビジネスプロセスアウトソー

シングの誘致など、中所得国への発展段階の国としての政策が主となっている。 

また、これらの国作りを推進するために必要なインフラの構築に投資することを掲げている。 

 

「ケニア・ビジョン 2030」による 2030 年までの政策目標 

1. 観光業の推進 

2. 農業および付加価値向上のためのアグリビジネスの推進 

3. 貿易・商業の活性化 

4. 労働集約型の製造業の強化 

5. ビジネスプロセスアウトソーシング（BPO）誘致による雇用の創出 

6. 金融機関の再編による大規模金融機関の設立 

7. インフラの構築 

 

中央政府の政策に加え、ケニアにおいても経済特区の設置による、地域密着型の外資誘致政策が

進められている。ここでは日本企業がケニアに進出する際、経済規模および立地の観点から最有力候

補の進出先になると考えられる、モンバサ港のキペブ経済特区(Kipevu EPZ)について説明する。 
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以下は、同国最大の商業用港を擁するモンバサにあるキペブ経済特区の施策状況である。 

モンバサ港の経済特区（Kipevu EPZ）の施策 

1,200 ㎡の工業用建物を 32 件建設した。（完成）1 

Daewoo 職業訓練校(Daewoo Vocational Training Institute)を設置した。（完成）2 

フル・インフラストラクチャー（上下水、道路、排水、電気、通信）を整備する予定3。 

鉄道ターミナル、コンテナ・フレイト・ステーション(CFS)、企業用倉庫を整備する予定4。 

主要区域に接する低コスト住宅を 500 ユニット建設する予定。5 

「モンバサ港周辺道路開発事業」（日本 ODA による支援） 

モンバサ港を玄関口とし、ナイロビを経て、ウガンダの首都カンパラ、さらにはウガンダ、ブルン

ジまで至る東アフリカで最大の輸送量を誇る経済回廊に接続する道路およびモンバサ湾の南

部へ通じる道路が建設される予定である。日本政府は約 277 億を上限とする本事業の支援に

調印している。 

 

もう一つ日本企業がケニアへの進出を検討する際に有力な候補となるのが、現在、開発を予定され

ているナイロビ地区の経済特区である。同特区の施策状況は下記の通りである。 

ナイロビの経済特区の施策 

ケニアを情報通信技術の主要なセンター・オブ・エクセレンス（中核的研究拠点）として世界に

売り出すため、ケニア政府が開発を予定している 100 エーカーの経済特区。 

ナイロビ市中心部の商業地域から 30km ほどのアチリバーにあり、モンバサ街道沿いに位置し

ているため、国際輸送施設へのアクセスも便利。 

高度な通信インフラおよび直ちに利用可能なエネルギー施設が整備された、マルチメディア技

術パーク、モール、オフィスパーク、工業団地、娯楽施設などが入居する予定になっている。 

国境を超えたビジネスプロセスアウトソーシング（BPO）活動などの活性化が期待されている6。 

以上の取り組みからケニア政府、地方自治体ともに、国際的に競争力のある国作りへ向けたハード

面のインフラ整備とソフト面の人材育成に対するニーズが高いことが分かる。 

 

                                                   
1 Export Processing Zones Authority ホームページ 

 http://www.epzakenya.com/epzsinkenya.php?cat=3&sub=8 
2 同上 
3 Export Processing Zones Authority “Information For Prospective Investors in Kenya’s EPZs” 
4 同上 
5 Export Processing Zones Authority ホームページ 

 http://www.epzakenya.com/epzsinkenya.php?cat=3&sub=8 
6 Macro Planning Directorate Office of the Prime Minister Ministry of State for Planning, National 

Development and Vision 2030 「ケニアの主要な投資機会の要約」(2008) 
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(2) マーケットリサーチによる定性的分析 

(ｱ) 消費者のニーズ7 

現地で実施した調査結果を中心に、現地のコンサルティング会社等が有する各種マーケットデータ

も加味しながら、日本企業にとっての対象顧客となる南ア・ケニアそれぞれの黒人中間層の上・中位層

と富裕層の消費者ニーズをまとめると、基礎生活を構成する①食品、②消費財、③医薬品・セルフケア

製品に対して以下のようなニーズを持っていることが分かった。 

 

現地消費者のニーズ 

食品 

南
ア 

 南アにおける白人富裕層は、欧米先進国と相違ないライフスタイルを有しているため、

市場全般として高品質・多様性へのニーズは確実に存在する。 

 新しい食のスタイルとして、新規性のある食品のニーズが高まっている。ファーストフード

やテークアウトフードは既に定着しているが、今後は外国の珍しい料理の惣菜など、白

人富裕層および黒人新中間層を中心に、多様性のある食のスタイルに関するニーズが

高まっている。 

 食品加工の観点からは、加工水準の高い食品へのニーズが高まっている。例えば、処

理済みの鮮魚や、食べやすい形状にカットされた野菜・精肉など、調理に要する手間の

短縮やゴミの件減など利便性へのニーズが高まっている。 

 テークアウトフードに代わる食のスタイルとして、調理に手間がかからず、斬新なファー

ストフード（半加工食品・加工食品）に対するニーズが高まっている。 

 市場規模はまだ小さいものの、健康的な食生活への関心の高まりに伴い、ヘルシー食

品へのニーズが高まっている。 

 目の肥えた消費者からは、より安全で高品質な国産食材へのニーズが高まっている。 

 パッケージ技術の観点からは、衛生性と保存性に優れたパッケージへのニーズが高ま

っている。また栄養価や添加物等の表示に対する関心も高まっている。 

 多くの先進国はジャムをビン詰めにする技術を有するのに対し、南アはカン詰めの技術

しか持たない。南アの消費者はビン詰めのジャムに高級に見えるため、南アはビン詰め

されたジャムを輸入している。 

 チョコレートは人気がある。しかし、南アには砂糖や牛乳、ココナッツ等の材料は豊富に

あるものの、高品質なチョコレートを作る技術がないため、完成品を輸入している。 

ケ
ニ
ア 

 ケニアにおいても富裕層8や中間層の食への関心は高く、外食産業は発展しつつある。

ナイロビ市内には日本料理をはじめ、韓国やタイ、中東などの料理店が並び、人々の海

外の料理への関心は高い。 

 海外の食への関心の高さは外食産業に限ったことではない。ショッピングセンターに付

設されたスーパーではチーズなど輸入物の加工食品が棚に並ぶ。 

 食生活がバラエティを広げる一方で、ケニア国内の食品加工技術にはまだまだ成長の

                                                   
7「本調査では以下の組織および個人にヒアリングまたはアンケートを実施した。南ア;日本企業 8 社、欧米系企

業 1 社、新興国系企業 1 社、現地企業 8 社、政府系機関 7 機関、NGO 2 機関、一般消費者 151 人。ケニア;日

本企業 3 社、欧米系企業 2 社、新興国系企業 1 社、現地企業 15 社、政府系機関 15 機関、国際機関 1 機関、

NGO 4 機関、大学 1 校、一般消費者 163 人。」 
8 ケニアにおける富裕層は、主にケニア政府高官や外国政府関係者、多国籍企業の駐在員、多国籍・現

地企業の管理職、インド人コミュニティから成っている。 
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余地が大きい。例えば、富裕層に人気のある YAYA ショッピングセンター内の八百屋で

は豆腐を販売しているが、これは現地の日本人が製造したものである。 

 健康食品への関心も高い。主な購入層は高・中間所得者層であるが、今回の現地調査

で行った街頭アンケートによれば、低所得者層の関心は高いようである。 

 日本とは異なり、都市部のビジネスマンは忙しくてもほぼ確実に昼休みを取得し外食す

る。日本のコンビニ弁当のような多忙なビジネスマン向けの商品には潜在的なニーズが

ある可能性はある。 

 低所得者層は、富裕層や中間層と比較して、食料品の購入品頻度が高い。これには理

由が二つ考えられ、一つは家庭における冷蔵庫などの食料品維持機能が欠如するこ

と、もう一つは低所得者層が一度の購買で支払える金額が限られていることである。低

所得者等には、内容量も金額も小さい商品の方が好まれる。 

 

 

 

 

  

▲高所得層向けのスーパーには高級な輸入

物のチーズが豊富に揃う（南ア） 

▲鮮魚が家庭で調理がしやすい大きさにカット

され、パッキングされた常態で販売されている

（南ア） 
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▲手頃な大きさにカットされた鮭（ケニア） ▲パッキングされた状態で販売される国内外

産の肉類（ケニア） 

▲富裕層向けのスーパーでは輸入チーズな

どの高級食材が販売される。現地で日本人

が生産した豆腐も購入可能。（ケニア） 
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消費財 

南
ア 

 生活レベルの向上に伴って、富裕層および新中間層の間では健康・美容への関心が高

まっている。 

 特に黒人新中間層は痩身や髪の美しさに対するあこがれが強く、健康食品やヘアケア

製品の需要が伸びている。黒人独自の毛質に特化したヘアケア製品や付け毛、カツラ

などのヘアアクセサリーのニーズが高まっている。 

 パッケージの観点からは、環境に配慮したリサイクル可能素材や、詰め替え用ボトルへ

のニーズが高まっている。 

ケ
ニ
ア 

 ケニアにおいても女性の痩身、ヘア用品へのニーズは高く、健康食品や付け毛やカツラ

が市場に多く出回っている。 

 害虫、特に蚊に悩まされる事が多く、殺虫剤などの商品へのニーズは高い。ケニアには

マラリアを媒介する蚊が存在する地域があり、そこでは特に蚊への対策ニーズは高い

が、マラリアが発生しないナイロビなどの都市部においても蚊への対策は同様に高い。 

 家庭用電化製品や文房具などは一通り、市場に流通しているが、先進国のものと比較

すると品質に見劣りする商品が多い。日本国内で一般的と思われている水準の製品

は、ケニアにおいては高品質商品としてのニーズがあると思われる。 
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▲富裕層向けショッピングモール内に併設さ

れた美容室。設備の様子や店の雰囲気は日

本と変わらない印象を受ける。（南ア） 

▲大型スーパーの商品の種類は日本のドラ

ックストアよりも豊富である。（ケニア） 

▲中・高所得者向けの大型スーパーに陳列

される豊富なシャンプー類。（ケニア） 

▲主に黒人女性を対象としたウィッグ（女性

用かつら）がスーパーに並ぶ。（ケニア） 
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医薬品・セルフケア製品 

南
ア 

 健康に裏付けられたクオリティ・オブ；ライフ（QOL）への向上を目指す、予防医療へのニ

ーズが高まっている。 

 伝統的な処方箋を必要とする専門医薬品から店頭で購入が可能な一般医薬品へのニ

ーズが高まっている。 

 生活の欧米化に伴う肥満の増加に伴い、痩身関連商品・サービスへのニーズが高まっ

ている。 

 増大した人口の若年層が高齢化することに伴い、高齢化対策（エージング）関連製品へ

のニーズが高まっている。 

ケ
ニ
ア 

 より安全・衛生的で革新的な医療機器へのニーズが高まっている。 

 手軽に購入できる健康関連製品へのニーズが高まっている。一般的なビタミン剤以外に

も、希少性の高いサプリメントのニーズが高まっている。 

 中間所得者以上については健康や美容に関する消費も盛んであり、ショッピングセンタ

ーに併設されたドラッグストアやスーパーでは整髪量や制汗剤などの商品が取り扱われ

ており、それらの商品の種類の多さは日本のドラッグストア等と比較しても遜色がない程

度である。 

 

 

 

 

▲ナイロビの一部のドラッグストアでは先進

国と遜色がない程豊富な種類の医薬品が販

売されている。（ケニア） 

▲ケニアにおいても化粧品はドラッグストアの

主力製品である。（ケニア） 
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▲富裕層を中心とする顧客を対象に、ビタミ

ン剤を初めとするサプリメントも充実してい

る。（ケニア） 

▲デオドラントスプレーだけでも種類は多量

である。（ケニア） 
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(ｲ) 政府のニーズ 

次に南ア・ケニア両政府、および両国の地方自治体ならびに経済開発特区が共通して政策的に強

化している農業および 1. アグリビジネス、2. 製造業、3. 再生可能エネルギーの 3 つの産業分野にお

いて、個別にニーズを見てゆく。 

 

政府のニーズ 

農業およびアグリビジネス 

南
ア 

 南アではGDPに占める農林水産業の構成比率は約1％に留まり、農業全体での収入は

縮小傾向にある。農産物加工品による農業収入を増やす必要がある。 

 国内において利用可能な総水量のうち 60％が灌漑用水として使用されているが、効率

性の低さが課題となっている。このため灌漑スキームの改修および新規開発ニーズが

高まっている。 

 また農業関係では、マイホーム所有者のレジャーとして園芸用の種子、苗、球根のニー

ズが高まっている。 

 畜産物では、入手が困難な鶏肉の人気が高まっている。 

 漁業では、国内市場よりも輸出向け生産のニーズが高まっている。 

ケ
ニ
ア 

 ケニアでは、GDP に占める農林水産業の構成比率が 13％、全輸出の 50％以上を農産

物が占めるなど、依然として農業への依存率が高いにも関わらず、その効率性が低い

ため、農業技術の向上が課題となっている。 

 小規模農家が主であり、国の保護なしでは単独で農業効率を上げることは不可能。 

 農業技術では、特に灌漑施設整備へのニーズと肥料開発のニーズが高まっている。 

 干ばつ対策として、穀物貯蓄のニーズが高まっている。 

 高原地帯では、コーヒー、紅茶の生産が盛んであるが、小規模農家による経営のため、

国際的な競争力強化が課題となっている。 

 輸出用にはバラなどの園芸農作物が主流れとなっているが、知名度が低く差別化が図

られていない。 

 規模は小さいながら淡水魚や、エビの養殖ニーズが高まっている。 
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製造業 

南
ア 

 製造業では自動車産業のシェアが圧倒的に高く、日系自動車メーカー、欧州系自動車メ

ーカーがグローバル製造拠点として南ア国内に工場を設置している。 

 自動車製造業の高まりにいより、同国からの自動車輸出量が増加しているが、貿易港

の取扱量が限界を超えているなど、インフラの整備ニーズが高まっている。 

 政府は雇用創出への取り組みとして、労働集約型製造業の産業育成に取り組んでいる

が、現地人の技術レベル向上が課題となっている。 

 政府は自動車産業の他、海外の重工業メーカーによる直接投資を誘致しているが、電

力供給の不安定さが阻害要因となって産業育成が遅れている。 

 

ケ
ニ
ア 

 ケニアの GDP における製造業の割合は 10％程度とまだ低く、今後「ケニア・ビジョン

2030」が掲げる繁栄した国を作ってゆくためには工業化の推進は不可欠となっている。 

 このため、労働集約型製造業の産業育成が不可欠となるが、基盤となるインフラが整備

されていない状況である。 

 自動車産業では、部品輸入による組み立て生産が拡大している。 

 

 

再生可能エネルギー 

南
ア 

 南アは、アフリカ最大の電力供給国であり、国民一人あたりの消費電力も世界平均を超

えているものの、経済成長の規模に対して十分とは言えない。 

 南アでは国内生産電力の 95％が石炭火力発電となっているため、エネルギー資源の分

散化、および CO2排出に関する国際社会への対応が課題となっている。 

 同国の総合資源計画では、2030年までに国内生産電力のエネルギー構成において、火

力発電の割合を現行の95％から48％に引き下げ、代替として再生可能エネルギーの割

合を 16％まで引き上げることが掲げられている。 

 同国における再生可能エネルギー源として、政府は太陽光、太陽熱および風力に注力

する旨を明示している。 

ケ
ニ
ア 

 ケニアでは国内電力生産の 4 割以上が水力発電となっているが、干ばつによるダムの

水不足が度重なる停電を招いている。天候に左右される水力発電への依存からの脱却

が課題となっている。 

 また同国の電化率は全国平均 20％と低く、特に農村部においては 4％と極めて低いこと

から、電力インフラの整備が中長期的な国策課題となっている。 

 ケニアの課題は、南アのような炭素化や環境問題ではなく、活力のある国民生活と競争

力のある企業活動を支えることである。そのため、基礎的電力インフラ整備として発電所

の建設および、農村部への配電設備の増設ニーズが高まっている。 

 同国においても再生可能エネルギーの促進が政策課題とされている。エネルギー源とし

ては、地熱、風力、太陽光、太陽熱に注力することを明示している。 
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2. 現地進出の可能性分析 

以上、消費者と政府の両方から現地のニーズを概観したが、これらのニーズと日本企業の強みをいか

に一致させることができるかがビジネス進出にとって重要である。 

本項では前項で行った現地ニーズの分析を踏まえ、中小企業を中心とする日本企業がアフリカ市場に

進出可能な事業分野を分析してゆく。 

分析を進めるにあたって、まず日本の産業構造を概観した上で、グローバル競争の中で優位性を発揮

することが見込まれる産業の検討を行う。 

 

日本の産業構造をマクロ経済的な視点から見ると、全産業（金融業、保険業を除く）の 2010 年（平成 22

年）の経常利益は 43.7 兆円となっており、失われた 10 年と呼ばれるように、低成長が続いている。 

 

図表 5 全産業の経常利益金額の推移 

 

 
（出所：財務省 平成 22 年度法人企業統計） 
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全産業（金融業、保険業を除く）における経常利益の内訳を見ると、自動車を含む運送用機械の経常利

益が6％（2.1兆円）、電気機械の経常利益が4％（1.5兆円）と合計で10％を占めており、我が国の基幹産

業として 1970 年代以降、グローバル製造業と呼ばれ、国内で生産した製品を海外市場に輸出することで

経済成長を遂げてきた。 

 

図表 6 平成 22 年度における全産業の経常利益の内訳 

 

 
（出所：財務省 平成 22 年度法人企業統計） 

 

 

しかしながら1990年代以降、新興国の台頭とグローバル競争の激化により、工業製品のコモディティ化

や円高が進み、日本の製造業が国内市場で生産を行い海外市場へ向けて貿易するという産業構造は経

済合理性を持たなくなった。 

1990 年以降、貿易から見た日本の国際競争力は低下の一途をたどっている。下図は輸入価格に対す

る輸出価格の比率の推移であるが、国家の輸出競争力を示す重要な指標となっている。この値の低下は、

多くの業種で日本製品の競争力が低下していることを示す。 
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図表 7 輸入価格に対する輸出価格の比率の推移 

 

 

(2000 年 = 100) 

（出所：オックスフォード・エコノミクス/Haver Analytics） 
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グローバル製造業においてはこの傾向は顕著で、自動車産業ではかろうじて維持しているものの、電

気機械産業では大幅に落ち込み世界でのシェアを喪失している。 

 

図表 8 貿易から見た国際競争力指数の推移 

 

 

（注）国際競争力指数＝（輸出－輸入）／（輸出＋輸入）×注）国） 

（出所：経済産業省「通商白書」、日本自動車工業会、日本電気工業会ＨＰ（家電）） 
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このようなグローバル経済の流れの中で、開発途上国および新興国の市場規模は 2000 年以降拡大を

続けており、一方、先進国の市場規模は今後縮小していくことが予測されている。日本の市場規模も微増

に留まると予測されている。 

 

図表 9 世界の市場規模拡大 

 

（出所：経済産業省 「日本の産業を巡る現状と課題」平成 22 年 2 月） 

 

 

また、先進国と新興国の GDP構成比率の推移を見ると、2030 年には非OECD国である新興国の割合

が世界の半数を超え、57％まで成長すると予測されている。 
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図表 10 先進国と新興国の GDP構成比率の推移 

 

（出所：世界銀行「世界開発指標」、世界銀行「国際比較プログラム」データベース、経済協力開発機構

(OECD)「2010 年世界開発の展望―富の移動」） 

 

日本企業は輸出型の産業構造から脱却し、事業活動のグローバル化による持続的な成長を目指して

高成長する新興国市場への進出を加速している。2010 年度において、海外に現地法人を有し、稼働中の

日本企業は 18,500 社を超えている。 

 

図表 11 海外進出企業数の変遷 

 
（出所：経済産業省 海外事業加圧同基本調査） 
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自動車メーカーや電気機械メーカーのような大企業の海外進出に伴い、系列下請けメーカーをはじめと

する中小企業も受注確保のためグローバル化は避けられなくなっている。 

しかしながら近年では、新興国市場でのグローバル競争が激化しており、進出した日本の大手企業が

現地企業や他の新興国企業に勝てないという現象が続いている。このような状況の中、大手企業に同行

して海外進出した系列の中小企業は、現地での仕事が減少するなど厳しい状況におかれていると推測さ

れる。 

今後、中小企業は自社製品・サービスの競争力を高め、系列の大手企業に頼らず独自に現地市場を

開拓してゆく姿勢が重要となる。 

大手企業がまだ競争が激化していない新市場に早期に進出していかなくてはいけないのはもちろんの

こと中小企業も大手依存型ビジネスから海外での独自展開が必要となる。 

 

大手企業はもとより中小企業は、今後新興国の成長を自社に取り込んでいくためのビジネスモデルを

検討しなければならない。ビジネスモデルの検討に際してはまず、日本企業がどのような事業分野で優位

性を発揮できるのかについて把握しておく必要がある。 

 

(1) 日本の優位性がそのまま活用できる事業分野 

① 食料品 

南アにおいては食料品の供給不足という社会問題は解消されているものの、食料品の品揃えの豊

富さや安全性の高い食品の製造・管理体制では日本が優位性を持っている。 

このような知見やノウハウを活用した事業分野へ進出することが現地ニーズとの適合性からも有望

と考えられる。 

② 化学・ハイテク素材 

日本の製造業を支える化学・ハイテク素材分野はすそ野が広く、優れた技術を持った中小企業が多

い。大手製造業へのサプライヤーとして国内市場の特化している中小企業が多いのが現状であるが、

大手製造業の製造拠点の海外移転に伴って、海外での提携先として一緒に海外進出するケースも多

く見られる。アフリカ進出に関しては、日系企業に限らず非日系の企業との取引により、工業化の進む

現地業界でビジネス機会を獲得することが可能であると考える。 

③ 情報通信技術（ICT） 

技術自体の斬新性はなくても、組み合わせやサービス方法の提案によりユーザーの利便性を高め

るところに日本は優位性を持っている。アフリカ市場においては、近年 NTT グループが南アのテレコム

会社、ディメンジョン・データを買収して現地でのエリアカバー拡大を図っている。NTT グループのアフリ

カ進出を契機に、日系 ICT企業の事業展開は今後マーケットを拡大するものと予想される。 

④ 運輸 

最新鋭の設備と一貫したオペレーション技術を有し、グローバルとローカルの両方の観点からスピ

ーディーかつ信頼性の高い物流サービスを提供できる日本の運輸分野は、物流インフラが喫緊の課

題となっている南ア・ケニア両国において投資機会が大きいと考える。 
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(2) 中長期的に見て日本の優位性が活かされる事業分野 

① 新エネルギー 

日本をはじめとする先進国各国では、CO2排出に伴う対応や、エネルギー安全保障の観点から再生

可能エネルギーを中心とした新エネルギー分野への投資を加速している。 

しかしながらこれらの分野は従来エネルギーと比較して高コストとなり、国際競争も激化していること

から、日本がグローバル競争の中で優位性を発揮してゆくためには、技術面・コスト面での差別化が必

要となり、産業育成のために時間を要する分野となっている。 

② 環境 

天然資源を持たず資源エネルギーのほぼ全てを輸入に頼る日本では、エネルギーの有効活用、環

境への配慮の観点から優れた技術を有し、国際的にも高い競争力を持つ企業が存在する。 

南アでも多く産出される石炭を利用した石炭火力発電の分野でも、CO2 排出量をほとんどゼロに抑

えるクリーンコール・エネルギーの分野では日本は世界トップクラスの技術を持っており、このような環

境配慮方の技術移転は、南アの今後の工業化に伴って需要が高まるものと想定される。 

③ ライフサイエンス・健康 

生活習慣病や肥満など欧米型ライフスタイルに伴う問題解決として、日本のライフサイエンス、およ

び「ウェルネス」、「エイジング」をコンセプトとした健康関連製品は優位性を持つと考えられる。 

日本人における長寿や肥満率の低さなどを支える食生活等のソフトスキルも現地で受け入れられる

素地があるものと考える。 

④ 介護・保育 

少子高齢化社会として課題先進国である日本は、介護・保育の分野でその課題解決の過程から創

出された知見やノウハウを集積し、将来先進国への経済成長の過程で同様の課題に直面することとな

る現在の新興国へ向けてビジネスモデルとして輸出することができる。高齢化は、日本と比較した場合、

早急に対応しなければならない深刻な社会課題とは認識されていないが、相対的に高齢化が進んで

いる国は南アでは、高齢化率は 2005 年(65 歳以上)に 4.1%で 2050 年の予測では 9.1%へ増加すること

が見込まれる9。そのため、将来的に当該分野の産業育成を推進してゆくことが有望と考えられる。一

方のケニアは、若年層の厚い人口構造から高齢化問題は現在の課題ではないが、確実に存在する富

裕層と今後拡大が予想される中間層の生活の向上に伴い、介護・保育サービスは拡大する潜在性を

有している。 

 

(3) 既に日本企業や他国企業が進出している事業分野 

① 自動車 

労働集約型の産業は、戦後日本が強みを発揮してきた代表的な事業分野である。チームワークと

高い倫理観を持つ日本的経営が示唆するものは多い。 

代表例である自動車産業は、既に南ア・ケニアへの進出の歴史は長く、特に南アにおけるトヨタ自動

車および系列会社の進出は非常に大規模なものとなっている。 

                                                   
9 牧野久美子(2011.5)「南アフリカ-一家の生活を支える高齢者手当-」(アジ研ワールド・トレンド No.188) 
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現地消費者に認知されつつある日本製自動車に対する信頼や、日本から輸出される中古車の台数

の拡大などからも当該分野における日本企業のビジネス機会は拡大するものと予測される。 

② 電気機械／一般機械 

既に多くの日本企業が南アには進出している。現地ではコスト競争力のある新興国企業との競争が

激化しており、現行の製品ポジショニングではマーケットシェアを拡大することは困難が予測される。 

今後、ローカル志向のの規格も採用し、現地消費者の嗜好にあった製品を提供することができれば

日本企業のビジネス機会は拡大するものと予測される。 
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3. 参入障壁およびビジネスリスクの分析とその対策 

(1) 現地市場での日本企業の製品・サービスの参入障壁や不利益 

日本企業がアフリカ市場に進出するにあたっては、まず、自社が進出しようとする事業分野における

規制等を理解することが前提である。 

前項で、現地ニーズに基づく事業分野として、①食品、②消費財、③医薬品・セルフケア製品、④再

生可能エネルギーを挙げたが、これらの事業に関してはそれぞれ所轄官庁・機関が定める法令および

規則が数多く存在するため、事前にその内容を確認しておく必要がある。 

 

次に日本企業の製品・サービスに関する不利益として特に留意すべき点は下記の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 現地でのビジネスリスク 

現地でのビジネスには不確実性による様々なリスクが想定される。代表的なリスクの種類としては、

財務・投資リスク、マーケティングリスク、製品サービス開発リスク、オペレーションリスクなどがある。 

ビジネスリスクの低減にはそのリスク要因の分析に基づいた対応が必要となる。分析手法としては

大きく分けて定量的分析と定性的分析がある。財務・投資リスクに対しては、各種専門機関から公表さ

れる統計データや指標が存在するため、それらの計量分析によりある程度のリスク低減は可能となる。

一方、マーケティングリスクや製品サービス開発リスク、オペレーションリスクについてはリスクの計量

化が難しいため、現地市場動向の的確な理解による質的な分析をもとにした対応策が求められる。 

 

(ｱ) 財務・投資リスク 

 為替レートの変動性 

 金利の変動 

 価格の不安定性 

 景気の後退 

 債権の未回収 

 初期投資回収予測の見誤り 

 

(ｲ) マーケティングリスク 

 現地の商慣習・文化・宗教等の理解不足によるブランド確立の失敗 

 日本の消費者が製品に求める「高品質」は、現地では「不要」となるケースが多いため

「不要」な機能を付して高コストとなっていないか確認する。 

 日本市場で「常識」とされている製品・サービスの概念を一旦崩す。 

 現地のコミュニティや人々の生活習慣を十分に理解した上で、自社の製品・サービスを

現地向けに変更する。 
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(ｳ) 製品サービス開発リスク 

 現地ニーズの読み間違えによる高品質すぎる製品 

 稚拙な品質管理 

(ｴ) オペレーションリスク 

 低い生産性によるタクトタイムの延長 

 低水準の輸送手段による物流の遅延 

 ストライキ等による人件費の高騰 

 

(3) 参入障壁およびビジネスリスクへの対策 

以上で見た参入障壁やビジネスリスクに対して、どのような対策を講じるかを検討するに際しては、

リスク・コントロールの方法を 4 つの体系に整理すると検討が容易となる。 

 

 回避するケース 

そもそもリスクの原因となる事業・活動に着手しない、または中止する。（例：撤退、売却） 

重要なリスク（影響度が高く、発生可能性も高い）に対して適用する。 

 転嫁するケース 

保険やヘッジ取引により、リスクを企業の外部へ転嫁する。（例：貿易保険、金融スワップ） 

重要なリスク（影響度が高く、発生可能性も高い）に対して適用する。 

 軽減するケース 

リスクの発生可能性や影響を軽減するため、新たな対策を講じる。（例：研修、管理の強化） 

偶発リスク（影響度は高いが、発生可能性は低い）に対して適用する。 

日常リスク（影響度は低いが、発生可能性は高い）に対して適用する。 

 受容するケース 

対応をとらず、認識されたリスクをそのまま受容する。（例：容認） 

マイナー・リスク（影響度が低く、発生可能性も低い）に対して適用する。 
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7章 ビジネスモデルについて 

1. 導き出されるビジネスモデル 

6 章にて認識した現地の３つの消費者ニーズ＇①食品、②消費財、③医薬品・セルフケア製品（（と、両

国政府が重点的に推進する政策、および将来的な日本の産業構造を分析した結果、日本企業がアフリカ

に進出する際に有望と見込まれる事業分野を下記の通り特定した。 

1. 再生可能エネルギー 

2. 農業＇食品加工を含む（・アグリビジネス 

3. 消費財 

4. 医薬品・ライフケア 

 

以下では、これらの事業分野における南ア、ケニア両国でのビジネスモデルを導出してゆく。 

導出の手法としては、以下の流れを採用した。 

まず、両国における(1)各事業分野の現状と課題を明らかにする。 

次に、日本企業の立場から(2) 対象顧客と必要とされる技術リソースを特定し、当該事業分野における

为要なマーケット・プレイヤーとサプライチェーンの分析を行う。(1)、(2)をマッチングさせ、(3) 日本企業が

競争優位性を発揮できる領域を把握する。 

そして、(1)から(3)までを総合的に検討したうえ、ビジネスモデル導出を行う。 

 

 

 

 

  

ビジネスモデルの導出

(1)
各事業分野の現状と

課題の明確化

(2)
対象顧客、必要な技術リソース、

为要なマーケット・プレイヤー
サプライチェーンの分析

(3)
日本企業の競争優位性の把握
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2. 再生可能エネルギー 

再生可能エネルギー事業分野は、南ア・ケニア双方の政府が自国の新成長戦略として掲げている政策

分野である。再生可能エネルギーに関しては、両国において様々な奨励施策が導入されており、ビジネス

機会が創出されている。 

再生可能エネルギーとは、化石燃料やウランなどの燃料の使用を必要とせず、永続的に利用すること

が可能なものを利用したエネルギーのことを言い、代表的なエネルギー源としては、地熱、太陽光、風力、

中小水力、バイオマス、太陽熱などが挙げられる。 

以下では、エネルギー源別の発電の特徴を概観する。 

 

(1) 地熱発電 

 

 地熱発電とは、火山や温泉などがある地域において、地下数キロ～数 10 キロメートルの深部に浸透

した雤水等が地熱によって加熱され、熱水や蒸気となって生産井と呼ばれる井戸を伝わって地熱貯

留層までを汲みだされ、蒸気タービンを回して電気を起こす発電方式をいう。 

  

図表 1 地熱発電＇バイナリー（方式概念図 

 
 

＇出所：NEDO1「再生可能エネルギー技術白書」（ 

 地熱発電は、天候に左右されることなく安定した電力供給が可能な再生可能エネルギーである。 

 一方で開発コストが高いという特徴がある。 

 日本は地熱大国であるが、設備容量は停滞している。 

 国際的に見ると、2010 年における地熱発電導入量の日本のシェアは 5％程度となっており、世界第 8

位に留まる。1 位はアメリカ＇28.8％（、2 位フィリピン＇17.8％（、3 位インドネシア＇11.2％（、4 位メキシコ

＇8.9％（、5 位イタリア＇7.9％（、6 位ニュージーランド＇5.9％（、7 位アイスランド＇5.4％（となっている。

＇出所：International Geothermal Association（ 

NEDO によれば日本は今後、地熱の更なる普及に向けて、地熱探査技術の向上や貯留層管理技術等

が必要とされている。 

  

                                                   
1 NEDO: 独立行政法人エネルギー・産業総合開発機構 
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(2) 太陽光発電 

 

 太陽光発電とは、太陽電池を利用して太陽の光エネルギーを電気に変換する発電方式をいう。 

 太陽電池は半導体の一種で、光を当てると電気を起こす特性がある。太陽電池素子そのものをセル

といい、セルを組み合わせて一枚の板上にしたものをモジュールという。 

 高い技術力を背景に日本の存在感は大きいが、欧米や中国等の猛追を受け、日本の太陽電池の生

産量はシェアを落としており、今後の取り組み強化が必要となっている。 

 太陽光発電のビジネスは、サプライチェーンを構成する各機種の製造・販売、発電事業などすそ野が

広いビジネスである。 

図表 2 太陽光発電ビジネスのサプライチェーン 

 

 シリコン素材の長期供給契約から、川上から川下まで一環供給体系の傾向にある。 

 垂直統合、事業統合、サプライチェーンへの資本参加なども活発となっている。 

 欧州太陽光発電産業協会(EPIA)が発表した、2011 年の世界の太陽光発電年間導入量、2011 年

の世界の年間導入量は前年比 66%増の 27.7GW へ拡大した。導入量が多かった国はイタリア

＇9GW（、ドイツ＇7.5GW（、中国＇2GW（、米国(1.6GW)、フランス(1.5GW)、続いて日本(1.1GW)。欧州

が導入量の 75%を占め、引き続き最大の市場となっており、国際競争が激化している。 

 

図表 3 太陽光発電の年間導入量の実績 

 

＇出所：EPIA (2012) Market Report 2011（ 
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(3) 風力発電 

 

 風力発電とは、風の運動エネルギーで風車を回して回転エネルギーに変え、その回転エネルギーで

発電機を回して電気エネルギーに変換する発電方式をいう。 

 風力発電は、風量が天候に左右されるため、電力供給が不安定になるという特徴がある。 

 風力は出力によりマイクロ風車＇1kW 未満（、小型風車＇1kW～50kW 未満（、中型風車＇50kW～

1,000kW 未満（、大型風車＇1,000kW 以上（に分けられる。 

 風力発電は、欧米、中国をはじめとして、世界的に導入が急速に拡大している。 

 国際比較では、日本の類型導入量は 2010 年時点で世界 12 位である。 

 

図表 4 2010 年における世界の風力導入量(MW) 

 

＇出所：資源エネルギー庁 「我が国における再生可能エネルギーの現状」（ 

 

 風力発電ビジネスは、構成部材の製造・販売、風力発電システムの製造・販売、発電ビジネスなどが

挙げられる。 

 製造・販売ビジネスでは重電メーカーがサプライチェーンの水平・垂直統合により事を業拡大してい

る。 

 発電ビジネスでは、IPP2事業の他、CDM3等による環境価値を販売するビジネスが行われている。 

 風力発電システムの国内外市場において、現状では日本メーカーの存在感は小さい。 

 軸受や増速機、発電機、部材の炭素繊維などでは、日本企業が国際競争力を有する技術も多く、世

界市場での日本メーカーのシェアは大きい。 

                                                   
2 IPP (Independent Power Producer)：独立系発電事業者 
3 CDM (Clean Development Mechanism)：クリーン開発メカニスム 
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(4) 中小水力発電 

 

 水力発電とは、堰き止めた河川の水を高い所から低い所へ導き、水の流れ落ちる勢いにより水車を

回し、水車に直結した発電機を回すことで電気を起こす発電方式をいう。 

 利用面からの分類では、流れ込み式、調整池式、貯水池式、揚水式に分けられ、揚水式以外を特に

一般水力と呼んでいる。揚水式は、夜間等に下池の水を上池に挙げ、必要時に放水して発電するた

め、他とは区別している。 

 水力発電の中でも特に中小水力発電とは、一般的に水を貯めることなくそのまま利用する方式で、中

小規模のものをいう。 

 小規模であるため、水車・発電機等の費用割合が大きく、割高となることから、開発の大きな阻害要

因となっている。 

 今後は徹底した低コスト化が必要となる。 

 国際的に見ると、日本の水力発電導入量は 2010 年時点で 4 位となっており、1 位の中国＇19%（、アメ

リカ＇10％（、カナダ＇8％（に大きく水をあけられている。また、シェアは 5％を占めている。 

 

図表 5 世界の水力発電導入量 

 

＇出所：資源エネルギー庁「エネルギー白書 2011」（ 
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(5) バイオマス発電 

 

 バイオマス＇生物起源（発電とは、動植物から生まれた有機性の資源であるバイオマスを物理的、熱

化学的、生物化学的に気体燃料、液体燃料、弧形燃料などに変換し、電気エネルギーとして利用す

る発電方式をいう。 

 バイオマスの原料となる動植物は、その生育過程で大気中の二酸化炭素を吸収しながら成長するた

め、これらを燃焼させたとしても追加的な二酸化炭素は排出されないことから、「カーボンニュートラル」

なエネルギーとされている。 

 バイオマス・エネルギーの技術体系は、原材料栽培・収集・運搬、エネルギー変換技術、一般廃棄物

処理関連、バイオリファイナリーと幅が広い。 

 

図表 6 バイオマス・エネルギーの技術体系 

 

 
＇出所：NEDO 「再生可能エネルギー技術白書」（ 

 

 エタノール発酵、BTL(Biomass To Liquid)、微細藻類、バイオディーゼル、メタン発酵、ガス化などの技

術分野にて、世界各国で技術開発が進められており、我が国も十分な技術開発力を有している。 
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(6) 太陽熱発電 

 

 太陽熱発電とは、太陽光を集めて高温の熱を取り出し、蒸気タービンを回して電気に変換する発電

方式をいう。 

 太陽熱発電には、サンベルト地帯と呼ばれる直達日射量の多い地域が適しており、北アフリカ、南ア、

中東、インド北西部、米国南西部、中国西部等がこれに該当する。 

 発電形式はトラフ型、フレネル型、タワー型が为流である。 

図表 7 太陽熱発電の形式 

 
 

＇出所：NEDO 「再生可能エネルギー技術白書」（ 

 

 関連ビジネスとしては、日本の既存技術を活用した太陽熱発電プラントの製造・販売、要素機器・設

備の製造・販売、新システム・技術の開発等が挙げられる。 

 海外市場が为流であるが、日本企業も積極的に進出を検討しているところである。 

日本政府も世界市場における日本企業の競争力を高めてゆくことを目指している。 
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(7) 現状と課題 

 

6 章において現地消費者のニーズおよび政府のニーズを述べたが、これらのニーズを踏まえた南ア、

ケニアにおける再生可能エネルギーにおける現状と課題は下記の通りとなっている。 

 

再生可能エネルギー 

南
ア 

 経済発展を遂げた国として、エネルギー源の分散化と環境対策が課題となっている。 

 南アでは国内生産電力の 95％が石炭火力発電となっているため、石炭火力への過度

の依存から脱却し CO2 排出量を削減に努めることが国際社会から求められている。 

 南アは、アフリカ最大の電力供給国であり、国民一人あたりの消費電力も世界平均を超

えているものの、経済成長の規模に対して電力供給は十分とは言えないため、IPP 等を

通じた電力供給量の増加が課題となっている。 

 同国における再生可能エネルギー源として、政府は太陽光、太陽熱および風力に注力

する旨を明示しているがコスト高が課題となっている。 

 

ケ
ニ
ア 

 経済発展の途上で、基本的な電力インフラの整備が喫緊の課題となっており、国の電化

率は全国平均 20％と低く、特に農村部においては4％と極めて低いことから、電力インフ

ラの整備が中長期的な国策課題となっている。。 

 ケニアでは国内電力生産の 4 割以上が水力発電となっているが、干ばつによるダムの

水不足が度重なる停電を招いている。天候に左右される水力発電への依存からの脱却

が課題となっている。 

 ケニアの課題は、南アのような炭素化や環境問題ではなく、活力のある国民生活と競争

力のある企業活動を支えることである。そのため、基礎的電力インフラ整備として発電所

の建設および、農村部への配電設備の増設ニーズが高まっている。 

 同国においても再生可能エネルギーの促進が政策課題とされている。エネルギー源とし

ては、地熱、風力、太陽光、太陽熱に注力することを明示している。 

 

 

 

  1. 再生可能エネルギー 

2. 農業・アグリビジネス 

3. 消費財 

4. 医薬品・ライフケア 
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(8) 潜在的な対象顧客 

 

再生可能エネルギー事業への進出は通常、中央政府もしくは地方政府との売電契約が必要となる。

そのため、これらの政府が発注する発電プロジェクトへの入札が前提となる。 

発電プロジェクトを落札し開発業者となるのは一般的にエネルギー関係の多国籍大手企業や日系

大手商社のみである。開発業者は、発電プロジェクトのオーナーとして、EPC4の一連のサプライチェー

ンの中で様々な EPC コントラクター＇サプライヤー（へ業務を発注する。 

日系企業にとって対象顧客となり得るのは開発業者である多国籍大手業者や日系大手商社である

と考えられるが、これらの大手企業は系列会社を指定することが多いため、受注は困難となることが想

定される。従って、EPC コントラクターも対象顧客と想定される。 

このような政府調達プログラムに参画するためには、政府関係者との人脈や現地の業界情報に精

通した戦略パートナーの存在が不可欠となる。また国や事業の内容によっては、外資企業の土地取得

が規制されていることがあるため、戦略的パートナーは一般的に現地人となるケースが多い。 

 

 

                                                   
4 EPC ＇Engineering, Procurement, Construction（：設計・調達・建設。プラント・エンジニアリングにおける 3

つのフェーズのこと。 

中央政府
地方政府

発注者

多国籍大手企業、
日系大手商社、など

開発業者

開発業者の
系列会社、など

EPCコントラクター

進出企業

対象顧客

発注 管理

市場進出

戦略的パートナー

現地情報の提供
人脈の紹介

用地の手当て、など
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(9) 必要とされる技術リソース 

 

NEDO が求める電源別に必要な技術リソースには以下のものがある。 

電源別に必要とされる技術リソース 

地
熱
発
電 

 地熱探査技術 

 スケール対策技術 

 貯留層管理による高効率化技術 

 耐食性素材の開発技術 

 耐久性のあるコーティング技術 

 ヒ素等除去による有害物質の管理・

運用技術、等 

 

風
力
発
電 

 高度な監視システム技術 

 高度な制御システム技術 

 耐久性のある素材開発技術 

 気象・海象予測シミュレーション技術 

 洋上への展開技術 

 自家発電・独立電源系への展開技術 

 風車音発生の抑制技術 

 蓄電池システムの高度化技術 

 大規模集中制御システムによる電力

の安定化技術、等 

太
陽
光
発
電 

 高性能太陽電池の開発技術 

 高度な光閉じ込め技術 

 高耐久性・低コストでのセル構造の開

発技術 

 高耐久性・低コストでのモジュールの

製造技術、等 

中
水
力
発
電 

 水車・発電機の効率化技術 

 取水口への土砂堆積の防止技術 

 ゴミの目詰まり等の防止による水量

の確保技術、等 

バ
イ
オ
マ
ス
発
電 

 セルロース系資源利用のための実用

化技術 

 高効率発酵プロセスの研究開発技術 

 栽培から燃料製造までの一貫生産シ

ステムの開発技術 

 噴流床ガス化炉の開発技術 

 流動型床ガス化炉の開発技術 

 微細藻類生産の実用化技術 

 バイオディーゼル技術 

 メタン発酵技術、等 

太
陽
熱
発
電 

 高性能・低コストでの蓄熱システムの

開発技術 

 高温蓄熱技術 

 熱流体の高温化技術 

 新システム開発技術 

 低コスト・高効率での空冷式冷却シス

テムの開発技術 

 低コストでの阻害開発技術、等 

 

＇出所：「NEDO 再生可能エネルギー技術白書の概要～新たなエネルギー社会の実現に向けて～」 

平成 22 年 7 月 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構＇NEDO（（ 
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(10) サプライチェーン 

 

再生可能エネルギー事業の一般的なサプライチェーンは下記の通りである。 

政府の公示により、発電プロジェクトの入札があり、プロジェクトを落札した開発業者は EPC、つまり

設計、調達、建設を一括して管理する。そこには複数の EPC コントラクターが進出し、各社担当の業務

を行う。 
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为なマーケット・プレイヤー 

以下では再生可能エネルギー業界の地勢図として、各発電事業における为要なマーケット・プレイ

ヤーとなっている日本企業を記載する。 

 

地熱発電 

タ
ー
ビ
ン
・
発
電
機
メ
ー
カ
ー 

 JFE ホールディングス 

 東芝 

 富士電機 

 三菱重工業 

 伊藤忠商事 

 丸紅 

 三井物産 

 住友商事 

 三菱商事、など 

 

発
電
事
業
者 

 三菱瓦斯化学 

 出光興産 

 JX ホールディングス 

 三菱マテリアル 

 東京電力 

 東北電力 

 九州電力 

 北海道電力 

 電源開発＇J-Power（、など 

 

＇出所：経財新聞 2011 年 5 月 5 日版 http://www.zaikei.co.jp/article/20110505/71786.html（ 

 

地熱発電におけるマーケット・プレイヤーは尐ない。これは、開発のリードタイムが長く、設備設置に

は巨額の資金が必要となる地熱発電の特徴によるものである。 

タービンや発電機メーカーとして海外の発電事業に進出しているのは、尐数の大手電機メーカーや

大手商社のみである。また国内で発電事業を行っているのは为要エネルギー会社のみとなっている。 

  

http://www.zaikei.co.jp/article/20110505/71786.html
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太陽光発電 

セ
ル
・
モ
ジ
ュ
ー
ル
・メ
ー
カ
ー 

 Upsolar Japan 株式会社 

 伊藤組モテック株式会社 

 インリー・グリーンエナジージャパン㈱ 

 カナディアン・ソーラー・ジャパン㈱ 

 株式会社カネカ 

 Q セルズジャパン株式会社 

 京セラ株式会社 

 株式会社クリーンベンチャー２１ 

 サンテックパワージャパン株式会社 

 シャープ株式会社 

 ソーラーフロンティア株式会社 

 ソプレイソーラー株式会社 

 長州産業株式会社 

 トリナ・ソーラー・ジャパン株式会社 

 パナソニック株式会社 

 ハンファ・ジャパン株式会社 

 株式会社日立製作所 

 富士電機株式会社 

周
辺
機
器
・部
品
・素
材
メ
ー
カ
ー 

 因幡電機産業株式会社 

 内田鍛工株式会社 

 英弘精機株式会社 

 ABB 株式会社 

 エス・エム・エイ・ジャパン㈱ 

 株式会社エヌ・ピー・シー 

 株式会社荏原電産 

 オーナンバ株式会社 

 奥地建産株式会社 

 オムロン株式会社 

 河村電器産業株式会社 

 株式会社三社電機製作所 

 山洋電気株式会社 

 シーアイ化成株式会社 

 株式会社 GS ユアサ 

 新神戸電機株式会社 

 新電元工業株式会社 

 株式会社ダイドーハント 
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 フジプレアム株式会社 

 本田技研工業株式会社 

 三菱重工業株式会社 

 三菱電機株式会社 

 YOCASOL 株式会社、など 

 

周
辺
機
器
・部
品
・素
材
メ
ー
カ
ー 

 株式会社ダイヘン 

 帝人デュポンフィルム株式会社 

 デュポン株式会社 

 デルタ電子株式会社 

 東光東芝メーターシステムズ㈱ 

 日新製鋼株式会社  

 日新電機株式会社 

 日晴金属株式会社 

 日東工業株式会社 

 日本カーネルシステム株式会社 

 ネグロス電工株式会社 

 日立アプライアンス株式会社 

 株式会社日立産機システム 

 株式会社ブリヂストン 

 古河電池株式会社 

 ホリー株式会社 

 丸正株式会社 

 三井化学東セロ株式会社 

 三菱化学株式会社 

 三菱マテリアル株式会社 

 株式会社明電舎 

 株式会社安川電機 

 若井産業株式会社 

 ワッカーケミカルズイーストアジア株

式会社、など 

発
電
事
業
者 

 関西電力株式会社 

 JX 日鉱日石エネルギー株式会社 

 ソーラーウェイ株式会社 

 東京ガス株式会社、など 

 

 

＇出所：JPEA 太陽光発電協会 会員名簿より抜粋（ 

太陽光発電におけるマーケット・プレイヤーは非常に多い。これは太陽光発電においては、サプライ

チェーンを構成する各機種の製造・販売、発電事業などすそ野が広いという特徴によるものである。 

事業進出の方法が複数あることから、世界中のメーカーが生産業を増やしているため、2004 年末ま

で世界最大の太陽光発電導入国であった日本企業のシェアは低下傾向にあり、IEA 諸国における太

陽光発電設備容量はドイツ、スペインに次ぐ世界 3 位＇12.9％（、太陽電池生産量は中国、ドイツに次ぐ

世界 3 位＇12.6％（となっている。 
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風力発電 

風
車
メ
ー
カ
ー 

 IHI プラント建設株式会社 

 JFE エンジニアリング株式会社 

 株式会社東芝 

 株式会社酉島製作所 

 ㈱日立エンジニアリング・アンド・サービ

ス 

 ㈱日立製作所 

 三菱重工株式会社 

 株式会社明電舎 

 株式会社荏原製作所 

 株式会社駒井ハルテック 

 株式会社ジーエイチクラフト 

 西華産業株式会社、など 

土
木
・建
築 

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
会
社 

 安藤建設株式会社 

 鹿島建設株式会社 

 戸田建設株式会社 

 三井造船株式会社 

 四電エンジニアリング株式会社 

 旭硝子株式会社 

 アジア海洋株式会社 

 大石建設株式会社 

 株式会社大林組 

 株式会社関電工 

 株式会社熊谷組 

 コスモエンジニアリング株式会社 

 五洋建設株式会社 

 佐藤工業株式会社 

 株式会社 JP ハイテック 

 清水建設株式会社 

 新日鉄エンジニアリング株式会社 

 第一建設機工株式会社 

 大旺新洋株式会社 

 大成建設株式会社 

 大洋製器工業株式会社 

 株式会社竹中土木 

 玉川水緑建設株式会社 

 電気興業株式会社 

 東亜建設工業株式会社 

 飛鳥建設株式会社 

 内外製鋼株式会社 

 西日本プラント工業株式会社 

 前田建設工業株式会社 

 株式会社ユアテック 

 ユニタイト下部ｋ 

 若築建設株式会社、など 
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風
車
構
成
品
・
機
械
系
機
器
メ
ー
カ
ー 

 株式会社石橋製作所 

 エア・ウォーター株式会社 

 NTN 株式会社 

 株式会社ジェイテクト 

 住友重機械工業株式会社 

 日本ロパロ株式会社 

 株式会社ハイダック 

 株式会社 濱田屋商店 

 株式会社日立製作所 

 株式会社マツイ 

 株式会社明電舎 

 株式会社アサヒ防災設備 

 株式会社宇佐美鉱油 

 ウッドワード・ジャパン株式会社 

 株式会社関電工 

 株式会社共和電業 

 櫻井技研工業株式会社 

 株式会社ジーエイチクラフト 

 神鋼ボルト株式会社 

 新日本製鐵株式会社 

 スペクトリス株式会社 

 西華産業株式会社 

 タキゲン製造株式会社 

 株式会社竹中製作所 

 電気興業株式会社 

 ナブテスコ株式会社 

 日本光機工業株式会社 

 日本ムーグ株式会社 

 株式会社ブレビニジャパン 

 株式会社三井三池製作所 

 株式会社山口製作所、など 

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
会
社 

 IHI プラント建設株式会社 

 イオスエンジニアリング＆サービス

株式会社 

 株式会社石橋製作所 

 エコ・パワー株式会社 

 JFE エンジニアリング 

 株式会社酉島製作所 

 日本風力開発株式会社 

 株式会社日立エンジニアリング・ア

ンド・サービス 

 株式会社日立製作所 

 株式会社北拓 

 株式会社ミック 

 株式会社明電舎 

 四電工エンジニアリング株式会社 

 アジア海洋株式会社 

 株式会社関電工 

 株式会社玄海建設 

 コアテック株式会社 

 株式会社駒井ハルテック 

 株式会社桜井電業所 

 櫻井技研工業株式会社 

 佐世保重工株式会社 

 株式会社ジェイウィンドサービス 

 株式会社 JP ハイテック 

 株式会社勝栄電業社 

 千葉宇徳株式会社 

 東都エンジニアリングサービス株

式会社 

 北海道パワーエンジニアリング株

式会社、など 

＇出所：JWPA 日本風力発電協会 会員名簿より抜粋（ 

 

風力発電におけるマーケット・プレイヤーは多いが、国際的に見ると、日本の風力発電導入量は

2010 年 12 月末時点で世界 12 位である。これは、平地が尐なく地形も複雑なことと、電力会社の系統

に余力がない場合があること等、日本の風力発電の特徴によるものである。 
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中小水力発電 

水
力
発
電
メ
ー
カ
ー 

 株式会社石垣 

 株式会社イズミ 

 イームル工業株式会社 

 川崎重工業株式会社 

 株式会社シーイーエム 

 シーベルインターナショナル株式会社 

 シンフォニアテクノロジー株式会社 

 田中水力株式会社 

 デンヨー株式会社 

 株式会社東芝電力システム株式会社 

 東北小水力発電株式会社 

 株式会社中川水力 

 日本小水力発電株式会社 

 株式会社日立産機システム 

 富士電機システムズ株式会社 

 株式会社北陸精機 

 堀川工房 

 三菱電機プラントエンジニアリング株式

会社、など 

 

関
連
資
機
材
メ
ー
カ
ー 

 FMP カンノ株式会社 

 株式会社ケネック 

 株式会社広洋技研 

 ダイカポリマー株式会社 

 大日本プラスチックス株式会社 

 鳥居化成株式会社 

 フジコン株式会社、など 

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト 

 アジア航測株式会社 

 株式会社アジア共同設計コンサルタント 

 株式会社有明測量開発社 

 株式会社エックス都市研究所 

 株式会社遠藤都市設計事務所 

 オリジナル設計株式会社 

 株式会社環境と開発 

 東電設計株式会社、など 

発
電
事
業
者 

 株式会社アルプス電気 

 住友共同電力株式会社 

 中国小水力発電協会 

 三峰川電力株式会社、など 

 

＇出所：全国小水力利用推進協議会 会員名簿より抜粋（ 

小水力発電におけるマーケット・プレイヤーは国際的に見て多いと言える。これは、日本の狭い国土

や複雑な地形を背景としており、開発地点の小規模化が進んだことが理由となっている。一方で、開発

地点の奥地化も進んでいることから、発電原価が他の電源と比べて割高となり、開発の大きな阻害要

因となっている。 
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バイオマス発電 

資
材
処
理
技
術 

 荏原製作所 

 大川原製作所 

 大林組 

 月島機械 

 日本ガイシ 

 三井造船 

 三菱重工業 

 三菱樹脂 

 明電舎 

 昭和高分子 

 タクマ、など 

 

ボ
イ
ラ
ー
・メ
ー
カ
ー 

 クボタ 

 JFE エンジニアリング 

 神鋼パンテック 

 東芝 

 日本製鋼所 

 Hitz 日立造船 

 三井鉱山 

 よしみね、など 

＇出所：富士経済「バイオマス利用事業戦略の最前線と将来展望」より抜粋（ 

 

バイオマスについては業界団体が存在せず、参入企業も尐ない。これはバイオマス発電の収益性

が不確実であることが要因であると考えられる。 

      

 

太陽熱発電 

プ
ラ
ン
ト
・メ
ー
カ
ー 

 日揮 

 三井造船 

 川崎重工業 

 JFE エンジニアリング 

 千代田化工建設 

 横河電機、など 

 

部
品
・機
器
メ
ー
カ
ー 

 コニカミノルタオプト 

 旭硝子、など 

＇出所：富士キメラ総研資料等より抜粋（ 

 

太陽熱発電は大型の設備を設置する広い敷地を必要とするため、日本におけるマーケット・プレイ

ヤーは限定的である。一方、アフリカのような広大な土地と日射条件に恵まれている地域は太陽熱発

電に適しているため、日揮が日本企業で初めて海外進出するなど、世界市場を視野に入れると今後の

成長が見込まれる分野である。 
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(11) 日本企業の優位性 

 

上記の分析より、再生可能エネルギー分野における日本企業の優位性は以下の通りと考えられる。 

 

南ア 

 太陽熱 

サンベルト地帯を有し、直達日射量の多い南アの気候に適した発電方法である。近年、世界的

にも有望視されている。 

日本の国際競争力は未知数であるが、日本政府も今後の産業育成として力を入れていく方針

である。 

2010 年には日揮がスペインに進出した。 

 太陽光 

サプライチェーンの構成要素の多さから、すそ野が広く日本企業の数も多いが、国際的な競争

も厳しくなっている。日本は2004年末まで世界最大の太陽光発電導入国であったが、日本企業

のシェアは低下傾向にあり、IEA 諸国における太陽光発電設備容量ベースでドイツ、スペインに

次ぐ世界 3 位＇12.9％（、太陽電池生産量は中国、ドイツに次ぐ世界 3 位＇12.6％（となっている。

技術力に加え、コスト競争力が優位性の鍵となっている。なお、ドイツは 2012年4月から太陽光

発電への補助金を引き下げる計画を発表している。 

 風力 

風力発電導入量の観点からは日本は 2010 年 12 月末時点で世界 12 位と低いものの、複雑な

地形に対応した高い技術力を持った企業が多いことが日本の競争優位となると考えられる。 

 省エネ技術指導 

補足的な論点となるが、上記に加え、同国の为要電力源である石炭火力の省エネ技術指導に

ついても日本は貢献ができると考える。日本も南ア同様、石炭火力への依存度が高く、加えて

天然資源を輸出に頼る国であるため、石炭の効率的な使用、クリーンコール技術については高

い技術を持っているため、当該技術の移転もビジネスとして有望であると考える。 

 

ケニア 

 地熱 

開発コストが高いために、市場進出の企業数は尐ないが、火山や温泉が多い日本の地理的特

徴との共通点も多く、日本の優位性を発揮できる分野である。近年では、富士電機等の大手電

機メーカーや大手商社が国際的なプロジェクトに参画し、高い技術力を持っている。 

 太陽熱／太陽光／風力 

＇同上（ 
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(7) ビジネスモデルの導出 

 

以上から導出される、再生可能エネルギー分野でのビジネスモデルは下記のようになる。 

 

再生可能エネルギー分野におけるビジネスモデル 

 現地におけるプロジェクト経験とリレーションシップを蓄積し、中長期的戦略として南ア・ケ

ニアをゲートウェイとしたアフリカ域内への事業拡大を狙う。 

 太陽熱・太陽光・風力・地熱発電で国際的な競争優位性を持つ企業は、南アおよびケニア

における再生可能エネルギー・プロジェクトのサプライチェーンの中に EPC 契約者または

その下請のサプライヤーとして市場進出するための足場を固める。 

 市場進出に際しては、現地政府機関有力者との人脈や事業経験を有する戦略的パートナ

ーが必要となる。 

 進出方法としては、現地法人の設立、現地企業の買収、現地企業との戦略的提携＇パート

ナー（等、複数の方法が存在するため、それぞれのメリット・デメリットを検討の上、決定す

る。 

 両国の調達プログラムに開発業者として入札する多国籍大手企業や日系商社とのリレー

ションシップを構築し、これらの開発業者のサプライヤーとしてどのような貢献ができるか、

取引内容な自社の技術の優位性をアピールする。 

 リレーションシップの構築は、日系企業のみでなく、現地に進出している 
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3. 農業・アグリビジネス 

農業・アグリビジネス事業分野は、南ア・ケニア双方の政府が自国の新成長戦略として掲げている政策

分野である。両国において様々な奨励施策が導入されており、ビジネス機会が創出されている。 

農業・アグリビジネスをめぐる特徴として、南アでは、白人富裕層および黒人新中間層による食生活の

多様化が進んでおり、より高品質な生鮮食品や、利便性・新規性を追求した食材が求められている。 

一方のケニアでは安定した国作りを目指す政府ニーズとして、食糧の量的・質的向上を目的とした農業

技術の向上および付加価値の向上が重要課題となっている。 

なお本項でいう農業およびアグリビジネスとは、穀物、野菜/果樹、畜産品、水産品、花木を含む 1 次産

品と、これら 1 次産品に付加価値付した加工食品等の 2 次産品を意味している。さらに近年注目を浴びて

いる 6 次産品についても言及している。 

以下では、代表的な産品について概観する。 

 

穀物 

 穀物とは、種実を収穫することを目的として栽培される作物で、その種実はカロリーが高く为

食あるいはその代用となりうる。 

 穀物は貯蔵性が高く、衝撃にも強いため、長距離の運搬が容易で、消費される場所から離

れた土地でも栽培できる。また農業機械の導入による大規模栽培にも適している。 

 世界で栽培される代表的な穀物として米、小麦、トウモロコシが挙げられる。 

 FAOSTAT＇国連食糧農業機関統計データ（によれば、2010 年度における世界の米の収穫量

は 672 百万トンである。日本をはじめとするアジア諸国で栽培され、为食として消費されてい

る。欧米ではサラダや肉・魚の付け合わせとして、またデザートに使用されている。日本では

食生活の多様化等により、米の需要は年々減尐の傾向にある。一方でサブサハラアフリカ地

域では近年米の需要が高まっている。 

 同データによる 2010 年度の世界の小麦収穫量は 651 百万トンである。栽培には温暖な気候

が必要となり、最大の産地である中国をはじめ、世界中で栽培されている。小麦は皮が固い

ため、粒のまま食すより粉状にして利用されることが多い。为にパンやパスタに加工され、欧

米で为食として食されている。 

 同データによる 2010 年度の世界のトウモロコシ収穫量は約 700 百万トンである。気候条件に

左右されず栽培が容易な点が特徴で、南米大陸、アメリカ南部、アフリカ大陸で栽培されて

いる。南米では粉状にしてから作るトルティーヤが为食として食されている。その他、北アフリ

カでは細かな粒状にしたクスクス＇パスタの原型と言われている（が、東アフリカや南アでは

お粥状のウガリが为食として食されている。 

 大豆は日本人の食生活に欠かせない穀物であるが、世界的に見ると製油原料として使用さ

れることが大半である。大豆の生産国トップはアメリカで、日本の大豆の自給率は 5％程度と

低く、大半をアメリカからの輸入に頼っている。 
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野菜/果樹 

 世界各地では多種多様な野菜や果樹が栽培されている。 

 穀物と違い、貯蔵性が低く衝撃にも弱いため、長距離の運搬には技術を要するため、かつて

は地産地消が中心であったが、近年は交通網の整備や輸送技術の発達により、輸出入が急

増している。 

 FAOSTATによれば、生鮮野菜・果樹の貿易取引量は1990年以降、堅調に伸び続けており、

2009 年度の世界の純易取引量は 1,600 億 USD となっている。 

  

＇出所：FAO Statistic Year Book 2012 World Food and Agriculture（ 

 世界の生産量を国別に見ると、生鮮野菜の生産量＇重量ベース（は 1 位が中国、2 位がイン

ド、3 位ベトナム、4 位ナイジェリア、5 位フィリピン、6 位ミャンマー、7 位ネパール、8 位韓国、

9 位日本、10 位ブラジルとなっている。生鮮果樹では、1 位がインド、2 位ベトナム、3 位中国、

4 位イラン、5 位ミャンマー、6 位ナイジェリア、7 位インドネシア、8 位パプアニューギニア、9

位ネパール、10 位韓国となっていおり、生産地は大半が新興国であることが分かる。 

＇FAOSTAT 2010 年度統計データ（ 

 

 一方、日本を含む先進国では、野菜・果樹の国内生産量が減尐し、海外からの輸入が増え

ている。輸入の形態としては、生鮮品のみならず、利便性を追求した冷凍やレトルト、カット済

みなどの加工品の取引量が増加している。 

 新興国の人件費の安さを利用した「開発輸入」と呼ばれる取引形態も存在し、最大の輸出国

である中国をはじめ、タイ、インドネシア、ベトナムで行われている。 
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畜産品 

 畜産とは、食肉、鶏卵の生産・加工、および酪農を含めた産業をいう。肉食文化の欧米諸国

をはじめ、世界中で大規模な経営が行われている。 

 野菜・果樹と同様、鮮度の管理が必要となるが、近年の輸送技術の発達により 1990 年以

降、畜産品の貿易取引量は堅調に伸びている。 

 

＇出所：FAO Statistic Year Book 2012 World Food and Agriculture（ 

 世界で消費される代表的な畜産物として牛肉、豚肉、鶏肉、牛乳、鶏卵が挙げられる。 

 世界の生産量を地域別に見ると、下図の通り、牛肉および牛乳は世界各地で広く生産されて

いることが分かる。一方、豚肉はアジア、ヨーロッパでの生産が多く、鶏肉および鶏卵は世界

の半数以上をアジアで生産されていることが分かる。 

 ＇単位：1,000 飼養頭（ ＇単位：1,000t（ 

 牛肉 豚肉 鶏肉 牛乳 鶏卵 

世界 1,428,701 965,885 19,458 599,615 63,575 

アジア 471,706 582,813 10,654 158,168 37,488 

北アメリカ 162,141 100,613 3,117 111,772 8,792 

南アメリカ 350,190 58,363 2,085 64,453 3,900 

ヨーロッパ 124,249 189,206 1,921 207,370 10,472 

アフリカ 283,075 29,688 1,573 31,749 2,668 

オセアニア 37,341 5,203 108 26,103 254 

＇FAOSTAT 2010 年度統計データ（ 

 1986 年にイギリスで確認された BSE＇狂牛病（が世界中に衝撃を与えた。各国政府は新たに

基準を設け対応にあたったが、消費者の間では食肉の安全性への関心が高まっている。 
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水産品 

 水産物には大きく分けて漁獲･採集と養殖がある。 

 FAOSTAT によれば、全者合せた 2009 年における世界の水産物生産量は 145 百万トンにの

ぼり、そのうち 122 百万トンが食用として消費されている。 

 水産物の内訳を見ると、漁獲・採集は生産量の大半を占めるものの、規制の強化やコスト高

などに伴って先進国を中心に減尐傾向にある。 

 一方で養殖の割合が増加しており、1970 年の 4％から 2009 年には 38％と顕著な伸びを示し

ている。特に新興国における養殖が増加している。 

 

＇出所：FAO Statistic Year Book 2012 World Food and Agriculture（ 

 2009 年度の統計データを見ると、水産品全体でアジアの占める割合が大きく、特に養殖にお

いては世界の生産量の 9 割以上をアジアが占めている。 

 ＇単位：1,000t（ 

 水産品合計 漁獲･採集 養殖 

世界 162,846 89,823 73,023 

アジア 113,556 46,905 66,651 

北・何アメリカ 23,642 21,031 2,610 

ヨーロッパ 15,871 13,386 2,484 

アフリカ 8,327 7,224 1,104 

オセアニア 1,390 1,216 174 

＇FAOSTAT 2009 年度統計データ（ 

 水産物は、貯蔵性が低く保管・輸送には専門的な技術を要するため、加工技術や冷蔵・冷凍

技術の向上が産業育成の鍵となる。 
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花木 

 花木の生産は贈答用や園芸用として農業の一端を担っており、日本では農業総生産量の

5％を占めている。 

 花木の種苗は国内生産と輸入があり、日本では国内生産は微減、輸入は増加傾向にある。 

＇出所：農林水産省 花き産業振興室「花きをめぐる情勢」（ 

 

 世界的には生産額ベースで 1 位がアメリカ＇4,308 百万ユーロ（となっており、2 位がオランダ

＇3,890 百万ユーロ（、日本は世界 3 位＇2,980 百万ユーロ（である。また花木の消費量を見る

と、1 位はスイス、2 位がノルウェー、3 位が日本となっており、日本は生産量・消費量ともに世

界 3 本の指に入っている。 

＇出所：農林水産省 花き産業振興室「オランダ花き輸出戦略調査報告書」（ 

 

 食料品と違い、嗜好性が強いため需要は景気動向に左右されるものの、富裕層や高齢者層

における需要は一般的に安定している。逆に無購買層・低購買層も多いことから、積極的な

PR 活動等による有効な需要拡大対策が課題となっている。 

 新しい需要の創出に関しては、色や香り等による花木の魅力、効用について消費者にアピー

ルして購買意欲を刺激することが重要であるため、消費者に対する正しい知識の普及と併せ

て、これら情報提供を行う者への支援が必要となる。 

 流通は花木専門小売店が中心であるが、近年スーパーやホームセンターでの販売が急増し

ている。 

 消費者のニーズとしては、「日持ちする花」という要望が非常に強い。 

 穀物と違い、貯蔵性が低く衝撃にも弱いため、長距離の運搬は容易ではないため、かつては

地産地消が中心であったが、近年は交通網の整備や輸送技術の発達により、海外を含めた

遠隔地で栽培された花木の消費が増えている。 

 

 

  



 7 章 ビジネスモデルについて 
 

加工食品 

 2 次産品の代表として、加工食品が挙げられる。 

 農水産物は収穫や水揚げ、天候等に左右されるため、生産物の変動が大きい。また生鮮品

は在庫管理が難しく衛生上のリスクも大きいため、工業製品とは別の手法が必要となる。 

 このため、農水産物の多くは収穫地や水揚げ港の近くに立地する加工場にて加工され、国

内および輸出用加工食品として生産される。 

 このような農水産物の加工業は地域の雇用創出にもつながるため、育成が強く求められる。 

 食品加工場の製造工程において最も重要な技術は衛生・安全管理であり、国際的に定めら

れた HACCP＇ハサップ：Hazard Analysis and Critical Control Point（と呼ばれる工程管理手法

の導入が推奨されている。 

 また食の安全と消費者の信頼確保の観点から、トレーサビリティの推進や原材料原産地表

示の義務付けも拡大している。 

 HACCP やトレーサビリティ、原材料原産地表示といった食の安全への取り組みは、零細業者

にとってはコスト面の問題から導入が進みにくい面もあるが、メリットとして国際基準に適合

する商品の生産による市場拡大が挙げられる。 

 为な食品加工のプロセスと項目として下記が挙げられる。 

プロセス 項目 

前処理 □処理ス洗浄 □浄 □切断 □断 □圧縮 □縮 □浸漬 □漬 

□乾燥 

□燥 □選別・検査 □別・検その他 

加熱・冷却 □熱・冷外部加熱 □部加熱内部加熱 □部加熱凍結 □結 □

解凍  

□凍 □その他 

分離・濃縮・粉砕 □離・濃膜処理・濾過 □処理・凍結 □結 □蒸発 □発 □蒸留  

□留 □加圧・減圧 □圧・減製粉 □粉 □その他 

造粒・乳化 □粒・乳合成・形成 □成・形分級 □級 □膜処理 □処理 その

他 

酵素・微生物・反応 □素・微酵素 □素 □微生物 □生物 化学反応 □学反応発酵  

□酵 応その他  

流通 □通他 貯蔵 □蔵 □包装 □装 □輸送環境解析   

□送環境トレーサビリティ □レーサエチレン除去 □チレンその他  

殺菌 □菌他 加熱 □熱 □電磁波 □磁波 薬剤   

□剤  膜処理 □処理 電解水 □解水 その他 

物性・分析・評価 □性・分レオロジー □オロジ食品分析 □品分析分光分析   

□光分析鑑定・標準化 □定・標判別＇品種等（ □別＇品その他 

用水・廃水・廃棄物 □水・廃用水処理 □水処理廃水処理 □水処理廃棄物処理   
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□棄物処加工残渣利用 □工残渣その他 

＇出所：＇社（食品需要研究センター 食品製造加工技術基盤データベース（ 

 

6 次産品 

 6 次＇1 次××次××次＝6 次（産業とは、農林水産省が推進する取り組みで、1 次産業とし

ての農林漁業と 2 次産業としての製造業に 3 次産業としての小売業等の事業をを掛け合わ

せて総合的かつ一体的に推進することにより、地域資源を活用した新たな付加価値を生み

出そうという取り組みのことをいう。 

 日本の農林水産業を取り巻く環境を見ると、国内食品市場の縮小や、農業産出額および農

業所得の低下と、産業全体が著しく落ち込んでいる。 

 農林水産省はこのような状況をふまえ、農山漁村に由来する農林水産品や、経験・知恵・伝

統文化といった有形・無形の地域資源を有効活用し、生産・加工・流通＇販売（を一体化して

付加価値を拡大することにより、農山漁村地域の再生と活性化を図ることを政策目標に掲げ

ている。また 6 次産業化により、2 次・3 次産業による農林漁業＇以後、「アグリビジネス」とい

う（への進出を促進する。 

 平成23＇2011（年3月に六次産業化法が施行された。同法による为な支援措置には以下のも

のがある。 

 農林漁業者向けの無利子融資資金の貸付対象者を拡大 

 産地リレーによる野菜の契約取引の交付金対象産地を拡大 

 直販施設等を建設する際の農地転用等の手続きを簡素化 

 食品の加工・販売に関する資金を債務保証の対象に追加 

 新品種の品種登録に要する出願料を 1/4 に減免 

 食品の加工・販売に関する研究開発・成果利用に必要な資金を債務保証の対象に追加 

 研究開発・成果利用に必要な施設を建設する際の農地転用の手続きを簡素化 

 6 次産業化の事業計画に関しては、構想の具体化から販売・資金計画の具体化、認定申請

書の作成、認定までを全都道府県に設置される 6 次産業化サポートセンターとプランナーが

総合的にサポートする仕組みとなっている。 

 六次産業化法に基づく総合化事業計画の認定件数は、平成 24＇2012（年 6 月 29 日現在、全

国で 939 件に上っており、事業内容の内訳を見ると、加工と直販を一体化させた事業に取り

組む農林漁業者が最も多いという結果になっている。 

 総合事業計画の認定を受けた取組为体の組織形態は株式会社、有限会社、農業生産法

人、組合、農園と多様性に富んでいる。 

 近年、アグリビジネスへの進出に関心を寄せる異業種企業も増えているものの、現在の農地

法では制限が多く、一般企業にとって農業・アグリビジネスへの進出条件は厳しいものとなっ

ている。 

＇出所：農林水産省 「6 次産業化の推進について」（ 
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(1) 現状と課題 

6 章において現地消費者のニーズおよび政府のニーズを述べたが、これらのニーズを踏まえた南ア、

ケニアにおける農業・アグリビジネスにおける現状と課題は下記の通りとなっている。 

農業・アグリビジネス 

南
ア 

 経済発展を遂げた国として、農業依存度は 1％と低い。 

 農場経営は大資本による大規模農場に集約されているものの、農業技術面では改善の

余地も多い。最も改善が求められている農業技術が灌漑技術である。 

 生鮮食品は豊富に市場に出回っているものの、加工技術等、付加価値面では先進国と

比べまだ遅れが目立つ。瓶詰技術が低いため生鮮食品の収穫後のロスが生じている。 

 食材に関する消費者ニーズとして利便性や環境への配慮が求められてきている。 

 白人富裕層と黒人新中間層からは食における新規性が求められるようになっている。 

 マイホーム所有者の間で、レジャーのひとつとして園芸が人気で花木の種子や苗、球根

へのニーズが高まっている。 

ケ
ニ
ア 

 経済発展の途上で、農業への依存度は依然高い。生産効率が低いため、農業技術の

向上が喫緊の課題となっている。 

 農場経営は小規模農家が为であるため、農業効率向上の取り組みには国の援助が必

要。 

 農業生産技術で、特に必要とされているのは灌漑施設と肥料、種子・苗の開発である。 

 農水産品全般について、貯蔵、輸送、包装等の技術が低く収穫後のロスが大きい。 

 貧困層が厚く、乳幼児の栄養失調も深刻であるため、国民の栄養改善が課題である。 

 南ア同様、富裕層からは、付加価値加工品へのニーズが高まっている。 

 インド洋やビクトリア湖から水揚げされる魚や、エビ・マスの養殖などは需要の拡大が見

込まれているものの、水産加工技術や保冷技術・輸送技術の未発達が成長を緩めてい

る。 

 バラを中心に園芸作物も重要な産業であるが、冷蔵や保冷輸送技術の向上が求められ

る。 

 

 

  

【共通点】 

南ア・ケニアともに農業技術の向上、特に灌漑技術の改良が課題となっている。 

両国とも農水産物の収穫後ロスが多く、食品加工技術の向上が課題となっている。 

【相違点】 

南アの消費者はより高品質・新規性の高い食のスタイルを求めている。 

一方、ケニアは貧困層や人口若年齢化に対応した国民の栄養改善が必要となっている。 
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(2) 潜在的な対象顧客 

農業・アグリビジネス事業は非常にすそ野が広い事業分野である。 

土地計画の一環とした灌漑システムの導入等、政府による農業インフラ整備調達プログラムのよう

な大型事業から、企業単位で対応可能な食品加工、また園芸作物を含む生鮮品の保管・配送といった

事業まで、マクロ、ミクロ・レベルで様々な投資機会が存在する。 

このような様々な投資機会において、アフリカ進出を目指す日系企業の顧客となり得る対象としては、

中央政府や地方政府、産地の農業・漁業組合および法人、学校・病院等の自治体、一般消費者など、

事業内容ごとに B to B および B to C 双方で複数のケースが考えられる。 

以下では、代表的な事業内容をケースにとって、潜在的な対象顧客を見てゆく。 

 

＜政府による農業インフラ整備調達プログラムに参画するケース：B to B＞ 

 

前述した発電プロジェクトのケースと類似している。開発業者は、一般的に現地の土木・建設会社や

多国籍の工作機械会社となる。日系企業にとって対象顧客となり得るのは開発業者であると考えられ

るが、これらの大手企業は系列会社を指定することが多いため、受注は困難となることが想定される。

従って、EPC コントラクターも対象顧客と想定される。 

ここでも戦略パートナーの存在が不可欠となるのは発電プロジェクトと同様である。 

 

 

＜農水産品の加工事業のケース：B to B / B to C＞ 

中央政府
地方政府

発注者 開発業者

開発業者の
系列会社、など

EPCコントラクター

進出企業

対象顧客

発注 管理

市場進出

戦略的パートナー

現地情報の提供
人脈の紹介

用地の手当て、など

土木・建設会社、
工作機械会社など
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農水産品の加工事業における対象顧客は、食品加工のどの過程で事業に参画するかにより異なる

が、幅広いステークホルダーが想定される。 

B to B のケースとしては、農水産品のカッティング等の前準備を請け負うのであれば生産者である

農業・漁業組合や法人が対象顧客となる。あるいは加熱・冷却や包装などの加工技術を現地メーカー

に移転するのであれば食品製造業者が対象顧客となる。 

B to C のケースとしては、冷蔵システムを装備した配送サービスなどを自治体消費者や一般消費者

に提供するのであれば、学校・病院や、富裕層・新中間層が対象顧客となる。 

 

 

 

  

農業・漁業
組合・法人

生産者

食品製造業者

メーカー

一般消費者

進出企業

瓶詰、冷凍食品
カット野菜・肉・魚、など

富裕層・新中間層
＇国内（

自治体消費者

学校・病院
＇国内（

対象顧客

戦略的パートナー

現地情報の提供
人脈の紹介

用地の手当て、など

輸出業者
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(3) 必要とされる技術リソース 

農業・アグリビジネスはすそ野の広い分野であるが、南ア・ケニアの現地ニーズに沿った分野で必要

とされる具体的な技術リソースには以下のものがある。 

 

農業・アグリビジネスに必要とされる技術リソース 

灌
漑 

 土木建設技術 

 測量技術 

 灌漑排水設計 

 施工管理 

 水質管理技術、等 

 

水
産
物 

 漁獲･採集技術 

 養殖技術 

 鮮魚処理技術 

 衛生管理技術 

 保管・輸送技術 

 海洋資源管理技術、等 

肥
料
開
発 

 原材料開発技術 

 土壌診断技術 

 土壌改良技術 

 施肥技術 

 環境保全技術、等 

花
木 

 種・苗開・球根発技術 

 品種改良技術 

 鮮度保持技術 

 輸送技術、等 

農
産
物 

 土壌耕作技術 

 栽培技術 

 施肥技術 

 収穫技術 

 品種改良技術 

 衛生管理技術 

 保管・輸送技術 

 土壌環境保護技術、等 

食
品
加
工 

 洗浄・乾燥技術 

 加熱・冷却技術 

 蒸留技術 

 発酵技術 

 貯蔵技術 

 包装技術 

 輸送技術 

 トレーサビリティ技術 

 廃棄物処理技術、等 

 

＇出所：食品加工については＇社（食品需要研究センター 食品製造加工技術基盤データベース（ 
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(4) サプライチェーン 

 

前述した政府による農業インフラ整備調達プログラムに参画するケースと、農水産品の加工事業の

ケースでそれぞれのサプライチェーンを見てゆく。 

 

＜政府による農業インフラ整備調達プログラムに参画するケース：B to B＞ 
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＜農水産品の加工事業のケース：B to B / B to C＞ 

 

 

 

 

 

  

購買・
調達

製造・
生産

流通・
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

サービス

農業・漁業
組合・法人

生産者

一般消費者

加熱、冷凍、
加圧、合成、発酵、

缶詰・瓶詰、
包装、トレーサビリティ、

廃棄物処理、など

富裕層・中間層

自治体消費者

学校・病院

輸出業者

店舗

ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ加工工場 流通業者

洗浄、裁断、乾燥、
選別・検査、など

貯蔵、など

保管倉庫

調達 配送

オンライン販売
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(5) 为なマーケット・プレイヤー 

以下では農業技術分野の地勢図として、灌漑と肥料事業における为要なマーケット・プレイヤーとな

っている日本企業を記載する。 

 

灌漑 

配
管
部
品
・建
設 

 

 株式会社クボタ 

 株式会社小松製作所＇通称：コマツ（ 

 井関農機株式会社 

 株式会社間組＇通称：ハザマ（ 

  

ポ
ン
プ
の
駆
動 

 ヤンマー株式会社 

 ヤマハ発動機株式会社、など 

＇出典：企業ホームページ（ 

 

灌漑技術における民間企業のマーケット・プレイヤーは尐ない。近年では、大型の灌漑事業は中央

政府もしくは地方政府の総合開発の一環として立案されるようになっており、民間企業が海外の大型

灌漑事業に進出するには、グローバルな競争優位性が求められるようになっている。 

 

肥料 

 朝日工業株式会社 

 エムシー・ファーティコム㈱ 

 ㈱大林組技術研究所お 

 開発肥料株式会社 

 片倉チッカリン株式会社 

 クミアイ化学工業株式会

社 

 株式会社理研グリーン 

 公益社団法人 日本下水

道協会 

 三研ソイル株式会社 

 JA 東日本くみあい飼料株

式会社 

 住友化学株式会社 

 セントラル合同肥料㈱ 

 全国土壌改良資材協議会 

 太陽肥料㈱ 

 大起理化工業㈱ 

 日東エフシー㈱ 

 日本石灰窒素工業会 

 日本肥糧㈱ 

 東罐マテリアル・テクノロジ

ー㈱ 

 ㈱藤原製作所 

 富士平工業㈱ 

 (財)肥料化学研究所 

 味の素株式会社生産技術

研究所 

 塩安肥料協会 

 カゴメ株式会社総合研究

所 

 関東化学株式会社 

 株式会社クレアテラ 

 コープケミカル㈱ 

 日本農業協同組合連合 

 日本肥料商連合会 

 電機化学工業㈱ 

 日本肥料アンモニア協会 

 ㈱博友社 

 バイエルクロップサイエン

ス㈱ 

 富士見工業㈱ 

 三菱商事株式会社、など 

＇出所：社団法人 日本土壌肥料学会 協賛会員（ 
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肥料関連のマーケット・プレイヤーも日本には尐ないと言える。これは肥料の成分にはマンガン、リ

ンなどの天然資源が必要となるが、これらの天然資源は日本では産出されず、輸入に頼る必要がある

ことが一因となっていると考えられる。 

次に農作物・花木生産の地勢図として、種苗事業における为要なマーケット・プレイヤーとなっている

日本企業を記載する。 

種苗 

 株)日本農林社 

 (株)サカタのタネ 

 カネコ種苗(株) 

 (株)興農園 

 タキイ種苗(株) 

 (一社)日本種苗協会 

 宝種苗(株) 

 (株)山清商店 

 (株)武蔵野種苗園 

 不二種苗(株) 

 大原種苗(株) 

 (株)大和農園種苗販売部 

 (株)大学農園 

 雪印種苗(株) 

 (株)永池育種農場 

 (株)渡辺採種場 

 (株)水沢種苗店 

 (有)金子祐助商店 

 (株)柳川採種研究会 

 野原種苗(株) 

 トキタ種苗(株) 

 (株)ときわ研究場 

 渡辺農事(株) 

 京成バラ園芸(株) 

 みかど協和(株) 

 植松種苗緑化(株) 

 (有)加藤のタネ 

 日東農産種苗(株) 

 (有)小平種苗商店 

 (株)米三 

 (有)松下種苗店 

 (株)日本タネセンター 

 (有)石川鉄造種苗店 

 福花園種苗(株) 

 トヨハシ種苗(株) 

 (株)アサヒ農園 

 愛三種苗(株) 

 (株)三重興農社 

 丸 種(株) 

 (株)タカヤマシード 

 石原種子(株) 

 (株)フジイシード 

 高田種苗(株) 

 山陽種苗(株) 

 (株)花の大和 

 (株)神田育種農場 

 (株)井谷種苗園 

 (株)高知前川種苗 

 中原採種場(株) 

 九州種苗(株) 

 (株)田中農園 

 八江農芸(株) 

 熊本県園芸種苗(株) 

＇出所：社団法人 日本種苗協会役員名簿（ 

 

上記の名簿は社団法人日本種苗協会の役員名簿である。正会員数は平成 23 年 4 月 1 日現在、

1,216 人にのぼっており、種苗業界におけるマーケット・プレイヤーは非常に多いことが分かる。 

前述した、花木の生産・消費で日本が世界 3 位となっていることからも、園芸大国として国際的な競

争力を有しており、また消費市場としても有望であると言えよう。  
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以下に食品加工分野の地勢図として、缶詰事業における为要なマーケット・プレイヤーとなっている

日本企業を記載する。＇出所：公益社団法人 日本缶詰協会（ 

 

＜製造業者＇正会員（ 274 社＞ 

 (株)アーデン 

 (株)アール・シー・フ

ードパック 

 (株)アイカン 

 愛工房(株) 

 アイシア(株) 

 相浦缶詰(株) 

 (株)葵フーズディナ

ーズ 

 浅井缶詰(株) 

 アサヒ飲料(株) 

 アサヒビール(株) 

 味の素(株) 

 あみ印食品工業

(株) 

 アリアケジャパン

(株) 

 有田食品(株) 

 アルプス食品工業

(株) 

 アヲハタ(株) 

 池田糖化工業( 

 石田缶詰(株) 

 磯じまん(株) 

 一番食品(株) 

 イチビキ(株) 

 (株)いちまる 

 (株)伊藤園 

 伊藤食品(株) 

 伊藤ハム(株) 

 いなば食品(株) 

 (有)茨城食品ガー 

 リック工業 

 岩手缶詰(株) 

 (株)ウーケ 

 (株)榮太樓總本鋪 

 江崎グリコ(株) 

 SSK セールス(株) 

 (株)エスビーサンキ

ョーフーズ 

 エスビー食品(株) 

 エバラ食品工業

(株) 

 (株)えひめ飲料 

 愛媛たいき農業協

同組合 

 えひめ中央農業協

同組合 

 (株)えひめフーズ 

 エム・シーシー食品

(株) 

 (株)遠藤製餡 

 (株)桜桃園 

 (株)大沢加工 

 大塚食品(株) 

 大塚製薬(株) 

 岡本食品(株) 

 岡山県食品(株) 

 興津食品(株) 

 沖縄県農業協同組

合 

 (株)沖縄ホーメル 

 オタフクソース(株) 

 海洋食品(株 

 神奈川柑橘果工

(株) 

 亀田製菓(株) 

 川岸屋水産(株) 

 川﨑食品(株) 

 カンショク(株) 

 紀州食品(株) 

 キスコフーズ(株) 

 岐阜県缶詰(株) 

 (株)岐阜漬物 

 (株)木村九商店 

 キユーピー(株) 

 (株)京まろん天草

工場 

 (株)極洋 

 (株)霧島農産 

 キリンビバレッジ

(株) 

 キンキサイン(株) 

 楠原壜缶詰工業

(株) 

 クノール食品(株) 

 クマモト食品工業

(株) 

 クレードル興農(株) 

 クレードル食品(株) 

 気仙沼ほてい(株) 

 高知缶詰(株) 

 広洋水産(株) 

 光和デリカ(株) 

 コープ食品(株) 

 コーミ(株) 

 ゴールドパック(株) 

  (株)コカ・コーラ 

 東京研究開発セン

ター 

 小林食品(株) 

  駒越食品(株) 

 酒井缶詰工業(株) 

 (株)サスナ 

 (株)サスナデリコム 

 佐竹商事(株) 

 佐藤食品工業(株) 

 讃岐缶詰(株) 

 (宗)ｾﾌﾞﾝｽﾃﾞｰ･ｱﾄﾞ

ﾍﾞﾝﾁｽﾄ 

 団食品事業部 三

育フ―ズ 

 三共食品(株) 

 三幸食品工業(株) 

 (株)三星 

 サントリー食品イン

ターナショナル(株) 

 サンノー食品(株) 

 サンハウス食品

(株) 

 (株)サンフーズ 

 三洋食品(株) 
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 讃陽食品工業(株) 

 サンヨー缶詰(株) 

 寿高原食品(株) 

 壽食品工業(株) 

 三和缶詰(株) 

 (株)ジェイエイビバ

レッジ佐賀 

 (株)ジェイエイフー

ズおおいた 

 井村屋(株) 

 (株)五百川屋商 

 ジェーシーボトリン

グ(株) 

 四国明治(株) 

 静岡ジェイエイフー

ズ(株) 

 信田缶詰(株) 

 島乃香(株) 

 (株)酒悦 

 純和食品(株) 

 正田醤油(株) 

 (株)白子 

 信越食品工業(株) 

 素井興食品工業

(株) 

 (株)スドージャム 

 (株)角南製造所 

 西南開発(株) 

 セントラルパック

(株) 

 仙波糖化工業(株) 

 ソントン食品工業

(株) 

 大東乳業(株) 

 大平食品加工(株) 

 大貿食品(株) 

 たいまつ食品(株) 

 (株)タイム 

 太洋食品(株) 

 平食品(株) 

 (株)髙木商店 

 タカ食品工業(株) 

 高畠食品工業(株) 

 竹中缶詰(株) 

 田中製餡(株) 

 谷尾食糧工業(株) 

 (株)田丸屋本店 

 (株)たらみ 

 田原缶詰(株) 

 千秋農産加工農業

協同組合 

 ちば醤油(株) 

 (株)中華高橋水産 

 (株)津田商店 

 土谷食品(株) 

 天狗缶詰(株) 

 東海罐詰(株) 

 堂本食品(株) 

 東洋水産(株) 

 トーアス(株) 

 鳥取缶詰(株) 

 豊橋養鶉農業協同

組合 

 (株)虎屋 

 (株)永坂更科布屋

太兵衛 

 (株)永谷園 

 長野興農(株) 

 (株)ナガノトマト 

 (株)中村屋 

 中利缶詰(株) 

 (株)ナニワ 

 (株)にしき食品 

 (株)ニチレイフーズ 

 (株)ニチロサンパッ

ク 

 日興食品(株) 

 日清食品ホールデ

ィングス(株) 

 日清フーズ(株) 

 (株)ニッセー 

 日東アリマン(㈱ 

 日東ベスト(株) 

 日本製粉(株) 

 日本ハム(株) 

 日本果実加工(株) 

 日本果実工業(株) 

 日本罐詰(株) 

 (株)日本キャンパッ

ク 

 日本食材加工(株) 

 日本水産(株) 

 日本製麻(株) 

 (学)日本大学生物

資源科学部 

 食品加工実習所 

 日本たばこ産業

(株) 

 日本調味食品(株) 

 日本デルモンテ(株) 

 日本丸天醤油(株) 

 (株)にんべん 

 (株)にんべんフーズ 

 ハインツ日本(株) 

 ハウス食品(株) 

 はごろもフーズ(株) 

 橋本食糧工業(株) 

 (株)ハチカン 

 ハチ食品(株) 

 八戸缶詰(株) 

 八戸協和水産(株) 

 花太刀食品工業

(株) 

 浜源食品(株) 

 浜名湖食品(株) 

 林兼産業(株) 

 兵庫興農(株) 

 (株)ヒロシマ・コープ 

 広瀬缶詰製造所 

 (株)フードケア 

 福井缶詰(株) 

 (株)ふくれん 

 (株)藤枝農産加工

所 

 (株)富士商会 

 藤田罐詰(株) 

 (株)富士冷 

 ブンセン(株) 

 フンドーキン醤油

(株) 

 平和食品工業(株) 

 ベル食品工業(株) 

 (株)宝幸 

 (株)ポッカコーポレ

ーション 

 (株)ホテイフーズコ

ーポレーショ 

 ホリカフーズ(株) 
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 (株)本長 

 (有)升田罐詰 

 (株)丸協食産 

 マルコフーズ(株) 

 (株)丸善 

 丸善食品工業(株) 

 丸善食品工業(株) 

 丸大食品(株) 

 (株)マルハチ村松 

 (株)マルハニチロ北

日本 

 (株)マルハニチロ九

州 

 (株)マルハニチロ食

品 

 (株)マルハニチロホ

ールディングス 

 (株)マルハ物産 

 マルハマ食品(株) 

 丸菱食品(株) 

 

  (株)マルミツサンヨ

ー 

 丸美屋食品工業

(株) 

 マルヤ水産(株) 

 (株)マルユウ 

 三島食品(株) 

 三馬食品(株) 

 (株)ミツカン 

 (株)三越伊勢丹フ

ードサービス 

 南食品工業(株) 

 (株)ミヤカン 

 宮崎県農協果汁

(株) 

 宮島醤油(株) 

 (株)明治 

 メグミフーズ(株) 

 (株)桃屋 

 モランボン(株) 

 森食品工業(株) 

 (株)やくらいフーズ 

 山一商事(株) 

 ヤマキ(株) 

 山崎製パン(株) 

 ヤマト(株) 

 (株)ヤマト松井本店 

 山中缶詰(株) 

 山梨罐詰(株) 

 ヤマモリ(株) 

 山屋食品(株) 

 (株)ヤマリュウ 

 ヤヨイ食品(株) 

 (株)由比缶詰所 

 ＵＣＣ上島珈琲(株) 

 (株)雪国まいたけ 

 吉田缶詰(株) 

 米屋(株) 

 理研ビタミン(株) 

 ロイヤル(株) 

 和歌山県農業協同

組合連合会 

 和歌山産業(株) 

 渡辺食品(株)__ 

 

 

＜組合＇正会員（ 7 社＞ 

 (財)食品環境検査

協会 

 (社) 日本加工食品

卸協会 

 日本ジャム工業協

会 

 日本水産缶詰輸出

水産業組合 

 日本製缶協会 

 日本鮪缶詰輸出水

産業組合 

 日本蜜柑缶詰工業

組合 

 

＜製缶業者＇正会員（ 7 社＞ 

 第一金属工業㈱ 

 大和製罐㈱ 

  大和千葉製罐㈱ 

 東海製罐㈱ 

 東洋製罐㈱ 

 北海製罐㈱ 

 本州製罐㈱ 

 

＜製缶業者＇協賛会員（ 6 社＞ 

 昭和ｱﾙﾐﾆｳﾑ缶㈱ 

 大和容器㈱ 

 ㈱長尾制缶所 

 日東製罐㈱ 

 水戸部製罐㈱ 

 ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ製造缶㈱ 
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＜販売の部＇協賛会員（ 45 社＞ 

 ㈱アグリフーズ 

 朝日商事㈱ 

 伊藤忠商事㈱ 

 ㈱インペリアル・キ

ッチン 

 オーウイル㈱ 

 ㈱カーギルジャパ

ン 

 加藤産業㈱ 

 カルピス㈱ 

 川商フーズ㈱ 

 ㈱神田乾物 

 ㈱北村商店 

 キッコーマン食品㈱ 

 キャンベルジャパン

㈱ 

 ㈱クリニコ 

 国分㈱ 

 サンスター㈱ 

 ㈱サンヨー堂 

 シダックスデリカク

リエイツ㈱ 

 スター・トレーディン

グ㈱ 

 ストー缶詰㈱ 

 太平洋貿易㈱ 

 ㈱大冷 

 ㈱タカキヘルスケア

フーズ 

 田中ビジネスサポ

ート㈱ 

 ㈱ドール 

 豊通食品㈱ 

 ㈱中島薫商店 

 日清オイリオグル

ープ㈱ 

 ㈱日本アクセス 

 日本ケアミール㈱ 

 ネスレ日本㈱ 

 ハウスウェルネスフ

ーズ㈱ 

 赤十字㈱ 

 ビーンスターク・スノ

ー㈱ 

 ビジョン㈱ 

 マースジャパンリミ

テッド 

 三井食品㈱ 

 三井物産㈱ 

 三菱商事㈱ 

 ㈱明示や 

 森永乳業㈱ 

 雪印メグミルク㈱ 

 ユニリーバ・ジャパ

ン・サービス㈱ 

 三菱食品＇㈱（ 

 和光堂＇㈱（ 

 

＜倉庫・運送業者＇協賛会員（ 3 社＞ 

 ㈱天野回曹店   清水倉庫㈱  清和海運㈱  

 

＜容器資材業者＇協賛会員（ 15 社＞ 

 アルダ・メタル・パッ

ケージング・ジャパ

ン㈱ 

 ㈱クラレ 

 昭和電工パッケー

ジング㈱ 

  住友ベークライト

㈱ 

 大日本印刷㈱包装

研究所 

 東罐興業㈱ 

 トーヨーケム㈱ 

 東洋ガラス㈱ 

 凸版印刷㈱ 

 ㈱日本化学研究所 

 日本クラウンコルク

㈱ 

 日本トーカンパッケ

ージ㈱ 

 福岡パッキング㈱ 

 藤森工業㈱ 

 三菱樹脂㈱ 

 

＜機会業者＇協賛会員（ 17 社＞ 

 ㈱イシダテック 

 岩井機会興業㈱ 

 オリヒロ㈱ 

 ㈱カジワラ 

 ㈱神垣鉄工所 

 ㈱サンフードマシナ

リ 

 ㈱正和工機 

 ㈱シンワ機械 

 東京同様、機械㈱ 

 東洋自動車㈱ 

 東洋食品機械㈱ 

 ㈱ナカキン 

 日売貿易㈱ 

 日本バイオコン㈱ 

 日本ポール㈱ 

 ㈱日阪製作所 

 ㈱ブランシュール・

ジャパン 
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＜荷造包装業者業者＇協賛会員（ 2 社＞ 

 ㈲共和包装   ㈱駿河包装   

 

＜調味薬品業者＇協賛会員（ 14 社＞ 

 小川香料㈱ 

 花王㈱ 

 ㈱果香 

 三栄源エフ・エフ・

アイ㈱ 

  第一工業製薬㈱ 

 大洋化学㈱ 

 高砂香料工業㈱ 

 日本食品化工㈱ 

 長谷川香料㈱ 

 不二製油㈱ 

 ブルドックソース㈱ 

 三菱化学フーズ㈱ 

 三菱ガス化学㈱ 

 ヤマサ消費㈱ 

 

＜印刷業者＇協賛会員（ 1 社＞ 

 日本レーベル印刷

㈱ 

   

 

＜缶切り業者＇協賛会員（ 1 社＞ 

 新考社㈱    

 

＜その他＇協賛会員（ 2 社＞ 

 アース環境サービ

ス㈱ 

三協興業㈱   

 

会員数と企業規模の大きさ、および業界の多様性・網羅性から、缶詰・瓶詰関連の食品加工産業が

非常に発達した業界であることが分かる。 
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以下では、農業関連のアグリビジネスに進出している民間企業のマーケット・プレイヤーとその活動

の事例を記載する。 

 

アグリビジネス 

カゴメ株式会社  1998 年に事業部を立ち上げ、トマト生産に本格進出。 

 同社が手掛ける「こくみトマト」ブランドのトマト生産量は全国

収穫量の 1％を占めている。 

 2006 年には電力卸売会社のＪパワー社＇電源開発株式会

社（と共同で、響灌菜園株式会社も立ち上げている。 

ワタミ株式会社  2002 年にワタミファームを設立。以来、その規模を拡大して

いる。 

 外食産業にとって大きな課題である食の安全と消費者の信

頼を自らの手で確保する。 

 栽培する作物は 50 種類以上の野菜。店舗の生ごみを有機

肥料としてリサイクル利用している。 

株式会社パソナ  1994 年に女子大学生の雇用創出を目的とした就農支援を

実施。翌 1995 年には高齢者特例労働者派遣事業を始めて

いる。 

 2003 年には企業経験者を対象に、「農業インターンプロジェ

クト 2003」を実施し、中高年層が企業で培った知識・経験を

農業で活用することを促進。 

メルシャン株式会社  2003 年に農業生産法人(有)ラ・ヴィーニュ社を設立し、長野

県でワイン用ブドウの自社栽培事業を開始。 

 ここで収穫し、つくられたブドウは質の高いワインとなり、国

際コンクールでも多くの賞を受け、高く評価されている。 

 「長野」ブランドが世界で認知されることを目指してブドウ造り

に取り組んでいる。 

キリンビール株式会社  1 ビール作りで培ってきた研究開発力を基盤に 1990 年にア

グリ事業部を発足。 

 欧州を中心とした積極的な M&A によりグループを拡大しな

がら、世界的にアグリ事業を展開。 

 中でも花木種苗＇バラ、キク、カーネーションなど（事業、ジャ

ガイモ事業を二つの重点事業と位置付けている。 

＇出所：秀和システム出版 「最新 農業の動向とカラクリがよくわかる本」（ 

 

アグリビジネスのメリットとしては、安全な食材を確保し消費者に提供することで企業のイメージアッ
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プにつながる。一方、デメリットとしては、法規制の厳しさや収益性への不安が挙げられる。 

 

(6) 日本企業の優位性 

上記の分析より、農業・アグリビジネスにおける日本企業の優位性は以下の通りと考えられる。 

 

南ア 

 種苗開発力を基盤とした農産品のバイオ事業 

白人富裕層や黒人新中間層の間で高品質な野菜・果樹へのニーズが高まっている中、種苗開

発に高い技術力を持つ日本の種苗企業およびアグリビジネス進出企業は、競争優位を発揮で

きると考える。 

見た目や味のグレードの高い品種や新規性のある品種の野菜・果樹の種子・苗を、生産者へ

の卸売業者へ販売＇B to B（や、マイホーム所有者のレジャーとして、園芸用の花木の種苗、球

根の販売＇B to C（といったビジネスモデルが有効と考えられる。 

 食品加工技術の向上 

生鮮食品の貯蔵目的での食品加工はもとより、より利便性に富んだ加工済み食品へのニーズ

が高まっている。 

このような中、高い技術を持った日本の食品加工業者が優位性を発揮できる分野は広いと考

える。具体的には以下のような分野に投資機会があると考える。 

 瓶詰されたジャム、水産物、ミートペースト 

 カット済み野菜、切り身の魚、部位ごとにカットされた肉 

 内臓処理をした魚、殻から外した貝類 

 下ゆでされた野菜の冷凍・レトルト 

 

ケニア 

 灌漑システムの改修 

現在のケニアの経済状況と農業依存型の産業構造から、投資の優先度が高いと考えるものの、

企業が単体で参画することは現実的に困難であると考えることから、民間企業のビジネスモデ

ルではなく、ODA 等を活用した政府支援型のプロジェクトとして検討すべきと考える。 

 食品加工技術の向上 

ケニアでも南アと同様に投資機会があるものと考える。 

しかしながらその目的は、南アが富裕層と新中間層を狙った多様化や利便性であるのに対し、

ケニアの場合は低所得者層も含めた国民の栄養改善が優先される。 

食品加工技術の向上を通じて「ミレニアム開発目標」5に貢献することも重要。 

                                                   
5 Millenium Development Goals (MDGs)：開発分野における国際社会の共通目標で、2000 年 9 月にニュー

ヨークで開催された国連ミレニアム・サミットで採択された。極度の貧困と飢餓の撲滅など、2015 年までに

達成すべき 8 つの目標を掲げている。 
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(7) ビジネスモデルの導出 

 

以上から導出される、農業・アグリビジネス分野でのビジネスモデルは下記のようになる。 

 

農業・アグリビジネス分野におけるビジネスモデル 

 現地における農産品のバイオ事業、食品加工事業を蓄積し、中長期的戦略として南ア・ケ

ニアをゲートウェイとしたアフリカ域内への事業拡大を狙う。 

 ケニアにおいては、食を巡ってミレニアム開発目標に寄与する事業も想定されるが、収益

事業として成立が難しい場合は ODA としてのスキームも検討する。 

 種苗開発、アグリビジネス、食品加工で国際的な競争優位性を持つ企業は、南アおよびケ

ニアにおける食品、物流、レジャー産業の中にサプライヤーとして市場進出するための足

場を固める。 

 市場進出に際しては、現地業界内の人脈や事業経験を有する戦略的パートナーが必要と

なる。 

 食品に関しては、特に現地の嗜好や慣習について徹底的なマーケティング活動と製品の

ローカル化が重要である。 

 進出方法としては、現地法人の設立、現地企業の買収、現地企業との戦略的提携＇パート

ナー（等、複数の方法が存在するため、それぞれのメリット・デメリットを検討の上、決定す

る。 
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4. 消費財 

消費財とは一般に耐久消費財と対にして使われ、非常に広範囲に及ぶモノを表す用語である。 

本項では、今回の現地調査を通じて潜在的な成長を実感した女性の美容品について検討してゆく。 

南アはもとより、ケニアでも購買力を持った富裕層および黒人新中間層の女性の美容に関する意識が

高まっている。様々な統計データやマーケットリサーチレポートで、南アにおける女性の社会進出が進み

ブラックダイヤモンド・ウーマン6の購買力が高まっていることが確認できている。また実際の現地調査でも

ショッピングセンターやスーパーマーケットに並ぶヘアケア製品、スキンケア製品の品ぞろえの豊富さや、

インタビューを通じて聞いた生の声からもアフリカ女性の美容に対する高い関心を実感している。 

以下では、人口増加と経済成長、そして女性の社会進出により今後高い成長が見込まれる美容市場へ

のビジネス進出にてついて検討を進める。 

まず初めに美容市場の特徴を整理する。 

美容品 

 美容市場において最も大きなシェアを占める美容品は「化粧品」であり、経済産業省の統計

データによると、大きく分けて香水・オーデコロン、ヘアケア製品、スキンケア製品、仕上用化

粧品の 4 つに分類される。各分類の为な品目は下記の通りである。 

香水・オーデコロン 香水、オーデコロン 

ヘアケア製品 シャンプー、リンス、ヘアトニック、トリートメント、ポマード、ヘアクリーム、

香油、液状・泡状整髪料、セットローション、ヘアスプレー、染毛量、 

その他 

スキンケア製品 洗顔クリーム・フォーム、クレンジングクリーム、マッサージ・コールドクリ

ーム、モイスチャークリーム、乳液、化粧水、美容液、パック、男性皮膚

用化粧品、その他 

仕上げ用化粧品 ファンデーション、おしろい、口紅、リップクリーム、ほほ紅、アイメークア

ップ、まゆ墨・まつ毛化粧料、つめ化粧料、その他 

＇出所：経済産業省 生産動態統計（ 

 上記統計の平成 23 年度結果を見ると、日本の化粧品年間販売金額は約 1 兆 4 千億円とな

っている。 

 世界の化粧品市場は競争が激化しており、高級ゾーン、ボリュームゾーンともに欧米の大手

メーカーの寡占状態になっている。 

 生活日用品の中でも化粧品は嗜好品に入るため、景気の影響は受けるものの、女性の美に

対する欲求は経済状況に関わらず根強く存在するため、業界は安定している。また世界的な

女性の社会進出に伴い、成長が見込まれる業界である。 

 販路は百貨店、スーパーが中心であるが、日本を含め、国により訪問販売形式もある。 

                                                   
6 150 万人の市場規模と測定されている。 
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(1) 現状と課題 

6 章において現地消費者のニーズを述べたが、これらのニーズを踏まえた南ア、ケニアにおける美

容品における現状と課題は下記の通りとなっている。 

 

美容品 

南
ア 

 生活レベルの向上に伴って、富裕層および新中間層の間では健康・美容への関心が高

まっている。 

 特に黒人新中間層は髪の美しさに対するあこがれが強く、アケケア製品やヘアアクセサ

リーの需要が伸びている。 

 ヘアケア製品では黒人独自の毛質に特化した製品開発が必要。 

 ヘアアクセサリーでは、縮毛をストレートに見せる付け毛やカツラなどに人気が高まって

いる。 

 このような黒人女性市場を狙った現地のヘアケアビジネスで成功している企業が「ブラッ

ク・ライク・ミー」である。1985 年に地元の起業家が設立し、プレトリア北部に生産工場を

有している。同社のヘアケア製品は、アフリカの気候のもとで黒人の髪質に合うように開

発されている。 

 黒人女性の髪の美しさに対する執着に着目し、欧米系大手メーカーも現地市場に特化

した製品開発とマーケティング活動を行っている。仏系のロレアル社は、米国にある専

門の研究所において縮毛矯正に特化した製品ラインなど、黒人特有の髪質に対応した

ヘアケア製品の開発を行っている。このため、南アではヘアケア製品部門で圧倒的なシ

ェアを占めている。南ア市場をゲートウェイとして他のアフリカ諸国での顧客拡大を狙っ

ている。 

ケ
ニ
ア 

 現地黒人女性の美しい髪に対するニーズは基本的に南アと同じ。 

 ケニアにはヘアアクセサリーで成功した「キンキー・ワールド・オブ・ヘア」という企業が存

在する。同社は、黒人やカラードの女性向けの付け毛＇エクステンション（やファッション

かつらの製造・販売を手がけている。2008 年には同社の成長を見込んだインド企業が

同社を買収している。同社は、現地では例の尐ない直営店方式による販売戦略をとって

おり、2009 年にはケニア国内に 24 店舗まで店舗数を増やしており、この商法が成功を

博している。ブランド・イメージの確立が容易な直営店方式は、顧客からの信頼を集める

のに寄与している。また直営店には専門のスタッフがいて、商品の説明や顧客の悩みの

相談、ヘア・アレンジのアドバイスといったサービスを提供している。こうした付加価値が

現地の富裕層および新中間層の黒人女性の満足度を高めている。 
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(2) 潜在的な対象顧客 

黒人女性をターゲットとした美容品事業は高い潜在性を秘めたビジネスであると考えられる。 

美容院やエステサロンといった業界関係者への販売を行う B to B と、一般消費者へ販売を行う B

様々な to C 両方が想定され、様々な投資機会が存在する。 

このような様々な投資機会において、アフリカ進出を目指す日系企業は、現地の商慣習や消費者ニ

ーズなど、徹底したマーケティング活動が不可欠となる。また、消費者の購買行動は、商品のブランド・

イメージに大きく左右されるため、ターゲット顧客層にアピールするブランド構築が必要となる。 

 

＜黒人女性向け美容品販売のケース：B to B／B to C＞ 

 

 

  

美容院・
エステサロン、など

業界関係者

進出企業

一般消費者

黒人女性
＇富裕層・新中間層（

対象顧客

戦略的パートナー

製品開発
現地消費者の

慣習・嗜好について
情報提供、など

現地化粧品会社、など

製品開発業者
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(3) 必要とされる技術リソース 

 

美容品ビジネスは購買力のある黒人女性のほぼ全員に訴求するビジネスであるが、南ア・ケニアの

現地ニーズに沿って事業を推進していく上で必要な具体的な技術リソースには以下のものがある。 

 

美容品ビジネスに必要とされる技術リソース 

研
究
開
発 

 成分に関する知識 

 薬事に関する知識 

 皮膚医学に関する知識 

 ライフスタイルの動向に関する知識、等 

 

店
舗
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン 

 業界関係者とのネットワーク 

 不動産情報収集納涼 

 販売開拓のための営業力 

 店舗開設のための交渉力 

 店舗設計に関する知識 

 ｳﾞｨｼﾞｭｱﾙﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞ能力、等 

原
料
調
達 

 原材料開発技術 

 サプライヤーとのネットワーク 

 購買交渉力 

 消費者ニーズのリサーチ能力、等 営
業
活
動 

 現地マーケット情報の収集能力 

 流通販路網開拓のための交渉力 

 広告宣伝の経験 

 化粧品の適正広告ガイドラインに

関する知識 

 現地消費者のニーズ分析・マーケ

ティング調査力 

 ブランド構築能力、等 

プ
ロ
ダ
ク
ト
・デ
ザ
イ
ン 

 工業デザインの経験 

 パッケージ素材に関する知識 

 競合他社製品、世界の業界動向に関す

る情報収集能力 

 現地消費者のニーズ分析、等 

顧
客
サ
ー
ビ
ス 

 接客経験、美容部員としての経験 

 顧客とのコミュニケーション、コンサ

ルティング能力 

 顧客データ管理能力 

 店舗運営能力 

 スタッフ育成、研修トレーニング能

力 

 メークアップ、ヘアスタイリング技

術、等 
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(4) サプライチェーン 

 

前述した黒人女性向け美容品販売におけるサプライチェーンを見てゆく。 

 

 

 

  

研究・
開発

購買・
調達

製造・
生産

流通・
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

サービス

スキンケア／、
ヘアケア研究所、など

製品開発
製品

原材料

輸入

現地調達

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ
原材料

輸入

現地調達

グローバルR&D

ローカルR&D

連携
製造工場

＇グローバル（

製造工場
＇ローカル（

販売子会社

流通業者

一般消費者

富裕層・中間層

店舗

ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ

オンライン販売

＋＋

製品ラインごとに
製造工場は

異なる場合あり

ﾍｱｻﾛﾝ
ｴｽﾃｻﾛﾝ
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(5) 为なマーケット・プレイヤー 

以下では美容品分野の地勢図として、今回の調査を通じ現地で特に有望と思われるヘアケア製品

／かつら・ウィッグにおける为要なマーケット・プレイヤーとなっている日本企業を記載する。 

 

ヘアケア製品／かつら・ウィッグ 

ヘ
ア
ケ
ア
製
品 

 花王 

 資生堂 

 ホーユー 

 マンダム 

 クラシエホームプロダクツ 

 カネボウ化粧品 

 大正製薬、など か
つ
ら
・ウ
ィ
ッ
グ 

 ㈱アートネイチャー 

 ㈱アデランス 

 ㈱スヴェンソン 

 ㈱東京義髪整形 

 ㈱バイオテック 

 ㈱プロピア 

 ㈱ユキ 

 ㈱アートフォーラム 

 アンジュ 

 ㈱スマートリンク 

 パートナーナゴヤ 

 ㈲ヘアーメイツ 

 ㈱ペルシャン商事 

 ㈱ラ・フィーネ 

 ㈱ロハス 

＇出所：(社) 日本毛髪業協会（ 

 

日本のヘアケア製品市場における为要プレイヤーは、P&G、ユニリーバー・ジャパン等の多国籍系

大企業を除くと、上述した企業が寡占する状況となっている。これらの企業はいずれも差別化を強調し

た製品を有し、市場ポジショニングの確立に成功している。 

ホーユーは育毛効果をうたった「ビゲン」のリピート率が高く一定のシェアを維持している。大規模な

広告宣伝を行っている大正製薬の「リアップ」も同様に育毛ヘアケア市場で安定したシェアを維持して

いる。 

近年、消費者の購買基準がブランド・イメージや価格から、機能性の高さへとシフトしている。これを

受けて、各社、配合成分や効果データなど、機能面での商品情報の開示、プロモーションが必要となっ

ている。 
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(6) 日本企業の優位性 

 

上記の分析より、美容品における日本企業の優位性は以下の通りと考えられる。 

 

南ア・ケニア共通 

 黒人女性をターゲットとした美容品の製造・販売 

高品質を求める日本の消費者に対し、嗜好品的日用品である美容品の製品開発・販売分野で

豊富なノウハウを蓄積している日本企業は現地でもビジネス機会があると考える。 

特にヘアケア製品で独自的な機能や成分を開発している企業は、今後黒人の髪質を研究し、

現地女性の悩みを解消するような高品質・高機能を開発することに成功すれば新たな巨大マー

ケットを開拓することができると考える。 

また、日本には訪問販売による美容品販売の歴史があるが、このような販売方法を現地に導

入し、店舗の尐ない郊外での販路開拓や現地女性を活用した雇用創出につなげることができ

れば、社会貢献の面からもメリットは大きいと考えられる。 
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(7) ビジネスモデルの導出 

 

以上から導出される、美容品分野でのビジネスモデルは下記のようになる。 

 

美容品分野におけるビジネスモデル 

 黒人女性をターゲットとした美容品の製品開発およびマーケティング・販売のノウハウを蓄

積し、中長期的戦略として南ア・ケニアをゲートウェイとしたアフリカ域内への事業拡大を

狙う。 

 ケニアにおいては、現地女性を活用した訪問販売形態の導入による雇用の創出も視野に

入れる。 

 機能性に特化したヘアケア製品や高品質なかつら・ウィッグ製造で国際的な競争優位性を

持つ企業は、南アおよびケニアにおける美容市場で差別化されたブランドを確立する必要

がある。 

 顧客サービスとしては、製品販売のみならず、パーソナルコンサルティングの質の高さを

訴求する必要がある。 

 市場進出に際しては、現地業界内の人脈や事業経験を有する戦略的パートナーが必要と

なる。 

 食品に関しては、特に現地の嗜好や慣習について徹底的なマーケティング活動と製品の

ローカル化が重要である。 

 進出方法としては、現地法人の設立、現地企業の買収、現地企業との戦略的提携＇パート

ナー（等、複数の方法が存在するため、それぞれのメリット・デメリットを検討の上、決定す

る。 
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5. 医薬品・セルフケア製品 

医薬・セルフケア事業分野は、南ア・ケニア両国にとって優先的に取り組むべき課題である。 

医薬・セルフケアをめぐる特徴として、南アでは、白人富裕層および黒人中間層の間でクオリティ・オブ・

ライフ＇QOL（の向上に対するニーズが高まっている。 

一方のケニアでは、貧困層の医療制度へのアクセスが極端に限られており、HIV/AID 疾患や乳幼児の

死亡率の高さにより、平均寿命の短縮に繋がっている。安定した国作りの基礎として、医療・セルフケアの

充実が重要課題となっている。 

医療・セルフケア業界には、医療用医薬品と一般用医薬品＇OCT 医薬品（に分類される医薬品業界を

含むが、当該業界は規制が厳格でまた大規模の多国籍製薬会社で市場が寡占状態となっていることから、

本項での検討の対象外とする。 

以下では、現地でのニーズがあり、日本の産業としても今後の育成が期待される予防医療の領域を中

心に検討を進める。 

 

予防医療 

 予防医療とは、先進国における生活習慣により、西洋医学的には疾患としての病気ではない

ものの健康状態の悪化により QOL が維持できないという現代人の状況を受けて、近年日本

でも関心が高まっている。 

 このような症状を早期に発見し、セルフケアを行うことで QOL を向上させることが予防医学の

特徴。 

 近年のライフイノベーションにおける予防医学のアプローチとしては、従来からの健康補助食

品、機能水、鍼灸、漢方、薬剤といった方法に加え、情報通信技術を用いた個人情報を用い

てよりテーラーメード型の方法が注目を浴びている。 

 このような情報基盤を構築し、個人情報と医療サービス情報のデータベースを構築すること

により、よりカスタマイズされた健康管理サービスの提供が可能となる。 

 このようなライフイノベーション型予防医療では、血中のアミノ酸などの個人情報により、重要

疾患の早期発見が可能となる診断技術が開発されている。 

 また臓器再生など、再生医療の実現を目指した臨床実験も進められている。 

 また各種医療機器の開発もすすめられており、手術中のラグを解消する事前の手術シミュレ

ーション・システム等も開発されている。 

 医療機器は、医療機関のみでなく、家庭での使用も可能なように小型化の研究開発も進めら

れている。 

 このような予防医療をテーマとしたライフイノベーションの取り組みは、日本では産業特区事

業として推進されており、直近では 2011 年 12 月に横浜市と神奈川県、川崎市が共同で「京

浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区」の指定を受け、2012 年 3 月には第１回の

国際戦略総合特別区域計画＇特区計画（が認定されている。 
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(1) 現状と課題 

6 章において現地消費者のニーズおよび政府のニーズを述べたが、これらのニーズを踏まえた南ア、

ケニアにおける医療・セルフケアにおける現状と課題は下記の通りとなっている。 

 

医療・セルフケア 

南
ア 

 白人富裕層および黒人中間層の間で、健康に裏付けられたクオリティ・オブ；ライフ

＇QOL（へのニーズが高まっているが、革新的な予防医療サービスが市場にない。 

 国民は全般的に医療システムへのアクセスは有しているものの、高性能な医療機器を

備えた医療機関は尐ない。 

 生活の欧米化に伴う肥満の増加に伴い、痩身関連商品・サービスへのニーズが高まっ

ているが、信頼性があり効果的な商品・サービスが市場にない。 

ケ
ニ
ア 

 一方のケニアでは、貧困層の医療制度へのアクセスが極端に限られており、HIV/AID 疾

患や乳幼児の死亡率の高さにより、平均寿命の短縮に繋がっている。 

 より安全・衛生的で革新的な医療機器へのニーズが高まっているが、貧困層は医療制

度へのアクセスが極端に限られている。 

 手軽に購入できる健康関連製品へのニーズが高まっている。一般的なビタミン剤以外に

も、希尐性の高いサプリメントのニーズが高まっているが、適切な情報が入手できていな

い。 

 中間所得者以上については南ア同様、QOL への関心や美容に関する消費も盛んであ

り、痩身関連商品やサービスへのニーズが高まっているが、信頼性があり効果的な商

品・サービスが市場にない。 
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(2) 潜在的な対象顧客 

 

白人富裕層および黒人新中間層をターゲットとした医療・セルフケア事業は高い潜在性を秘めたビ

ジネスであると考えられる。 

アフリカ進出を目指す日系企業の顧客となり得る対象としては、病院等の自治体、一般消費者など、

事業内容ごとに B to B および B to C 双方で複数のケースが考えられる。 

以下では、代表的な事業内容をケースにとって、潜在的な対象顧客を見てゆく。 

 

＜医療・セルフケア事業のケース：B to B／B to C＞ 

 

 

  

病院／クリニック
健康／宿泊施設、など

業界関係者

進出企業

一般消費者

QOLに関心の高い層
＇富裕層・新中間層（

対象顧客

戦略的パートナー

現地業界の法規制、
消費者ニーズについて

情報提供、など

ICTベンダー、
データセンター、など

情報通信業者
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(3) 必要とされる技術リソース 

 

医療・セルフケア分野は QOL 向上を望む富裕層・新中間層、ならびにこれまで医療システムにアク

セスできなかった富裕層に訴求するビジネスであるが、南ア・ケニアの現地ニーズに沿って事業を推進

していく上で必要な具体的な技術リソースには以下のものがある。 

 

医療・セルフケアに必要とされる技術リソース 

研
究
開
発 

 医学に関する知識 

 予防医学に関する知識 

 栄養学に関する知識 

 ICT インフラに関する知識 

 産官学連携のコーディネーション能力 

 ライフスタイルの動向に関する知識、等 

 

施
設
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン 

 業界関係者とのネットワーク 

 不動産情報収集納涼 

 販売開拓のための営業力 

 店舗開設のための交渉力 

 店舗設計に関する知識 

 ｳﾞｨｼﾞｭｱﾙﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞ能力、等 

原
料
調
達 

 健康食品原材料の開発技術 

 医療機器部品の開発技術 

 サプライヤーとのネットワーク 

 購買交渉力 

 消費者ニーズのリサーチ能力、等 
営
業
活
動 

 現地マーケット情報の収集能力 

 流通販路網開拓のための交渉力 

 広告宣伝の経験 

 オンライン環境における PR 能力 

 医療品品の適正広告ガイドライン

に関する知識 

 現地消費者のニーズ分析・マーケ

ティング調査力 

 ブランド構築能力、等 

プ
ロ
ダ
ク
ト
・デ
ザ
イ
ン 

 工業デザインの経験 

 パッケージ素材に関する知識 

 競合他社製品、世界の業界動向に関す

る情報収集能力 

 現地消費者のニーズ分析、等 

顧
客
サ
ー
ビ
ス 

 接客経験 

 顧客とのコミュニケーション、コンサ

ルティング能力 

 顧客データ管理能力 

 店舗運営能力 

 スタッフ育成、研修トレーニング能

力 

 健康指導技術、等 
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(4) サプライチェーン 

 

前述した医療・ライフケア事業におけるサプライチェーンを見てゆく。 

 

 

  

研究・
開発

購買・
調達

製造・
生産

流通・
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

サービス

大学医学部、
医療機器会社、

情報通信会社、など

技術開発
健康

食品等

輸入

現地調達

医療機器、
通信機器

輸入

現地調達

学会

産業界

連携
製造工場
＇食品等（

製造工場
＇機器類（

通信会社

流通業者

一般消費者

健康・宿泊
施設

病院・
クリニック

オンライン・アクセス

＋＋

パーソナル
コンサルタント

流通業者

＋

富裕層・中間層

貧困層
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(5) 为なマーケット・プレイヤー 

 

以下では予防医学の先端的な取り組みとして、前述の横浜市の特区計画で推進されているプロジェ

クトの事業为をマーケット・プレイヤーとして記載する。 

 

医療・セルフケア 

NTT データ  個々の情報をもとに、通信技術を用いた予防医療を提供 

味の素  血中のアミノ酸を使ったがん等の早期発見へ向けた診断技

術の確立・普及 

セルフリーサイエンス 

木原財団 

 血中の自己抗体を活用した診断技術の確立・普及 

横浜市立大学 

積水メディカル 

クラレ 

 ヒト iPS 細胞を活用した臓器の再生 

日立ソリューションズ  個人情報データベースを活用した健康管理サービスの基礎

構築 

DNA チップ研究所 

東海大学 

高電興業 

 採決から解析までの自動化装置の開発 

 低新襲注射針 

木原財団 

横浜国立大学 

三菱プレシジョン 

 実際の患者のデータを使った手術訓練のしみゅんレーション

システムの開発 

木原財団 

横浜国立大学 

グローバルヘルス 

 家庭で使用可能な小型の硬度計測超音波画像装置の開発 

＇出所：横浜市 経済局新産業振興課（ 
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(6) 日本企業の優位性 

 

上記の分析より、医薬・セルフケアにおける日本企業の優位性は以下の通りと考えられる。 

 

南ア 

 QOL の向上を目指した予防医療 

高齢化社会としての課題に対し、先進国の中でもっともはやく対応している日本の医薬・業界は

予防医療への取り組みも進んでおり、競争優位性を発揮できると考える。 

関連のビジネス領域としては以下が想定される。 

 健康食品 

 健康施設・宿泊施設 

 健康相談・健康診断 

 運動指導 

 メンタルトレーニング 

 講習会の開催、等 

 

ケニア 

 携帯電話を利用した医療サービスの提供 

貧困層における医療制度へのアクセスが極めて限定的であることを解決するため、貧困層にも

普及している形態電話を利用した医療サービスを提供する。 

日本では、大手のシステム会社が情報通信基盤をもとにした予防診断や健康管理サービスを

構築しているため、このような新たな健康医療サービスを導入することによって、貧困層の健康

状態の向上に寄与できるものと考える。 
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(7) ビジネスモデルの導出 

 

以上から導出される、医療品・セルフケア分野でのビジネスモデルは下記のようになる。 

 

医療品・セルフケア分野におけるビジネスモデル 

 QOL の向上を目指す富裕層および新中間層への医療・セルフケアサービスにおけるノウ

ハウを蓄積し、中長期的戦略として南アをゲートウェイとしたアフリカ域内への事業拡大を

狙う。 

 ケニアにおいては、携帯電話を活用した通信技術により、これまで医療制度にアクセスで

きなかった貧困層へのサービス拡大を図る。 

 先進的な予防医学の分野で独自の技術を有する研究機関や企業は、南アおよびケニア

における医療・セルフケア分野で認知度を確立する必要がある。 

 顧客サービスとしては、製品販売のみならず、パーソナルコンサルティングの質の高さを

訴求する必要がある。 

 市場進出に際しては、現地業界内の人脈や事業経験を有する戦略的パートナーが必要と

なる。 

 食品に関しては、特に現地の嗜好や慣習について徹底的なマーケティング活動と製品の

ローカル化が重要である。 

 進出方法としては、現地法人の設立、現地企業の買収、現地企業との戦略的提携＇パート

ナー（等、複数の方法が存在するため、それぞれのメリット・デメリットを検討の上、決定す

る。 
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Food and Agriculture Organization (FAO) Statistic Year Book 2012 World Food and Agriculture 

JETRO ＇2012（ 「南アフリカ市場と市場開拓」 

 

8 章 貿易・投資に関する法規・手続きについて 

南アフリカ 

IFC, South Africa Doing Business Starting a Business 

http://www.doingbusiness.org/data/exploreeconomies/southafrica 
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8章 貿易・投資に関する法規・手続きについて 
 

日本企業が南アおよびケニアにてビジネスをするにあたり必要な情報を見ていく。 

当該章は南ア、ケニアそれぞれにおいて貿易・投資を実施するにあたり関連する主要な行政機関、次

に、貿易・投資するにあたり当該国政府より奨励、優遇、禁止されている業種別の事項および具体的な手

続き方法を整理している。 

 当該調査報告対象者を、アフリカ市場向けに現地でビジネスをする企業向けであることを念頭に、貿

易については、日本から部品や原料を対南アおよびケニアに調達することを想定し、日本から南ア/ケニ

アへの輸出に関する法規・手続きに限定している。また、投資については、南アまたはケニアにて日本に

本社を持つ企業が現地に会社を設立することを想定した場合の会社設立手続きに関する法規・手続きに

限定し、記載している。 
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I.  南ア編 

1. 監督省庁 

南アの貿易、投資に係る手続き詳細を述べる前に、南アにおける貿易、投資に関連する関連省庁を見て

いく。南アでは、31 の省により構成されている。 

 

図表 1 南アにおける省庁 

 

(出所：南アフリカ政府) 

 

上記の省庁のうち、貿易、投資の窓口となっている、貿易産業省(DTI)である。DTI は、7 つの庁から成り

立っている。 

 IDD: Industrial Development Division (産業開発庁) 

 ITED:International Trade and Economic Development Division (国際貿易経済開発庁) 

 CCRD:Consumer and Corporate Regulation Division (消費者産業規制庁) 

 EEDD:Empowerment and Enterprise Development Division(エンパワメント企業開発庁) 

 TEO:The Enterprise Organization (企業庁) 

 TISA:Trade and Investment South Africa (南アフリカ貿易投資庁) 

 GSSSD:Group System and Support Service Division(グループシステムサポートサービス庁) 
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図表 2 南ア貿易産業省の組織図 

 

 

(出所：南アフリカ政府) 

 

前述した 7庁のうち、TISA(Trade Investment South Africa)が貿易と投資を管轄している。TISA は、14

の関連機関を管轄しており、投資の手続きを実施するにあたり窓口となる機関はCIPS (Company and 

Intellectual Property Comission)となっている。 

 NRCS: National Regulator for Compulsory Specifications 強制規定協会 

 NMISA:National Metrology Institute of South Africa 南アフリカ計量協会 

 NCC:National Consumer Commission 全国消費者局 

 NCT:National Consumer Tribunal  全国消費者裁判所 

 SANAS:South African National Accreditation System 南アフリカ認証機構 

 NGB:National Gambling Board 全国ギャンブル協会 

 NLB:National Lotteries Board 全国宝くじ協会 

 NCR:National Credit Regulator 全国信用規制協会 

 SABS:South Africa Breau of Standards 南アフリカ規格基準局 

 ECIC:Export Credit Insurance Corporation of South Africa SOC Limited 南アフリカ輸出信用保

険協会 

 EAAB:Estate Agency Affairs Board 不動産仲介業委員会 

 NEF:National Empowerment Fund エンパワメント基金 

 SEDA:Small Enterprise Development Agency 中小企業開発 

 CIPS:Companies and Intellectual Property Commision 企業・知的所有権登録局 
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2. 産業別規制/優遇制度 

本章においては、対南アに対する投資、貿易において、禁止事項、政府による規制が定められている

事項、および優遇事項を見ていく。 

(1) 投資 

(ｱ) 禁止 

対南ア投資において、禁止されている業種および事項は無い。 

 

(ｲ) 規制 

外国人の現地就業および現地の南ア人を雇用するに当たる、南ア政府による規制は以下の通り。 

① 外国人就業および在留許可に関する規制 

 

南アにて雇用される外国人は雇用許可が必要である。労働許可期間は、最大2年間である。(ただし、

内務省法務局にて延長が可能) 

また、非居住者は労働許可が必要であり、非居住者は南アにて雇用関係に入る前に、4 年間の

Intra Company Transfer VISA か、6 カ月の一般労働許可のいずれかの労働ビザを申請する必要があ

る。 

外国人に対する職種制限は無いが、当該職種に対し、南ア人の採用が難しいことが外国人に対す

る労働許可発給条件となっている。就業許可および必要書類等の手続き情報については、内務省の

ホームページを参照のこと。 

(HP: http://www.home-affairs.gov.za/) 

http://www.home-affairs.gov.za/
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② 現地雇用に関する規制  

南アでは、2003 年に施行されたBroad Based Black Economic Empowerment Act (BBBEE 法)を土台

とした、黒人権利拡大政策の(BEE 政策)の関連法案が複数あり、現地人の雇用にあたり、企業に求め

られる規制がある。 

 

BEE 政策の対象者は、下記の条件のいずれかを満たしている者と定められている。 

・ 南アで生まれた黒人であること。 

・ 南アで生まれて亡命した先祖を有する黒人であること。 

・ アパルトヘイト終了後に南アで生まれており、アパルトヘイトが現存していたら不利益を受けたで

あろう黒人であろうこと。 

・ 新憲法の発足前に南ア市民となった黒人であること。 

 

同法および基準は、企業に対する法的拘束力はない。 

しかし、推進を怠った場合、政府による公開入札への調達にて不利となる。 

同法および基準の推進は、スコアカードの導入、評価により計量化されており、所有権(20%)、経営

支配(10%)、雇用均等(15%)、技能開発(15%)、優先調達 

(20%)、事業開発(15%)社会経済発展(5%)の要素ごとに評価が求められる。 

しかし、企業の売上規模により、当該要素のうち順守が求められる項目は異なる。 

 

・年間売上高 3500 万 ZAR を越える中・大企業は 7要素の順守 

・年間売上高 500-3500 万 ZAR適格の小規模企業とされ、4 要素の順守 

・年間売上高 500 万 ZAR以下は適用除外零細企業 

 

スコアカードでの評価結果を総合し、企業としての地位が算出され、入札時の競争力に影響する。

外国に本拠を置く多国籍企業は、BEE スコアカードの所有権の要素の導入は求められないが、多国籍

企業はEquity Equivalent Programme を導入することが認められている。しかし、政府による認可プロセ

スが厳しく、当該プログラムが導入可能となった企業数は尐ない。 

 

1998 年 Employment Equity Act（EE 法）にり、公共部門と民間部門のすべての事業主は、所定の雇

用均等関連書式に必要事項を記入し、労働省へ提出が求められている。また、指定事業のうち年間収

益が一定を越える事業主に対しては、アファーマティブアクション関連書式への記入および 2 年ごとの

提出が求められており、労働省が監視および順守の強制執行が行われる。また、指定事業主は、当該

プログラムの実施詳細内容を職場に提示および職員全員に対する周知が求められ、従業員は事業主

が適正にプログラムを実施していないと判断した場合は、労働省に報告することができ、労働省は敷

地内に立ち入り、事業主が法令を順守しているかどうかを確認するための検査を行う権限が与えられ

ている。遵守命令に従わない企業は、罰金が科せられる。(初回 50 万 ZAR、それ以降 10 万 ZAR ずつ
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増加。) 

 

図表 3 アファーマティブ・アクション適応対象指定事業主および年間売上高 

 

(出所：在南アフリカ共和国日本大使館) 

 

③ 金融業に対する規制 

業務を実施するにあたり政府の許可が必要であり、外国人による新設銀行の株式保有は上限 15%

までと定められている。なお、2014 年までに黒人資本参加比率を 10%まで引き上げることが免許交付

状況となっている。 

 

④ 通信業に対する規制 

 南アフリカ通信規制局(SATRA)の許可が必要であり、黒人(BEE)資本参加比率を 2014 年までに

26%まで引き上げが必要となっている(現時点では 15%)。 

 

⑤ 鉱業に対する規制 

鉱業省の認可が必要であり、黒人(BEE)資本参加比率を 2014 年までに 26%まで引き上げが必要 

 

⑥ 石油業に対する規制 

黒人(BEE)資本参加比率を 2010 年までに 25%まで引き上げが必要  

 

(ｳ) 優遇 

① 研究開発(R&D)に対する税優遇策 

企業の研究開発費用(調査、商標管理、市場調査、販売マーケティング促進、業務プロセス管理およ

び社会科学、人文科学等および R&D に係る給与、素材、建造物、機械)に対し、2006 年に所得税法

11(d)に基づき、減税対象となっている。 

 



 8 章 貿易・投資に関する法規・手続きについて 

 

② 産業開発特区(IDZs: Industrial Development Zones) 

4 箇所の産業開発特区(イーストロンドン、クハ、リチャードベイ、OR タンボ国際空港)において、品質

の高いインフラストラクチャ、迅速な関税手続き、および免税環境が整備されている。 

 

③ 外国企業に対する優遇策(FIG: Foreign Investment Grant) 

新規に機材を購入する外国企業に対し、輸出された機材の費用およびそれらの輸送費用の 15%を

補助として支給するもの。 

 

ビジネスプロセスアウトソーシング/オフショア投資 

ビジネスプロセスアウトソーシング/オフショアを実施する企業に対し、人材育成費用を補助するも

の。 

 

自動車産業開発プログラム(MIDP:Motor Industry Development Programme) 

南アで生産を行う自動車製造業者に対して、国内で組み立てた自動車の輸出額に応じ、一定の比率

で自動車・同部品の輸入関税を免除する優遇措置。2013 年 1 月からは MIDP に代わり自動車生産開

発プログラム(APDP)が導入される。APDP では南ア国内で年間 5 万台以上の乗用車を生産する自動

車メーカーを対象に、輸入部品の関税に相殺するクレジットが政府から発給される。クレジットは、生産

した乗用車の合計金額や、国内での付加価値分(現地調達)の割合に応じて発給される。 

 

自動車投資スキーム(AIS: Automotive Investment Scheme)  

南アで生産を行う自動車・同部品製造業者の国内投資に対して、投資額の 20%に相当する助成金

（課税対象）を支給。南アフリカ貿易産業省(DTI)が戦略的と認める投資案件については、さらに追加で

5%又は 10%の助成金が支給される。助成金は 3年間均等割で支払われる。 

 

観光業に対する優遇策(TSP: Tourism Support Programme) 

2-3 年にかけて観光業を営む企業に対して支給される補助であり、具体的な補助の対象としては、

宿泊施設、レクレーション、エンターテイメントおよび文化に関連するサービス、ツアーオペレーターおよ

び旅行者の移動費、および水の輸送のサービスがある。投資額の 15%-30%が補助金として支給され

る。 

  

製造業投資プログラム(MIP: Manufacturing Investment Programme) 

現地で製造する繊維および衣料品業者で輸出を対象とした商品を製造する企業に対して、15%-30%

の製造機器に対する投資額の補助が支給される。 

 

繊維及び衣料に対する優遇策(CTCP: Clothing and Textile Cometitiveness Programme) 

南アにて生産した衣料品や靴製品を海外市場に流通させるために、外資系企業に対し、75%のプロ
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ジェクトに係るコストを支給するもの。 

 

繊維及び衣料に対する優遇策(PI: Production Incentive) 

衣料品および靴製品の製造において付加価値がつく業務について 10%の額が支給される。 

 

クリティカル・インフラストラクチャ・プログラム(CIP: Critical Infrastrucuture Programme) 

CIP は重要なインフラ開発に対して、投資コストの 10～30%を補填する現金支給による補助金である。

そのインフラがなければ投資が発生しないと考えられる場合や、投資の減尐、質の低下、投資の遅れ

が発生すると考えられるプロジェクトが対象になる。CIP は投資そのものを支援するものではなく、この

ため予定されるインフラ開発のコストを投資主体が確保できることが条件となる。CIP は投資そのもの

を支援するものではなく、このため予定されるインフラ開発のコストを投資主体が確保できることが条

件となる。CIPの補助金は民間部門および公共部門の企業、官民パートナーシップ(PPP)事業に支給さ

れる。適格インフラは、輸送、電気、水、衛生、公衆衛生、通信などの基礎的サービスで、一般の人々

や開発者以外の投資家が広く受益できること、所在地が開発者の私有地内でないこと、特定の投資プ

ロジェクト単独で必要なインフラでないことが条件になる。 

 

産業イノベーション支援プログラム(SPII: Support Programme for Industrial Inovation) 

産業開発公社(IDC)が DTI に代わって SPII を管理経営している。SPII は、革新的な製品や生産プロ

セスの開発につながるプロジェクトを支援して、技術開発を推進する。新製品や生産プロセスにおける

アイディアを商品化するまでにはいくつかの準備段階があるが、SPIIは開発段階に重点を置く。開発段

階とは、基礎研究が完了した時から始まり、生産開始前に試作品が完成するまでの期間を指す。SPII

は小規模企業から大企業まで幅広い層を対象とし、製造業、サービス業又はソフトウェア開発における

開発活動を支援する。当初、エレクトロニクスおよびソフトウェア部門が中心だったが、その後、範囲が

広げられ、化学、製薬、食品、自動車および自動車部品も対象となった。 

 

産業政策プロジェクト(税控除による奨励)(12i TAI: Section 12i Tax Allowance Incentive) 

所得税法のセクション 12(i)項(Section 12i of the Income Tax Act)は、資本投資と人材育成を支援す

ることを目的に、税控除による奨励策を規程する。適格企業は課税所得から当プロジェクトによる割当

金を控除されることにより納税義務の負担を減らすことができる。新規の「グリーンフィールド（未開発

の土地）」プロジェクトおよび「ブラウンフィールド（環境汚染された土地等）」プロジェクトの拡張やアップ

グレードに割当金を利用できる。 
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(2) 日本からの輸出について 

(ｱ) 禁止 

日本から南アへ輸出が禁止されているものは、法に違反する模倣品や刑務所で作られた製品等が

あり、具体的な項目については南ア歳入庁のリストを参照。 

・Consolidated list of prohibited and restricted Imports 

http://www.sars.gov.za/home.asp?pid=4150&tid=65&s=pubs&show=1084 

 

(ｲ) 規制 

日本から南アへ輸出する際に輸入許可を必要とする項目は、自動車を含む中古品や、衣料品、お

茶、魚等があり、具体的な項目については、先述の南ア歳入庁のリストを参照。 

 

(ｳ) 優遇 

日本から南アへ輸出する品目で輸出が奨励されているもの、また、南アにて輸入が奨励されている

ものは特になし。 

 

3. 手続き 

(1) 投資 

南アにおいて直接投資を行うにあたり、事前準備および 5 のステップで進めていく必要がある。各々

のステップについて次ページにて詳細および使用書類を見ていく。 

 

 

(出所：IFC, South Africa Doing Business Starting a Business より PwC作成 

http://www.sars.gov.za/home.asp?pid=4150&tid=65&s=pubs&show=1084
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南ア ステップ 1 Form CoR 14.1  
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南ア ステップ 1 Form CoR 15.1A 
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南ア ステップ 1 Form CoR 9.1 
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南ア ステップ 3 VAT 101e 

 

  



 8 章 貿易・投資に関する法規・手続きについて 

 

 

  



 8 章 貿易・投資に関する法規・手続きについて 

 

 

  



 8 章 貿易・投資に関する法規・手続きについて 

 

 

  



 8 章 貿易・投資に関する法規・手続きについて 

 

 

  



 8 章 貿易・投資に関する法規・手続きについて 

 

南ア ステップ 3 EMP101e 
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南ア ステップ 4 Empleyeess Declaration of Employees UI-19 
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南ア ステップ 4 Unemployement Insurace Fund UI-8 
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南ア ステップ 5 Registratin of Employer 
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(2) 日本から当該国への輸出 

日本から南アへ製品・サービスを輸出するにあたり、必要手続きについてみていく。 

南アにおいては、下記ステップ 1 の前段階として、対南ア向け輸出入業者は全て、South African 

Revenue Services（SARS：南アフリカ歳入局）へ登録する必要がある。輸出業者として登録する場合、

下記の書式を SARS 地方事務所に提出する必要がある。 

• DA 185 

• DA 185.02 

上記 2 つの書式は SARS のウェブサイトからダウンロード可能。 

(www.sars.gov.za/ce/registration/exporte/registration_exporter.htm) 

 

 

また、上記ステップ 5 においては、南アフリカ歳入庁（SARS）では、手続き簡素化のために単一文書

(SAD) を用いて税関申告する必要があり。当該文書は、輸入、輸出、越境貿易、中継貿易の手続きす

べてに使える多目的税関申告書となっている。 

当該申告書は、下記ウェブサイトよりダウンロード可能。 

http://www.sars.gov.za/home.asp?pid=3585 
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II.  ケニア編 

1. 監督省庁 

ケニアの行政機関は、32 の省により構成されている。 

 

 

貿易に関する規制を定めているのが通商省であり、投資については、独立した機関としてケニア投資庁

(http://www.investmentkenya.com/)があり、当該庁はCooperate Affaris、Investment Promotion、Reserch 

and Policy、Investor Service の 4部署から構成されており、Investor Service 部において投資に関する情

報提供を始め規制や優遇策について定めている。 
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2. 産業別規制/優遇制度 

本章においては、ケニアに対する投資、貿易において、禁止事項、政府による規制が定められている事

項、および優遇事項を見ていく。 

 

(1) 投資 

(ｱ) 禁止 

 外国人就業が禁止されている職種 

大統領を含む国会議員、警察・警備、軍隊については外国人の就業は不可 

禁止されている投資の種類 

対ケニア投資において、環境を破壊する投資および安全保障を脅かす投資は禁止されている。 

(ｲ) 規制 

 外国人就業および在留許可に関する規制 

 

ケニアにて雇用される外国人は移民局が発行する雇用許可が必要である。また、外国人に対する

就業が禁止されている職種以外に就業制限は無い。 

雇用許可取得についての具体的手順については移民局のホームページを参照のこと。 

 (HP: http://www.immigration.go.ke/) 

 

 資本金に関する規制 

投資促進法(Investment Promotion Act 2004)にもとづき、新規外国投資の最低投資額を$10 万と定

められている。ただし、輸出加工区内は適用外。 

 

 保険業に対する規制 

保険業は、ケニア資本との共同出資でなければならず、会社資本の3分の1以上をケニア資本が占

める必要がある。また、役員も 3 分の 1 以上をケニア国籍のメンバーが占める必要がある。保険業法

（Chapter 487 Insurance Act）に拠る。 

 

 通信業に対する規制 

通信業においては、事業許可取得後3年間のうちに株式の20%以上をケニア人が保有しなければな

らない。 

 

 ナイロビ証券取引所上場企業への出資に対する規制 

ケニア国外の投資家によるナイロビ証券取引所上場ケニア企業の株式保有比率は、最大 75%と定

められている。 
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 外国人に対する事業許可法による規制 

ケニア国民以外の者は、事業許可法（Chapter 497 Trade Licensing Act）に基づく特別な許可を受け

た場合を除き、特定地域、特定物品に関する事業を営むことを規制されている。 (なお、2006年に規制

が一部緩和されている。) 

 

(ｳ) 優遇 

 輸出加工地区 

輸出志向型企業に対して、指定された地域または地区内で、投資機会を提供するために 1990 年よ

り輸出品加工地区（EPZ）プログラムが設けられている。これは、生産資本投資の増大、雇用創出、技

術移転、後方関連の開発、輸出品の多角化を通じて経済に寄与することを目的とすることを目的として

いる。輸出品加工地区庁(EPZA)により管理され推進されるこの計画においては、下記の優遇策があ

る。 

・10 年の法人税免除期間とその後の 25%の税率 

・10 年の源泉徴収税免除期間 

・印紙税免除 

・20 年間適用される初期投資に対する 100%の投資控除 

・機械類、予備部品、建築資材、原料、事務機器、包装、重ディーゼル・燃料油（他の石油燃料を除

く）、輸出品加工地区外からの自動車および自動車予備部品など、企業必要品に対する永久税および

付加価値税の免除 

 

(2) 日本からの輸出について 

(ｱ) 禁止 

日本からケニアに対し、禁止されている輸出品目としては、.小型商用車・乗用車用の中古タイヤや

農業・産業用の化学品（詳細品目は EAC Customs Management Act 2005 参照）等が挙げられる。 

 

ケニア基準局（KEBS）による特定禁止品目は、以下を参照。  

http://www.kebs.org/?opt=qai&view=banned#  

  

(ｲ) 規制 

加工されていない貴金属・貴石 、外来種の魚・卵や遺伝子操作された製品が挙げられる。 

ケニア歳入庁により定められた規制品目は、以下を参照。  

http://www.revenue.go.ke/customs/pdf/SECOND_SCHEDULE_PROHIBITED_AND_RESTRICTED_IM

PORTS.pdf 

 

(ｳ) 優遇 

投資優遇政策に基づき、自動車産業開発プログラム（MIDP：Motor Industry Development 
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Programme）では輸入部品の関税を相殺するクレジットが政府から発給される。 

製造業投資プログラム（MIP：Manufacturing Investment Programme） では、輸入機械類および設備

機器の価値の 15％、または、実際の輸送コスト（最高 1000 万 ZAR）のどちらかに対し補助がある。 

また、産業開発特区（IDZ）では装置および資産に対する関税や付加価値税、輸入税の適用が免除

される。 
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3. 手続き 

本章においては、対南アおよびケニアに対する投資、貿易において、禁止事項、政府による規制が定

められている事項、および優遇事項を見ていく。 

 

(1) 投資 

ケニアにおいて直接投資を行うにあたり、事前準備および 11 のステップで進めていく必要がある。

各々のステップについて次ページにて詳細および使用書類を見ていく。 

 

(出所：IFC, Kenya Doing Business Starting a Business より PwC作成) 
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ケニア ステップ 1 Statement of Particulars 
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ケニア ステップ 2 Statement of Nominal Capital 
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ケニア ステップ 4 Form No.208 
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ケニア ステップ 5 List of Documents Delivered for Registeration by a Company Incorporated Outside 

Kenya 
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ケニア ステップ 5 Form 237 List and Particulars of the Directors and Secretary of a Company 

Incorporated Outside Kenya  
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ケニア ステップ 5 Form 238 List of the names and addresses of persons resident in Kenya Authorized to 

Accept Service on Behalf of a Company Incorporated Outside Kenya 
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ケニア ステップ 7 BR-1 Form Single Business Permit Registration Form 
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ケニア ステップ 8 Application for Employer Registration 
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ケニア ステップ 9 Application for Employers Registration 
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ケニア ステップ 10 Domestic Taxes Department 
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(2) 日本から当該国への輸出 

日本からケニアへ製品・サービスを輸出するにあたり、必要手続きについてみていく。 

下記、ステップ1～9は、対象国に関わらず一般的に実施される輸出手続きを示している。(決済手段

により一部のステップにて変更可能性あり。)  

 

 

上記一連のプロセスのうち、対ケニア向け輸出手続きにおいては、ステップ 5において、基準適合認

証プログラム（PVoC）に従い、検査対象品目に対しては、輸出国で船積み前にケニアの基準に適合し

ているかどうかの検査を経て、基準適合証書を入手する必要がある。 

日本からのケニア向け製品については、ケニア基準局から委託を受けた SGS（Societe Generale de 

Surveillance S.A.）とビューローベリタス（Bureau Veritas）が基準適合証書を発行している。 

ケニア向け貨物の船積前検査（品質適合証取得）の手続き詳細については、JETRO ウェブサイトを

参照頂きたい。(http://www.jetro.go.jp/world/africa/qa/01/04A-001168) 

日本からのケニア向け中古車に関しては、2012年 1月 16日より、株式会社日本輸出自動車検査セ

ンター（JEVIC）、オートターミナルジャパン株式会社、株式会社クオリティーインスペクションサービスの

3 社が検査を実施している。日本からケニア向け中古車輸出手続きの詳細については、JETRO ウェブ

サイトを参照頂きたい。(http://www.jetro.go.jp/world/africa/ke/qa/01/04A-001252) 

 

http://www.jetro.go.jp/world/africa/qa/01/04A-001168
http://www.jetro.go.jp/world/africa/ke/qa/01/04A-001252

